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3 数値解析モデルによる検証 

2.2 章の 2000～2006 年の現況再現は、文部科学省「重要課題解決型研究等の推進 有明海生物

生息環境の俯瞰的再生と実証試験」（2009 年度）の成果（以下、「JST モデル」という）を引用し

た。JSTモデルを基本として、新たに取得された2007～2008年のデータを用いて、水質・底質の

再現精度の向上を試みた。 
 
3.1 低次生態系モデルの構造と基礎方程式 
3.1.1 低次生態系モデルの構造と解析内容 
(1)  基本構造 
低次生態系モデルのモデル構造を図 3.1-1に示す。低次生態系モデルは、浮遊系の流動サブモデ

ル、懸濁物輸送サブモデル、水質サブモデル、底生系の底質サブモデル、底生生物サブモデルの合

計 5つのサブモデルにより構成される。 
ここで、水質サブモデルと底質サブモデル、底生生物サブモデルの3 つのサブモデルは、各々の

計算項目の相互作用を非定常に解析するものである（結合モデル）のに対して、これら 3 つのサブ

モデルと流動サブモデルと懸濁物輸送サブモデルは、それぞれに独立したモデル（非結合モデル）

である。そのため、懸濁輸送サブモデルで計算された SS 量が、流動サブモデルで予測される流れ

場へ密度の効果として影響を与えるなどの相互関係は考慮されない。 
 

 
流動サブモデル 

懸濁物輸送サブモデル 

水質サブモデル 底質サブモデル 

底生生物サブモデル 

移流・拡散量、水温・塩分 

移流・拡散量、 

水温・塩分 

SS 濃度 

巻き上げ・沈降量 

結合 

     ：相互作用を考慮しない（非結合） 

     ：相互作用を考慮する（結合） 

 
図 3.1-1 低次生態系モデルの構造 
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(2)  低次生態系モデルの解析内容 
各サブモデルの変数を結ぶ物理・化学・生物過程は、主に低次栄養段階で植物プランクトンの発

生や酸素動態にとって重要と考えられるもので構成されている。なお、本モデルで表現した水中の

溶存酸素の生成・消費に関わる生物・化学過程は、①植物プランクトン・付着藻類・ノリの光合成、

②植物プランクトン・動物プランクトン・付着藻類・懸濁物食者・堆積物食者の呼吸、③有機物（デ

トリタス）の好気的無機化、④硝化、⑤酸素消費物質(ODU :Oxygen Demand Unit)の酸化、⑥底泥に

よる酸素消費（間隙水中の溶存酸素との分子拡散）、⑦海面での再ばっ気である。 
モデルの解析内容と出力項目、および水質・底質・底生生物サブモデルの概念図を図 3.1-2に示

す。 
 
 

表 3.1-1 各サブモデルの解析内容と出力項目 
サブモデル 解析内容・出力項目 

流動サブモデル 解析内容： 

出力項目： 

流動場・水温・塩分場（密度場）、波浪場の予測 

流向・流速、水温・塩分、潮位、 

有義波高・有義波周期 

懸濁物輸送サブモデル 解析内容： 

出力項目： 

SSの動態に関する予測(巻上げ・沈降・移流拡散等) 

水中のSS濃度、SSの巻上げ量および堆積量 

水質サブモデル 解析内容： 

出力項目： 

 

低次生態系における物質循環を考慮した水質予測 

植物プランクトン、動物プランクトン、ノリ、 
有機物（デトリタス）、栄養塩類、溶存酸素、 
酸素消費物質（ODU） 

（ただしノリの現存量は境界条件として扱った） 

底質サブモデル 解析内容： 

出力項目： 

初期続成過程を考慮した底質予測 

有機物、栄養塩類、 
マンガン、鉄、硫黄、メタン、溶存酸素 

底生生物サブモデル 解析内容： 

出力項目： 

底生生物現存量と底生生物が及ぼす物質循環量の予測 

付着藻類、懸濁物食者、堆積物食者の現存量 

（ただし懸濁物食者の現存量は境界条件として扱った） 
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低次生態系モデルに考慮される計算項目と物質循環過程を図 3.1-2に示す。 
 
 

 
図 3.1-2 低次生態系モデルの物質循環図 
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3.1.2 基礎方程式 
(1)  流動サブモデル 

1)  計算項目 
流動サブモデルの計算項目を表 3.1-2に示す。 

 
表 3.1-2 流動サブモデルの計算項目 

計算項目 
流向・流速、 水温、 塩分、 水位、 有義波高、 有義波周期 

 
2)  座標系 
本検討で用いる流動サブモデルは、Mellor et al.(2002)1及びEzer and Mellor(2004)2などを

参考にした一般鉛直座標系を用いたσ-座標モデルとした。一般鉛直座標モデルでは図 3.1-3に

示すように、鉛直分割率を変化させ、水平方向に層数を変化させるなど、非常に自由度に富ん

だ鉛直格子の設定が可能となる。なお、懸濁物輸送サブモデルと水質サブモデルも同様の座標

系を用いている。 
またモデルの基礎方程式は、連続の式、静水圧近似及びブシネスク近似が施された運動方程

式、水温・塩分の保存式、乱流統計量の保存式となる。詳細な基礎方程式について以降に示す。 
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図 3.1-3 一般鉛直座標モデルの鉛直格子分割の例 

 
3)  基礎方程式 
本検討に用いるモデルの基礎方程式は、連続の式、静水圧近似及びブシネスク近似が施され

た運動方程式、水温・塩分の保存式、乱流統計量の保存式となる。また鉛直方向については図 
3.1-3 に示すような海面と海底で規格化された σ-座標を導入するために、基礎方程式は z 座標

から座標変換が施される。σ-座標と z座標の定義式は次式となる。 
 

η
ησ
+
−

=
H
z

                  （1） 

 

ここで、σ ：σ-座標、z ：ｚ座標、η：静水面から上向きを正にとった水位、H ：静水面か

                                                  
1 Mellor、 G. L.、 S. Hakkinen、 T. Ezer and R。 Patchen(2002)： A generalization of a sigma coordinate ocean 

model and an intercomparison of model vertical grids、 In: Ocean Forecasting: Conceptual Basis and 
Applications、 N. Pinardi and J. D. Woods (Eds.)、 Springer、 Berlin、 55-72. 

2 Ezer、 T. and G. L. Mellor(2004)： A generalized coordinate ocean model and a comparison of the bottom 
boundary layer dynamics in terrain-following and in z-level grids、 Ocean Modelling、 6、 379-403 
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ら下向きを正にとった水深である。 η=z のとき 0=σ であり、 HZ −= のとき 1−=σ である。

すなわちσ-座標は海面で 0=σ であり、海底で 1−=σ である。σ-座標のもとで海水流動の基本

方程式は以下のように書かれる。 
 

＜連続の式＞ 
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＜運動方程式＞ 
  x方向 

x
gDfVDU

y
UVD

x
DU

t
DU

∂
∂

+−
∂
∂

+
∂

∂
+

∂
∂

+
∂

∂ η
σ
ω2

                

x
M FU

D
Kd

x
D

Dx
gD

+⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡

∂
∂

∂
∂

=′⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡

′∂
′∂

∂
∂′

−
∂
′∂

+ ∫ σσ
σ

σ
ρσρ

ρ σ

0

0

2

 （3） 

  y方向 

y
gDfUDV

y
DV

x
UVD

t
DV

∂
∂

++
∂
∂

+
∂

∂
+

∂
∂

+
∂

∂ η
σ
ω2

                

y
M FV

D
Kd

y
D

Dy
gD

+⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡

∂
∂

∂
∂

=′⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
′∂
′∂

∂
∂′

−
∂
′∂

+ ∫ σσ
σ

σ
ρσρ

ρ σ

0

0

2

 （4） 

 
＜水温・塩分の保存式＞ 
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＜乱流統計量の保存式＞ 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
∂
∂

∂
∂

=
∂
∂

+
∂

∂
+

∂
∂

+
∂

∂
σσσ

ω 22222 q
D
Kq

y
VDq

x
UDq

t
Dq q

               

qH
M F

lB
DqKgVU

D
K

+−
∂
∂

+
⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛
∂
∂

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛
∂
∂

+
1

3

0

22 2~22
σ
ρ

ρσσ
     （7） 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
∂
∂

∂
∂

=
∂

∂
+

∂
∂

+
∂

∂
+

∂
∂

σσσ
ω lq

D
Klq

y
lVDq

x
lUDq

t
lDq q

22222

             

lH
M FW

B
DqWKgEVU

D
KlE +−

⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜

⎝

⎛

∂
∂

+
⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛
∂
∂

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛
∂
∂

+ ~~~

1

3

0
3

22

1 σ
ρ

ρσσ
 （8） 



 290

ここで、 
D  ：全水深 (H+η) 

VU ,  ：x、y方向の 3次元流速成分 
ω  ：σ-座標系のもとでの鉛直流速成分 
η  ：水位 
f  ：コリオリ力 
g  ：重力加速度 
ρ  ：海水密度 

0ρ  ：基準海水密度（1025kg/m3） 

MK  ：鉛直渦動粘性係数 

xF  ：流速U成分に係る水平粘性項 

yF  ：流速V成分に係る水平粘性項 
T  ：水温 
S  ：塩分 

TF  ：水温に係る水平拡散項 

SF  ：塩分に係る水平拡散項 

HK  ：水温、塩分、SSに係る鉛直渦動拡散係数 

z
R
∂
∂

 ：水中における鉛直方向の短波放射収支 

2q  ：乱流運動エネルギー 

qK  ：乱流運動エネルギーに係る鉛直渦動拡散係数 
l  ：乱流長さスケール 

qF  ：乱流運動エネルギーに係る水平拡散項 

lF  ：乱流長さスケールに係る水平拡散項 

,,, 311 EEB  ：乱流モデルに係る経験定数 
σ ′  ：積分定数 

である。 
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なお、σ-座標における鉛直流速とｚ座標における鉛直流速の関係は以下のとおりであり、W
はｚ座標における鉛直流速である。 
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W~ は近接関数であり、以下のように定義される； 
( )kLlEW /1~

2+=  
ここで 

( ) ( ) 111 −−− −+−= zHzL η  

2E  ：乱流モデルに係る経験定数 
k   ：カルマン定数 
また σσρσρ ∂∂−∂∂=∂∂ − ///~ 2 pcs であり、 sc は水中における音速、p は静水圧である。ρ ′  

は海水密度ρ から各水深における水平平均密度を引いた偏差である。 
 

水平粘性項や水平拡散項は以下のように定義される。 
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ここで、 
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また、 
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ここで、 
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Aq HyHx ∂

∂
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∂
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φφ ,             （14） 

であり、φは lqqST 22 ,,, 、AMは水平渦粘性係数、AHは水平渦拡散係数を表す。ここで以下

のことに注意を要する。すなわち上の水平粘性等に関する式ではσ-座標変換に伴う補正項を含

んでいないことである。この形式に関する正当化はMellor and Blumberg(1985)3を参照されたい。 
 

                                                  
3 Mellor、 G.L. and A.F.Blumberg(1985)：Modeling vertical and horizontal diffusivities with the sigma coordinate 

system、 Mon. Wea. Rev. 113、 pp1380-1383. 
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4)  モード分割 
POM と同様に本検討に用いるモデルの特徴の一つとして、その解法にモード分割の手法を

取り入れている。モード分割とは表面水位を計算する部分と流速や水温、塩分等の3次元構造

を計算する部分を分けることである。表面水位はいわゆる重力波の速度 gH で伝播し、その

速度は流速などに比べ速い。 
基本方程式を時間積分する際の時間刻み幅（タイムステップ）はその基本方程式によって記

述される物理現象のうち、最も伝播速度の速い現象によって支配されている。静水圧近似に基

づく海洋流動現象の場合、普通最も速い現象は上述した表面波の伝播であり、タイムステップ

DT は、格子間隔をDS とするとき、 gHDSDT /< で規定される。流速、水温、塩分等の3
次元構造を含めてこのタイムステップで計算すると、相当小さいタイムステップとなり、計算

機演算時間が多くかかるようになる。そこで表面水位の計算には2次元単層モデルを用いるこ

とにより、あまり演算時間がかからないようにしている。このように表面水位の計算を2次元

単層モデルで行う部分を外部モードの計算と呼んでいる。一方、流速や水温、塩分等の3次元

構造を計算する部分を内部モードの計算と呼んでいる。内部モード計算のタイムステップは外

部モードのそれの5～30倍（整数倍）の値が用いられる。すなわち、1回の内部モードの計算

が行われると次は5～30ステップの外部モード計算が繰り返され、次に1回の内部モード計算

が行われるといった計算シーケンスとなる。 
外部モード計算に用いられる単層モデルの基本式は以下に示すとおりであり、内部モードと

の相互作用が考慮されている。 
 
＜連続の式＞ 
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＜運動方程式＞ 
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ここで鉛直平均流速は以下のように定義される。 

∫−=
0

1
σUdU                  （18） 
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風応力成分は ><− )0(wu と ><− )0(wv であり、一方海底摩擦成分は >−<− )1(wu と

>−<− )1(wv である。 xF と yF は以下のように定義される。 
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いわゆる分散項は以下のように定義される。 

xxx F
y

DUV
x

DUF
y

DVU
x

DUG +
∂

∂
−

∂
∂

−−
∂

∂
+

∂
∂

=
22 ~

       （21） 

yyy F
y
DV

x
DUVF

y
DV

x
DVUG +

∂
∂

−
∂

∂
−−

∂
∂

+
∂

∂
=

22 ~
       （22） 

 
式(21)～(22)において、右辺1～3項は鉛直平均流速をもとに構成される量であり、4～6項は

3次元流速から構成したものを鉛直平均したものである。式(16)～(17)の右辺は内部モードのタ

イムステップ毎に更新され、外部モード計算中において右辺は一定値に保たれる。外部モード

のステップ毎に毎回更新されるのは式(16)～(17)の左辺のみである。 
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(2)  懸濁物質輸送サブモデル 
1)  計算項目 
懸濁物輸送サブモデルの計算項目を表 3.1-3に示す。なお本検討では、SSを表 3.1-4に示す

ように3つの粒径に区分し、それぞれの粒子について移流・拡散、巻上げ・沈降等の物理過程

に伴う濃度分布の変化を解析した。 
 

表 3.1-3 懸濁物輸送サブモデルの計算項目 
 

 
表 3.1-4 SSの粒径区分 

区分 粒径[μm] 物性 

1 75～ 砂 

2 5～75 シルト 

3 ～5 粘土 
 

なお、底泥中の各粒径の現存量は日本海洋学会(2005) 4に整理されている有明海全域の中央

粒径値(MdΦ)を参考に設定し、この現存量を境界値として扱った。 
 

 
図 3.1-4 有明海における中央粒径値(MdΦ)の分布 

                                                  
4 出典：有明海の生態系再生をめざして、日本海洋学会 編、恒星社厚生閣 

計算項目 

SS、直上水－底泥間の巻上げ・沈降フラックス 
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2)  基礎方程式 
懸濁物輸送サブモデルの座標系は、流動サブモデルに準ずるものとした。 
懸濁物輸送サブモデルの基礎方程式は、SSの移流拡散方程式で流動サブモデルにおける乱流

統計量の移流拡散方程式にSSの巻上げ項・沈降項を追加したものとなる。 
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CWC
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∂
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  （23） 

ここで、C はSS濃度、WSSは沈降速度、QはSS負荷量、Rは巻上げ量、Fcは水平拡散項

を示す。また、水平拡散項も流動サブモデルと同様に以下のように定義される。 

y
Hq

x
HqF yx

C ∂
∂

+
∂

∂
=                （24） 

ここで、 

y
CAq

x
CAq HyHx ∂

∂
=

∂
∂

= ,              （25） 

である。 
 

3)  底泥からの巻き上げ量の推定式 
本検討においては、底質からの SS の巻上げ量の推定には以下の式を用いた。この式は、底

質からのSSの巻き上げ量の推定に際して広く研究等に利用されているものである5。 

( )c0
ec

0 1E ττ
τ
τ

α
β

＞　　　⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−⋅=              （26） 

ここで、E は巻き上げ量(g/m2/s)、α、β は侵食速度係数(g/m2/s)(-)、τec は限界せん断応力

(Dyn/cm2)、τ0は底層のせん断応力(Dyn/cm2)である。 
式(26)中の底面せん断応力 τ0の算定には、波と流れの共存時を想定した推定式を用いた。算

定にあたっては、田中ら6が提案している粗面乱流場での陽形式摩擦係数の近似式を用いた。 

まず、波・流れ共存場における摩擦係数 cwf は次式で定義される。 

2
w

cw2*
cw0 Û

2
f

u ρρτ =⋅=              （27） 

ここで、τ0は波・流れ共存時の底面せん断力の最大値、ρは流体の密度、u*cw2は波・流れ共

存時の摩擦速度の最大値、 wÛ は微小振幅波理論によって得られる波動流速の境界層外縁での

最大値である。以下で、添え字 cw、c、wはそれぞれ波・流れ共存場での諸量、定常流成分お

よび波動成分を表し、また添え字L、RおよびSはそれぞれ、層流、粗面乱流および滑面乱流

での諸量を示す。 
wÛ は、流動サブモデルにて算定される有義波高・有義波周期を基に、以下の式により表現

される。 

[ ]h
w kzT

H
U

sinh
12

2
ˆ

31

31 ⋅⋅=
π

           （28） 

ここで、H1/3は有義波高、T1/3は有義波周期、k は波数、zhは水深である。また k は以下の

式にて推定した。 

                                                  
5 例えば、諏訪湖における風波の影響を考慮した底泥の輸送解析(2003)：豊田政史・北村聡・富所五郎、水工学論文

集、第47巻、2003年2月 
6 すべての flow regimeに適用可能な波・流れ共存場抵抗則(1993)：田中仁・Aung THU、土木学会論文集、No。467
／Ⅱ-23、pp。93-102 
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L
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gL,
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2k h2 π

π
π

⋅⋅==           （29） 

田中らは粗面乱流場の摩擦係数に対して次式の陽形式の近似式を提案している。 
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ここに、 
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ここで、 cu は定常流成分の断面平均流速、zhは水深、amは波動による底面水粒子軌道振幅、

ν は流体の動粘性係数である。また、 ( )φφ coscos 1−=′ であり、Φ は波の進行方向と定常流の流

下方向がなす角度である。Φの範囲には制限はないが、Φ’は0≦Φ’≦π/2とする。さらに、κ

はカルマン定数、z0は粗度長さ(z0：ks/30、ks：相当粗度)、σは波の角振動数(σ=2π/T、T:周期)
である。また、Φ’の単位はラジアンとする。結局、fcw(R)は4つの無次元数、 0w zÛ σ 、 0h zz 、

wc Ûu およびΦに支配される。これらのうち、第 2、第 3 番目の変数は式(34)に見られるよ

うに新たな1つの変数αにまとめられる。 
式(27)では、波高が無い場合には、摩擦係数がゼロとなるため巻上げは発生しないことにな

る。一方で、有明海のように強い潮流が存在する海域では、流れによる巻上げも支配的である

ため、流れによる底面せん断応力を以下の式にて算定し、式(27)でもとめた波・流れ共存場で

のせん断応力と比較し、その最大値を各格子の底面せん断応力として定義するものとした。 
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ここで、ρは海水密度(g/cm3)、u*は摩擦速度(cm/s)、κはカルマン定数(≒0.41)、uは水平流

速(cm/s)、zは流速測定高さ(cm)、ksは相当粗度(cm)、Ar(=8.5)は定数である。ここで、相当粗

度には、現地調査地点における底質表層の中央粒径値(cm)を用いた。 
 

4)  諸係数の設定 
湾内の SS の挙動を的確に再現するためには、式(26)中の α、β、τcの値を適切に設定しなけ

ればならない。α、β、τecは、文献値の範囲内でパラメータチューニングを行い、既往のSSの

調査結果をもっとも良く再現できるように設定した。 
また底泥の侵食速度係数は、巻上げの開始直後より、分の時間スケールで急減することが知

られている7。そこで、本検討では、一度の巻上げによって再懸濁するSS量の上限値（一潮汐

間）を設定することで、上記の現象を簡易的に表現した。なお、SS 量の上限値は、モデル計

算値と実測値の整合性が高まるよう試行計算により設定した。 
                                                  

7 海田輝之・楠田哲也・二渡了・粟谷陽一(1988)：柔らかい底泥の巻き上げ過程に関する研究、土木学会論文集、

第393号/Ⅱ-9、pp33-42 
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5)  沈降速度の推定式 
表 3.1-4 に示した粒径区分のうち、シルト・粘土を粘着性粒子と仮定し、その沈降速度は山

本ら(2009)8の研究結果を引用した。ここで、沈降速度Wの推定式に用いるSS濃度(C)は、シ

ルトと粘土のSS濃度の合計値とした。 
768.04 C1027.4w ⋅×= −               （36） 

ここで、wは沈降速度(cm/s)、Cは粘着性粒子濃度(mg/L)である。 
また砂の沈降速度は、代表粒径を決定し、式(37)のルディー式（水理公式集）により設定し

た。ここで、g は重力加速度、ρ’は土粒子密度、ρは海水密度、d は粒径、μは粘性係数、νは
動粘性係数である。 
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=             （37） 

 
(3)  水質サブモデル 

1)  座標系および基礎方程式 
水質サブモデルの座標系は、流動サブモデルに準ずるものとした。 
水質サブモデルの基礎方程式は、富栄養化関連物質の移流拡散方程式であり、流動サブモデ

ルにおける乱流統計量の移流拡散方程式に富栄養化関連物質の反応項を追加したものとなる。 
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ここで、C は富栄養化関連物質濃度、Fc は水平拡散項、Qは富栄養化関連物質の負荷量、

Rは反応項を示す。また、水平拡散項も流動サブモデルと同様に以下のように定義される。 
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ここで、 
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である。 

                                                  
8 山本浩一・速水祐一・笠置尚史・濱田孝治・吉野健児・山口創一・片野俊也・吉田誠・大串浩一郎・山田文彦・

横山勝英(2009)：有明海・諌早湾における底泥の再懸濁・沈降に関するマッピング、佐賀大学有明海総合研究プ

ロジェクト成果報告集、第5巻 
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2)  計算項目 
水質サブモデルは低次生態系における物質循環を考慮した水質変化を予測するものである。

ここで、流動サブモデルによって計算された物質の交換量および水温・塩分および懸濁物輸送

サブモデルで計算された SS 濃度、巻き上げ・沈降フラックスを入力条件として、水質計算は

行われる。水質サブモデルの解析項目を表 3.1-5 に示す。なお水質サブモデルでは、H2S や

Mn2+、Fe2+等の酸化により溶存酸素を消費する物質をひとまとめとし、酸素消費物質（ODU）
として解析を行った。ここで、酸素消費物質（ODU）の単位はmgO/L であり、H2S やMn2+、

Fe2+等の還元物質濃度を酸素消費量へ換算したものである。 
 

表 3.1-5 水質サブモデルの解析項目 
変数名 独立変数 単位 

PHY 植物プランクトン μg/L 

LAVER ノリ gC/m2 

ZOO 動物プランクトン量 mgC/L 

POC 懸濁態有機炭素濃度 mgC/L 

DOC 溶存態有機炭素濃度 mgC/L 

PON 懸濁態有機窒素濃度 mgN/L 

DON 溶存態有機窒素濃度 mgN/L 

POP 懸濁態有機リン濃度 mgP/L 

DOP 溶存態有機リン濃度 mgP/L 

NH4-N アンモニア態窒素濃度 mgN/L 

NOx-N 亜硝酸及び硝酸態窒素の合計濃度 mgN/L 

PO4-P リン酸態リン濃度 mgP/L 
DO 溶存酸素濃度 mgO/L 

ODU 
酸素消費物質 
（∑H2S、 Mn2+、 Fe2+、 CH4の合計値） mgO/L 

 
T-N、T-P、COD濃度は、以下のように水質サブモデルにおいて独立変数として計算される解析項

目の濃度より換算して算出した。 
(COD) = (植物プランクトン態COD) + (動物プランクトン態COD) + (懸濁態COD) 

+ (溶存態COD) 
(T－N) = (TON) + (NH4-N) + (NOX-N) 
(T－P) = (TOP) + (PO4-P) 

 
ここで、(TON) = (植物プランクトン態N) + (動物プランクトン態N) + (PON) + (DON) 

(TOP) = (植物プランクトン態P) + (動物プランクトン態P) + (POP) + (DOP) とする。 
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3)  水質サブモデルで考慮する過程 
水質サブモデルで考慮する過程を表 3.1-6に示す。 

 
表 3.1-6 水質サブモデルで考慮する過程 

コンパートメント ＋ － ± 

植物プランクトン(CHL) 

光合成 細胞外分泌 
呼吸 
枯死 
ZOOによる摂食 
沈降 
BSFによる摂食 

― 

ノリ(LAVER) 

光合成 細胞外分泌 
呼吸 
枯死 
漁獲 

― 

動物プランクトン(ZOO) 
PHYの摂食 排糞 

呼吸 
死亡 

― 

溶存酸素(DO) 

光合成(PHY)による生産 PHYの呼吸 
ZOOの呼吸 
POCの好気分解・無機化 
DOCの好気分解・無機化 
硝化 
底泥による消費 
ODUの酸化 

再ばっ気 
底生生物による光合成・呼

吸等 
巻上げによる間隙水拡散 

懸濁態有機物(POM) 

PHYの枯死 
ZOOの死亡 
ZOOの排糞 
流入負荷 
巻上げ 

分解・無機化 
沈降 
BSFによる摂食 

 

― 

溶存態有機物(DOM) 
PHYの細胞外分泌 
POMの溶存化 
流入負荷 

分解・無機化 
 

― 

アンモニア態窒素 
(NH4-N) 

PHYの呼吸 
ZOOの呼吸 
POMの分解・無機化 
DOMの分解・無機化 
流入負荷 

PHYの光合成 
硝化 

 

底泥からの溶出 
底生生物による取り込み・

排泄等 
巻上げによる間隙水拡散 

硝酸態窒素(NOX-N) 硝化 
流入負荷 

PHYの光合成 底泥からの溶出 
巻上げによる間隙水拡散 

リン酸態リン(PO4-P) 

PHYの呼吸 
ZOOの呼吸 
POMの分解・無機化 
DOMの分解・無機化 
流入負荷 

PHYの光合成 底泥からの溶出 
底生生物による取り込み・

排泄等 
巻上げによる間隙水拡散 

酸素消費物質(ODU) 
POMの嫌気分解・無機化 
DOMの嫌気分解・無機化 
底泥からの溶出 

DOによる酸化 巻上げによる間隙水拡散 
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4)  反応項の基礎方程式 
① 植物プランクトン(PHY) 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )み底生生物による取り込沈降　　　　　

る摂餌動物プランクトンによ枯死呼吸細胞外分泌光合成

−−

−−−−=
dt

dPHY
  (41) 

 
i) 光合成 

植物プランクトンの光合成量(gC/m3/day)は以下のように表される。 
( ) PHYFnpFiFtMaxCHL ⋅⋅⋅⋅= μ光合成             (42) 

ここで、μMaxCHLは最大成長速度、Ft は光合成に対する水温制限項、Fi は光合成に対する

日射制限項、Fnpは光合成に対する栄養塩制限項である。以下にそれぞれの制限項の表現方法

を示す。 
)tempQexp()(Ft CHL10 ×= μ水温制限項            (43) 

( )

( )zKZexpII
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         (44) 

KZCHLは消散係数であるが、有明海特有の底泥の巻上げによる水中のSS濃度の上昇に伴い変化

する光環境を表現するため、式(45)に示すようにSS濃度とクロロフィル-a濃度より消散係数を

求める推定式を作成した。なお、式(45)は2000～2006年の公共用水域水質調査結果を利用し作

成したものである。 
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 (46) 

ここで、Q10μCHL は光合成に関する温度係数、temp は水温、I は水中での日射量、IoptCHL

は光合成に対する最適日射量、I0は海水面での日射量、zは水深、Fnは光合成に対する無機態

窒素の制限項、Fp は光合成に対する無機態リンの制限項、KNHCHL は光合成に対するアンモ

ニア態窒素の半飽和定数、KNOCHL は光合成に対する硝酸態窒素の半飽和定数、SectCHL は光

合成に際する無機態窒素中の硝酸態窒素の利用割合、δCHL はアンモニア態窒素の選択係数、

KPOCHLは光合成に対するリン酸態リンの半飽和値である。 
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ii) 細胞外分泌 
植物プランクトンは光合成により固定した有機物の一部を溶存有機物の形態で細胞外に排出

する。これを細胞外分泌と呼ぶ。 
( ) ( )光合成細胞外分泌 ⋅= CHLEXC            (47) 

ここで、EXCCHLは光合成に対する分泌の割合である。 
 

iii) 呼吸 
光合成によって生産された有機物は呼吸により消費される。 

( ) ( ) PHYtempRESQexpRES CHL10CHL ⋅×⋅=呼吸          (48) 

ここで、RESCHLは呼吸速度、Q10RESCHLは呼吸に関する温度係数、tempは水温である。 
 

iv) 枯死 
枯死は本来細胞の老化による植物プランクトン生物量の減衰過程であるが、ここでは動物プ

ランクトン以外の高次栄養段階による摂食などモデルには考慮されていない因子を総合的に

表すパラメータとして捉えることとする。 
( ) ( ) PHYtempMOTQexpMOT CHL10CHL ⋅×⋅=枯死         (49) 

ここで、MOTCHLは枯死速度、Q10MOTCHLは枯死に関する温度係数、tempは水温である。 
 

v) 沈降 
水中での植物プランクトンの沈降を以下のように表す。 

( )
z

PHYSetVelCHL ∂
∂
⋅=沈降                (50) 

ここで、SetVelCHLは植物プランクトンの沈降速度である。 
 

vi) 底生生物による取り込み 
「底生生物の挙動に係る他項目の増減 (p.329)」において記載する。 
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② ノリ（LAVER） 
ノリの現存量は、以下の式により表される。 

[ ] [ ] [ ] [ ] [ ]

( )
α
1LAVERLAVER

)(
dt

dLAVER

obs ⋅−−

−−−−=

　　　　　　　

漁獲枯死呼吸細胞外分泌光合成

    (51） 

なお、第 6 項目は観測値と計算値の補正項であり、LAVERobsはノリの共販枚数から推定した観測

値、αは補正係数(1/day)である。 

 

i) 光合成 
ノリの光合成量(gC/m3/day)は以下のように表される。 

FNPFIFSFTmax)( Laver ⋅⋅⋅⋅= μ光合成          （52） 

ここで、μmaxlaverは最大成長速度、FTは光合成に対する水温制限項、FSは光合成に対する

塩分制限項、FI は光合成に対する日射制限項、FNP は光合成に対する栄養塩制限項である。

以下にそれぞれの制限項について示す。ノリのモデル化にあたっては、川口らの研究結果9等を

参考にした。 
i-1 水温制限項 
光合成に対する水温の制限項は、以下のように表した。 

( )( )0.2
PROlaverlaver10 TtempPROQexp)(FT −⋅=水温制限項      （53） 

ここで、Q10PROlaverは光合成に関する温度係数、TPROlaverは温度係数の基準温度である。 
i-2 塩分制限項 
光合成に対する塩分の制限項は、以下のように表した。 

⎟⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜⎜
⎜
⎜
⎜

⎝

⎛
−−

+= )
73.26

)98.28S(2exp(

2
73.26

01.33013.0)(FS 2

2

π
塩分制限項       （54） 

ここで、Sは塩分濃度である。 
i-3 日射制限項 

( )zkzexpII

I
I1exp

I
I)(FI

0

optopt

⋅−⋅=

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
−⋅=日射制限項

           （55） 

ここで、Iは全天日射量、Ioptは最適日射量、I0は海表面での日射量、kzは消散係数、zは水

深である。消散係数は、植物プランクトン濃度と懸濁物輸送サブモデルにて計算される SS 濃

度の2つの変数を用いて式(45)にて予測した。 

                                                  
9 川口修・山本民次・松田治・橋本俊也（2005）：有明海におけるノリと浮遊珪藻の栄養塩競合におよぼす環境諸因

子の環境評価、海の研究(Oceanography in Japan)、 14(3)、 411-427 
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i-4 栄養塩制限項 
ノリの光合成に対する栄養塩の制限項は、以下のように表した。 

( )
( )

( )
( ) PPODIP,0.1

)0.0(KDIPDIP
DIPFP

NNONNHDIN,
KDINDIN

DINFN

FP
0.1

FN
0.1

0.2)(FNP

4

X4

−==
=+

=

−+−=
+

=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡+⎥⎦

⎤
⎢⎣
⎡

=

　　

　

栄養塩制限項

       （56） 

ここで、FNは光合成に対する無機態窒素の制限項、FPは光合成に対する無機態リンの制限

項、KDINは光合成に対する無機態窒素の半飽和定数、KDIPは光合成に対するリン酸態リン

の半飽和値である。ここで、ノリの成長に対してリンが制限因子になることはないものと仮定

し、KDIPをゼロ(FP=1。0(一定))とした。 
 

ii) 細胞外分泌 
ノリは光合成により固定した有機物の一部を溶存有機物の形態で細胞外に排出するものとし

た。 
( ) ( )光合成細胞外分泌 ⋅= laverEXC            （57） 

ここで、EXClaverは光合成に対する分泌の割合である。 
 

iii) 呼吸 
光合成によって生産された有機物は呼吸により消費される。 

( ) ( )( ) LAVERTtempRESQexpRES RESlaverlaver10laver ⋅−⋅⋅=呼吸      （58） 

ここで、RESlaver は呼吸速度、Q10RESlaver は呼吸に関する温度係数、TRESlaver は呼吸速度の

基準温度である。 
 

iv) 枯死 
ノリの枯死量は以下の式にて表す。 

( ) ( )( ) LAVERTtempMOTQexpMOT MOTlaverlaver10laver ⋅−⋅⋅=枯死      （59） 

ここで、MOTlaver は枯死速度、Q10MOTlaver は枯死に関する温度係数、TMOTlaver は枯死速度

の基準温度である。 



 304

③ 動物プランクトン 

( ) ( ) ( ) ( )死亡呼吸排糞摂餌 −−−=
dt

dZOO

       （60） 

i) 摂餌 
植食性動物プランクトンの摂食に関する研究によれば、餌料濃度がある値以下になると摂餌

が行われなくなるような閾値が存在し、また濾過器の能力にも餌を取り込み消化することが出

来なくなる上限値が存在すると考えられている。動物プランクトンの摂餌量(gC/m3/day)は以下

のように表される。 
( ) ( ) ( ){ }[ ] ZOOexp1tempGRAQexpGRA *

ZOOZOO10ZOO ⋅∏−∏−⋅×⋅= λ摂餌
  （61） 

ここで、GRAZOOは最大摂餌速度、Q10GRAZOOは摂餌に関する温度係数、λzooは Ivlev定数、

П*は餌料濃度の閾値、П は飼料濃度である。ここで、餌料濃度は植物プランクトン濃度とし

た。 
 

ii) 排糞 
排糞は動物プランクトンの同化効率をAssiZOOとして、以下のように表される。 

( ) ( ) ( )摂餌排糞 ⋅−= ZOOAssi1            （62） 

 

iii) 呼吸（排泄） 
呼吸は基礎代謝量と摂食活動に伴うエネルギーの消費量との和として表現される。 

( ) ( ) ( )摂餌呼吸 ⋅−= ZOOZOO GRWAssi
           （63） 

ここで、GRWZOOは動物プランクトンの総成長効率である。 
 

iv) 死亡 
植物プランクトンの枯死同様に、動物プランクトンの死亡を以下のように表現する。 

( ) ZOO)tempMOTQexp(MOT ZOO10ZOO ⋅×⋅=死亡
        （64） 

ここで、MOTZOO は動物プランクトンの死亡速度、Q10MOTZOO は死亡に関する温度係数で

ある。 
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④ 懸濁態有機物（POC、PON、POP） 
モデルにおける懸濁態有機物のコンパートメントは、懸濁態有機炭素 POC と、窒素 PON、

およびリンPOP（mg/L）の3形態である。 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( ) ( )流入負荷み底生生物による取り込巻上げ沈降分解・無機化　　　　　　

糞動物プランクトンの排亡動物プランクトンの死ノリの枯死植物プランクトン

+−+−−

++⋅=
dt

dPOM
 

（65） 

ここで、POM は炭素・窒素・リンの総称である。 
 

i) 植物プランクトン・ノリの枯死による増加 
植物プランクトンの枯死によって形成される懸濁態有機物は以下のように表される。 

( ) ( )
( ) ( )

( ) ( )
CHL

CHL

rCPPOP

rCNPON

POC

死植物プランクトンの枯増加死による植物プランクトンの枯

死植物プランクトンの枯増加死による植物プランクトンの枯

死植物プランクトンの枯増加死による植物プランクトンの枯

=

=

=

  （66） 

ここで、rCNCHLは植物プランクトンのCN比（重量比）、rCPCHLは植物プランクトンのCP
比（重量比）である。 
ノリの枯死についても同様の式形にて表される。 

 
ii) 動物プランクトンの死亡と排糞による増加 

動物プランクトンの死亡および排糞によって形成される懸濁態有機物は以下のように表され

る。 
( ) ( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ){ }

( ) ( ) ( ){ }
ZOO

ZOO

rCPPOP

rCNPON

POC

排糞死亡増加亡・排糞による動物プランクトンの死

排糞死亡増加亡・排糞による動物プランクトンの死

排糞死亡増加亡・排糞による動物プランクトンの死

+=

+=

+=

   （67） 

ここで、rCNZOOは動物プランクトンのCN比（重量比）、rCPZOOは動物プランクトンのCP
比（重量比）である。 

 
iii) 分解・無機化による減少 

懸濁態有機物の分解・無機化量は、以下のように表される。 
( )
( )
( ) POP)tempMinQexp(Min

PON)tempMinQexp(Min

POC)tempMinQexp(Min

POP10POP

PON10PON

POC10POC

⋅×⋅=

⋅×⋅=

⋅×⋅=

・無機化懸濁態有機リンの分解

・無機化懸濁態有機窒素の分解

・無機化懸濁態有機炭素の分解

   （68） 

ここで、MinPOCは懸濁態有機炭素の分解速度、MinPONは懸濁態有機窒素の分解速度、MinPOP

は懸濁態有機リンの分解速度、Q10MinPOC、Q10MinPON、Q10MinPOP は分解・無機化に関する

温度係数である。 
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iv) 沈降による減少 
懸濁態有機物の水中での沈降を以下のように表す。 

( )
z

POMSetVelPOM ∂
∂
⋅=沈降

            （69） 

ここで、SetVelPOMは懸濁態有機物の沈降速度である。 
 

v) 巻上げによる増加 
懸濁態有機物の巻上げ量は、懸濁物輸送サブモデルで算定された SS の巻上げフラックスに

底泥の有機物濃度を乗じて算定した。 
 

vi) 底生生物による取り込み 
「底生生物の挙動に係る他項目の増減 (p.329)」において記載する。 
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⑤ 溶存態有機物（DOC、DON、DOP） 
モデルにおける溶存態有機物のコンパートメントは、溶存態有機炭素DOCと、窒素DON、

およびリンDOP（mg/L）の3形態である。 

( ) ( )
( ) ( )流入負荷無機化分解　　　　　　

懸濁態有機物の溶存化ノリの分泌植物プランクトン

+⋅−

+⋅=
dt

dDOM
     （70） 

ここで、DOMは炭素・窒素・リンの総称である。 
 

i) 植物プランクトン・ノリの分泌による増加 
植物プランクトンの細胞外分泌によって形成される溶存態有機物は以下のように表される。 

( ) ( )
( ) ( )

( ) ( )
CHL

CHL

rCPDOP

rCNDON

DOC

胞外分泌植物プランクトンの細増加泌による植物プランクトンの分

胞外分泌植物プランクトンの細増加泌による植物プランクトンの分

胞外分泌植物プランクトンの細増加泌による植物プランクトンの分

=

=

=

  （71） 

ここで、rCNCHLは植物プランクトンのCN比（重量比）、rCPCHLは植物プランクトンのCP
比（重量比）である。ノリの細胞外分泌についでも同様の式形にて表される。 

 
ii) 懸濁物有機物の溶存化による増加 

懸濁態有機物の分解・無機化に伴って、その一部は無機化されずに溶存態有機物に移行する

もの（溶存化）とした。 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ) rPDP

rPDN
rPDC

⋅=

⋅=

⋅=

・無機化懸濁態有機リンの分解化懸濁態有機リンの溶存

・無機化懸濁態有機窒素の分解化懸濁態有機窒素の溶存

・無機化懸濁態有機炭素の分解化懸濁態有機炭素の溶存

    （72） 

ここで、rPDC は懸濁態有機炭素の分解・無機化量に対する溶存化の割合、rPDN は懸濁態

有機窒素の分解・無機化量に対する溶存化の割合、rPDP は懸濁態有機リンの分解・無機化量

に対する溶存化の割合である。 
 

iii) 分解・無機化による減少 
溶存態有機物の分解・無機化量は、以下のように表される。 
( )
( )
( ) DOP)tempMinQexp(Min

DON)tempMinQexp(Min

DOC)tempMinQexp(Min

DOP10DOP

DON10DON

DOC10DOC

⋅×⋅=

⋅×⋅=

⋅×⋅=

・無機化溶存態有機リンの分解

・無機化溶存態有機窒素の分解

・無機化溶存態有機炭素の分解

   （73） 

ここで、MinDOCは溶存態有機炭素の分解速度、MinDONは溶存態有機窒素の分解速度、MinDOP

は溶存態有機リンの分解速度、Q10MinDOC、Q10MinDON、Q10MinDOPは分解・無機化に関する

温度係数である。 
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⑥ アンモニア態窒素(NH4-N) 

( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( )流入負荷み・排泄等底生生物による取り込　　　　　　　　　

拡散巻上げに伴う間隙水の底泥からの溶出硝化　　　　　　　　　

・無機化溶存態有機窒素の分解無機化懸濁態有窒素の分解・　　　　　　　　　

吸動物プランクトンの呼ノリの呼吸植物プランクトン光合成による消費

+±

±±−

++

+⋅+−=
−

dt
NdNH 4

（74） 

 

i) 光合成に伴う消費 
植物プランクトンの光合成に伴うアンモニア態窒素の減少量は以下のように表される。 

( ) ( ) ( )CHL
CHL

Sect1rCN −⋅= 合成植物プランクトンの光光合成による減少
    （75） 

ここで、rCNCHLは植物プランクトンのCN比、SectCHLは光合成に際する無機態窒素中の硝

酸態窒素の利用割合である。またノリについても同様の式形で表される。 
 

ii) 植物プランクトン・ノリの呼吸による増加 
植物プランクトンの呼吸によるアンモニア態窒素の増加量は以下のように表される。 

( ) ( )
CHLrCN

吸植物プランクトンの呼吸による増加植物プランクトンの呼 =
   （76） 

ここで、rCNCHLは植物プランクトンの CN 比である。またノリについても同様の式形で表

される。 
 

iii) 動物プランクトンの呼吸による増加 
動物プランクトンの呼吸によるアンモニア態窒素の増加量は以下のように表される。 

( ) ( )
ZOOrCN

吸動物プランクトンの呼吸による増加動物プランクトンの呼 =
   （77） 

ここで、rCNZOOは動物プランクトンのCN比である。 
 

iv) 懸濁態有機窒素の分解・無機化による増加 
懸濁態有機窒素の分解・無機化に伴うアンモニア態窒素の増加量は以下のように表される。 
( )

( ) ( )rPDN1 −⋅

=

・無機化懸濁態有機窒素の分解　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・無機化による増加懸濁態有機窒素の分解

  （78） 

ここで、rPDNは懸濁態有機窒素の分解・無機化量に対する溶存化の割合である。 
 

v) 溶存態有機窒素の分解・無機化による増加 
溶存態有機窒素の分解・無機化に伴うアンモニア態窒素の増加量は以下のように表される。 
( ) ( )解・無機化溶存態態有機窒素の分・無機化による増加溶存態有機窒素の分解 =  （79） 

 
vi) 硝化による減少 

硝化菌によるアンモニア態窒素の硝化過程に関しては、1 次反応に従うとして以下のように

表される。 

( ) ( ) ( ) NNH
DOKNif

DOtempNifQexprNif 4
DO

10 −⋅
+

⋅×⋅=硝化
    （80） 

ここで、rNif は硝化速度、Q10Nif は硝化に関する温度係数、KNifDOは硝化に対する溶存酸

素の半飽和値である。 
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vii) 底泥からの溶出 

底泥からのアンモニア態窒素の溶出量は、底質サブモデルにて解析される間隙水中濃度と直

上水濃度の交換量から算定される。 
 

viii) 巻上げに伴う間隙水の拡散 
巻上げに伴うアンモニア態窒素の拡散量は、懸濁物輸送サブモデルで算定された SS の巻上

げに伴い底泥表層の間隙水も直上水に拡散すると仮定し、巻上げフラックスに底泥の空隙率と

底泥内の間隙水濃度を乗じて算定される。 
 

ix) 底生生物による増減 
「底生生物の挙動に係る他項目の増減 (p.329)」において示す。 
 
 

⑦ 硝酸態窒素と亜硝酸態窒素の合計濃度（NOX-N） 

( ) ( )
( ) ( ) ( )流入負荷拡散巻上げに伴う間隙水の底泥からの溶出　　　　　　　　　

硝化光合成による消費

+±±

+−=
−

dt
NdNOX

  （81） 

i) 光合成に伴う消費 
植物プランクトンの光合成に伴う硝酸態窒素の減少量は以下のように表される。 

( ) ( )
CHL

CHL
SectrCN ⋅= 合成植物プランクトンの光光合成による減少

   （82） 

ここで、rCNCHLは植物プランクトンのCN比、SectCHLは光合成に際する無機態窒素中の硝

酸態窒素の利用割合である。ノリについても同様の式形で表される。 
 

ii) 硝化による増加 
「⑥アンモニア態窒素(NH4-N)(p.308)」を参照されたい。 

 
iii) 底泥からの溶出 

底泥からの硝酸態窒素の溶出量は、底質サブモデルにて解析される間隙水中濃度と直上水濃

度の交換量から算定される。 
 

iv) 巻上げに伴う間隙水の拡散 
巻上げに伴う硝酸態窒素と亜硝酸態窒素の合計濃度の拡散量は、懸濁物輸送サブモデルで算

定された SS の巻上げに伴い底泥表層の間隙水も直上水に拡散すると仮定し、巻上げフラック

スに底泥の空隙率と底泥内の間隙水濃度を乗じて算定される。 
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⑧ リン酸態リン(PO4-P) 

( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )流入負荷み・排泄等底生生物による取り込　　　　　　　　　

拡散巻上げに伴う間隙水の底泥からの溶出　　　　　　　　　

・無機化溶存態有機リンの分解・無機化懸濁態有機リンの分解　　　　　　　　　

吸動物プランクトンの呼ノリの呼吸植物プランクトン光合成による消費

+±

±±

++

+⋅+−=
−

dt
PdPO4

（83） 

 
i) 光合成に伴う消費 

植物プランクトンの光合成に伴うリン酸態リンの減少量は以下のように表される。 

( ) ( )
CHLrCP

合成植物プランクトンの光光合成による減少 =
     （84） 

ここで、rCPCHLは植物プランクトンのCP比である。またノリについても同様の式形で表さ

れる。 
 

ii) 植物プランクトン・ノリの呼吸による増加 
植物プランクトンの呼吸によるリン酸態リンの増加量は以下のように表される。 

( ) ( )
CHLrCP

吸植物プランクトンの呼吸による増加植物プランクトンの呼 =
  （85） 

ここで、rCPCHLは植物プランクトンのCP比である。またノリについても同様の式形で表さ

れる。 
 

iii) 動物プランクトンの呼吸による増加 
動物プランクトンの呼吸によるリン酸態リンの増加量は以下のように表される。 

( ) ( )
ZOOrCP

吸動物プランクトンの呼吸による増加動物プランクトンの呼 =
   （86） 

ここで、rCPZOOは動物プランクトンのCP比である。 
 

iv) 懸濁態有機リンの分解・無機化による増加 
懸濁態有機リンの分解・無機化に伴うリン酸態リンの増加量は以下のように表される。 

( )
( ) ( )rPDP1 −⋅

=

・無機化懸濁態有機リンの分解　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・無機化による増加懸濁態有機リンの分解

   （87） 

ここで、rPDPは懸濁態有機リンの分解・無機化量に対する溶存化の割合である。 
 

v) 底泥からの溶出 
底泥からのリン酸態リンの溶出量は、底質サブモデルにて解析される間隙水中濃度と直上水

濃度の交換量から算定される。 
 

vi) 巻上げに伴う間隙水の拡散 
巻上げに伴うリン酸態リン濃度の拡散量は、懸濁物輸送サブモデルで算定された SS の巻上

げに伴い底泥表層の間隙水も直上水に拡散すると仮定し、巻上げフラックスに底泥の空隙率と

底泥内の間隙水濃度を乗じて算定される。 
 

vii) 底生生物による増減 
「底生生物の挙動に係る他項目の増減 (p.329)」において示す。 
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⑨ 溶存酸素（DO） 

( ) ( )
( )
( )
( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )再ばっ気拡散巻上げに伴う間隙水の消費底生生物による生産・　　　　

の酸化による消費費底泥による直接的な消硝化による消費　　　　

費分解・無機化による消溶存態有機物の好気的　　　　

費分解・無機化による消懸濁態有機物の好気的　　　　

吸による消費動物プランクトンの呼　　　　

ノリの呼吸による消費植物プランクトン光合成による生産

±±±

−−−

−

−

−

⋅−=

ODU

dt
dDO

 （88） 

 

i) 光合成による生産 
植物プランクトンの光合成に伴う溶存酸素の生産量は以下のように表される。 

( ) ( ) CHLrOC⋅= 合成植物プランクトンの光光合成による生産
     （89） 

ここで、rOCCHLは植物プランクトンの OC 比（酸素/炭素比）である。またノリについても

同様の式形で表される。 
 

ii) 植物プランクトン・ノリの呼吸による消費 
植物プランクトンの呼吸による溶存酸素の消費量は以下のように表される。 

( ) ( ) CHLrOC⋅= 吸植物プランクトンの呼吸による消費植物プランクトンの呼
   （90） 

ここで、rOCCHLは植物プランクトンの OC 比（酸素/炭素比）である。またノリについても

同様の式形で表される。 
 

iii) 動物プランクトンの呼吸による消費 
動物プランクトンの呼吸による溶存酸素の消費量は以下のように表される。 

( ) ( ) ZOOrOC⋅= 吸動物プランクトンの呼吸による消費動物プランクトンの呼
  （91） 

ここで、rOCZOOは動物プランクトンのOC比（酸素/炭素比）である。 
 

iv) 懸濁態有機物の好気的分解・無機化による消費 
懸濁態有機物の好気的分解・無機化に伴う酸素消費量は以下のように表される。 

( )
( )

0.31POP
0.14PONPN,

0.31POP
0.12POCPM

PM0.12
PN0.2PM0.32rOC

DOKMinP
DOrOC

POM

DO
POM

==

⋅
⋅+⋅

=

+
⋅⋅

=

　　　　

・無機化懸濁態有機炭素の分解　　　　　　　　　　　　

解・無機化による消費懸濁態有機物の好気分

 （92） 

ここで、KMinPDO は懸濁態有機物の好気的分解・無機化に対する溶存酸素の半飽和値であ

る。 
 

v) 溶存態有機物の好気的分解・無機化による消費 
溶存態有機物の好気的分解・無機化に伴う酸素消費量は以下のように表される。 
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( )
( )

0.31DOP
0.14DONPN,

0.31DOP
0.12DOCPM

PM0.12
PN0.2PM0.32rOC

DOKMinD
DOrOC

DOM

DO
DOM

==

⋅
⋅+⋅

=

+
⋅⋅

=

　　　　

・無機化溶存態有機炭素の分解　　　　　　　　　　　　

解・無機化による消費溶存態有機物の好気分

 （93） 

ここで、KMinDDO は溶存態有機物の好気的分解・無機化に対する溶存酸素の半飽和値であ

る。 
 

vi) 硝化による消費 
硝化に伴う酸素消費量は化学反応式に基づき、以下のように表される。 

( OH3CO2NOHCO2O2NH 223324 ++→++ −−+ ) 

( ) ( )硝化硝化による消費 ⋅=
0.14
0.64

            （94） 

 
vii) 底泥による直接的な酸素消費 

底泥による酸素消費量は、底質サブモデルにて解析される間隙水中の溶存酸素濃度と直上水

中の溶存酸素濃度の交換量から算定される。 
 

viii) 酸素消費物質（ODU）の酸化に伴う消費 
水中において酸素消費物質(ODU)が溶存酸素によって酸化される過程を考慮する。水質サブ

モデルでは、底質サブモデルで計算される Mn2+、Fe2+、H2S、CH4+が底泥から溶出し、水中

に存在する場合には、これらを酸素消費量に換算し合計したODU(Oxigen Demand Unit)とし

て解析をおこなっている。そのため、ODU の酸化速度はそれぞれの還元物質の存在量によっ

て少なからず変化するものと考えられるが、本モデルでは還元物質の大部分がH2Sであると仮

定し、H2Sの酸化速度をODUの酸化速度として用いた。以下のモデル式によってODUの酸

化にともなう酸素消費量は表現される。 

( ) ODUDOOxiODU ODU ⋅⋅=の酸化に伴う消費
       （95） 

ここで、OxiODUは水中でのODUの酸化速度である。 
 

ix) 巻上げに伴う間隙水の拡散 
巻上げに伴う溶存酸素濃度の拡散量は、懸濁物輸送サブモデルで算定された SS の巻上げに

伴い底泥表層の間隙水も直上水に拡散すると仮定し、巻上げフラックスに底泥の空隙率と底泥

内の間隙水濃度を乗じて算定される。 
 

x) 底生生物による増減 
「底生生物の挙動に係る他項目の増減 (p.329)」において記載する。 
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xi) 再ばっ気 
海表面における大気と海水間の酸素濃度の交換量（再ばっ気）は以下のように表される。 

( ) ( )
( ) ( ) ( )

( ) ( ){ }2
321

4321sat

sat

100tempB100tempBBsali

100tempA100/templnAtemp100AADOln
DODORair

++⋅+

+++=
−⋅=

　　　　　　

再ばっ気による増減

     （96） 
ここで、Rairは再ばっ気係数、DOsatは酸素飽和濃度、tempは水温、saliは塩分であり、本

モデルでは酸素飽和濃度(DOsat)の算定にはWeissの式10を用いた。 
 

表 3.1-7 Weiss の式による酸素飽和度算定の係数 
単位 

係数 
ml/l ml/kg 

A1 -173.4292 -177.7888 
A2 249.6339 255.5907 
A3 143.3483 146.4813 
A4 -21.8492 -22.2040 
B1 -0.033096 -0.037362 
B2 0.014259 0.016504 
B3 -0.0017000 -0.0020564 

 

                                                  
10 海洋観測指針(第1部)、編集 気象庁、気象業務支援センター、1999 
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⑩ 酸素消費物質(ODU) 

( )
( )
( ) ( )
( )拡散巻上げに伴う間隙水の　　　　　　

溶存酸素による酸化底泥からの溶出　　　　　　

産分解・無機化による生溶存態有機物の嫌気的　　　　　　

産分解・無機化による生懸濁態有機物の嫌気的

±

−+

+

=
dt

dODU

     （97） 

 
i) 懸濁態有機物の嫌気的分解・無機化による生産 

懸濁態有機物の嫌気的分解・無機化に伴うODUの生産量は以下のように表される。 
( )

( )

0.31POP
0.14PONPN,

0.31POP
0.12POCPM

PM0.12
PN0.2PM0.32rOC

DOKMinP
DO1rOC

POM

DO
POM

==

⋅
⋅+⋅

=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

−⋅⋅

=

　　　　

・無機化懸濁態有機炭素の分解　　　　　　　　　　　　

産分解・無機化による生懸濁態有機物の嫌気的

 (98） 
ここで、KMinPDO は懸濁態有機物の好気的分解・無機化に対する溶存酸素の半飽和値であ

る。 
 

ii) 溶存態有機物の好気的分解・無機化による消費 
溶存態有機物の嫌気的分解・無機化に伴うODUの生産量は以下のように表される。 

( )

( )

0.31DOP
0.14DON

PN,
0.31DOP
0.12DOC

PM

PM0.12
PN0.2PM0.32rOC

DOKMinD
DO1rOC

DOM

DO
DOM

==

⋅
⋅+⋅

=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

−⋅⋅

=

　　　　

・無機化溶存態有機炭素の分解　　　　　　　　　　　　

解・無機化による生産溶存態有機物の嫌気分

（99） 
ここで、KMinDDO は溶存態有機物の好気的分解・無機化に対する溶存酸素の半飽和値であ

る。 
 

iii) 底泥からの溶出 
底泥からの酸素消費物質(ODU)の溶出量は、底質サブモデルにて解析される間隙水中の酸素

消費物質(ODU)濃度と直上水中の酸素消費物質(ODU)濃度の交換量から算定される。 
 

iv) 溶存酸素による酸化 
「⑨溶存酸素（DO） (p.311)」を参照されたい。 

 
v) 巻上げに伴う間隙水の拡散 

巻上げに伴う酸素消費物質(ODU)の拡散量は、懸濁物輸送サブモデルで算定された SS の巻

上げに伴い底泥表層の間隙水も直上水に拡散すると仮定し、巻上げフラックスに底泥の空隙率

と底泥内の間隙水中の酸素消費物質濃度(ODU)を乗じて算定される。 
 



 315

(4)  底質サブモデル 
1)  計算項目 

底質サブモデルにて、計算する項目を表 3.1-8に示す。 
 

表 3.1-8 底質サブモデルの計算項目 
変数名 独立変数 単位 

TOC 底泥中の全有機炭素 mgC/g-dry 

TON 底泥中の全有機窒素 mgN/g-dry 

TOP 

固相＋ 
液相 

底泥中の全有機リン mgP/g-dry 

NH4-N 間隙水中のアンモニア態窒素 mgN/L 

NOx-N 間隙水中の亜硝酸および硝酸態窒素 mgN/L 

PO4-P 間隙水中のリン酸態リン mgP/L 

DO 間隙水中の溶存酸素 mgO/L 

SO42- 間隙水中の硫酸イオン mgS/L 

Mn2+ 間隙水中のMn(Ⅱ)イオン mgMn/L 

Fe2+ 間隙水中のFe(Ⅱ)イオン mgFe/L 

ΣH2S 間隙水中のΣH2S（=H2S+HS-） mgS/L 

CH4 

液相 

間隙水中のメタン mgC/L 

MnO2 底泥中の二酸化マンガン mgMn/g-dry 

Fe(OH)3 底泥中の水酸化鉄 mgFe/g-dry 

FeS 底泥中の硫化鉄 mgS/g-dry 

FeS2 底泥中の黄鉄鉱 mgS/g-dry 

S0 元素状硫黄 mgS/g-dry 

DNH4+ 吸着態のアンモニア態窒素 mgN/g-dry 

DPO4- 

固相 

吸着態のリン酸態リン mgP/g-dry 
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2)  底質サブモデルで考慮する過程 
底質サブモデルで考慮する過程を表 3.1-9に示す。 

 
表 3.1-9 底質サブモデルで考慮する過程 

コンパートメント ＋ － ± 

有機態炭素(TOC) 水中からの沈降 分解・無機化 
巻上げ、堆積 

― 

有機態窒素(TON) 水中からの沈降 分解・無機化 
巻上げ、堆積 

― 

有機態リン(TOP) 水中からの沈降 分解・無機化 
巻上げ、堆積 

― 

アンモニア態窒素(NH4-N) 有機物の無機化 
硝酸還元 

硝化 分子拡散、巻上げ 
吸脱着 

硝酸態窒素(NOX-N) 硝化 硝酸還元 
脱窒 

分子拡散、巻上げ 
 

リン酸態リン(PO4-P) 有機物の無機化 ― 吸脱着、巻上げ 

溶存酸素(DO) 

― 有機物の無機化 
硝化 
還元物質の酸化 
(Mn2+、Fe2+、H2S、CH4、FeS、
FeS2) 

分子拡散、巻上げ 

硫酸イオン(SO4
2-) 

O2によるH2Sの酸化 
O2によるFeSの酸化 
S0の水和反応 

有機物の無機化 
SO4

2-によるCH4の酸化 
分子拡散 

マンガン(Ⅱ)イオン(Mn2+) 
有機物の無機化 
Fe2+によるMnO2の還元 
H2SによるMnO2の還元 

O2によるMn2+の酸化 分子拡散 

鉄(Ⅱ)イオン(Fe2+) 

有機物の無機化 
H2SによるFe(OH)3の還元 
O2によるFeSの酸化 
O2によるFeS2の酸化 

O2によるFe2+の酸化 
Fe2+によるMnO2の還元 

分子拡散 
HS-とFe2+の沈殿作用 

二酸化マンガン(MnO2) 
O2によるMn2+の酸化 
水中からの沈降 

有機物の無機化 
Fe2+によるMnO2の還元 
H2SによるMnO2の還元 

― 

水酸化鉄（Fe(OH)3） 
O2によるFe2+の酸化 
Fe2+によるMnO2の還元 
水中からの沈降 

有機物の無機化 
H2SによるFe(OH)3の還元 

― 

硫化鉄(FeS) 
水中からの沈降 O2によるFeSの酸化 

FeSとH2Sの沈殿作用 
FeSとS0の沈殿作用 

HS-とFe2+の沈殿作用 

黄鉄鉱(FeS2) 
FeSとH2Sの沈殿作用 
FeSとS0の沈殿作用 
水中からの沈降 

O2によるFeS2の酸化 ― 

元素状硫黄(S0) 
H2SによるMnO2の還元 
H2SによるFe(OH)3の還元 
水中からの沈降 

FeSとS0の沈殿作用 
S0の水和反応 

 

硫化水素(ΣH2S)* 

有機物の無機化 
SO4

2-によるCH4の酸化 
S0の水和反応 

O2によるH2Sの酸化 
H2SによるMnO2の還元 
H2SによるFe(OH)3の還元 
FeSとH2Sの沈殿作用 

分子拡散 
HS-とFe2+の沈殿作用 

吸着態アンモニア態窒素 
(DNH4-N) 

― ** 吸脱着 

吸着態無機リン(DPO4-P) ― ** 吸脱着 

*  硫化水素は、硫化水素(H2S)と硫化水素イオン(HS-)の合計値(ΣH2S)として算出され、pHと酸解離定数によってそれ

ぞれの存在比が決定される 
** 吸着態の栄養塩類に対する生物作用に関しては、知見が乏しいため考慮していない 
***マンガン・鉄・硫黄の巻上げによる増減は、これら物質の水中での知見が乏しいため考慮していない 
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3)  底質サブモデルで考慮する生物化学反応式 
底質サブモデルで考慮する化学反応式を表 3.1-10に示す。 

 
表 3.1-10 (1) 底質サブモデルで考慮する化学反応式(有機物の分解・無機化) 

1) 酸素還元  
( )

OxHH2HPOyNHxCO

yHxO)POH(NH)OCH(

2
2
4

2
42

243y3x2

++++→

++
+−+

+

　　　　　
 （100）

2) 硝酸還元  
( )

( ) OxH5
7HPOxNm5

2NHx)m1(5
2yxCO

H)yx5
4(xNO5

4)POH()NH(OCH

2
2
4242

343y3x2

++⋅+⋅−⋅++→

+++

−+

+−

　　　　　
 

ｍ=biochemical parameter、 0≦m≦1 

（101）

3) マンガン（Ⅱ）還元  

OxHHHPOyNHxMnxCO

HyxxMnOPOHNHOCH yx

2
2
44

2
2

24332

322

)4(2)()()(

+++++→

+++
+−++

+

　　　　　
 （102）

4) 鉄（Ⅱ）還元  

OxH11H2HPOyNHxFe4xCO

H)yx8()OH(xFe4)POH()NH()OCH(

2
2
44

2
2

343y3x2

+++++→

+++
+−+

+

　　　　　
 （103）

5) 硫酸還元  

OxHHHPOyNHSxHxCO

HyxxSOPOHNHOCH yx

2
2
4422

2
44332

2
1

)2
1(2

1)()()(

+++++→

+++

+−+

+−

　　　　　
 （104）

6) メタン発酵  

+−+

+

++++→

+

HHPOyNHxCHxCO

yHPOHNHOCH yx

22
1

2
1

)()()(
2
4442

4332

　　　　　
 （105）

ここで x/yは有機物のC/N比を表す 
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表 3.1-10 (2) 底質サブモデルで考慮する化学反応式(有機物の分解・無機化) 11、12 

1) 酸素による還元物質の酸化  
OH3CO2NOHCO2O2NH 223324 ++→++ −−+  （106）
OHCO2MnOHCO2O2

1Mn 22232
2 ++→++ −+  （107）

23232
2 CO2)OH(FeOH2

1HCO2O4
1Fe +→+++ −+  （108）

OH2CO2SOHCO2O2SH 22
2
4322 ++→++ −−∑  （109）

−+ +→+ 2
4

2
2 SOFeO2FeS  （110）

+−+ ++→++ H2SO2FeOHO2
7FeS 2

4
2

222  （111）
OH2COO2CH 2224 +→+  （112）

2) マンガン・鉄酸化物による還元物質の酸化  

23
2

23
2

2 CO2)OH(Fe2MnOHHCOFe2MnO ++→+++ +−+  （113）
−+ ++→++∑ 3

02
222 HCO2SMnCO2SHMnO  （114）

OH2HCO4SFe2CO4SH)OH(Fe2 23
0

223 +++→++ −  （115）
3) 硫酸イオンによる還元物質の酸化  

∑+→++ −− SHHCO2COSOCH 232
2
44  （116）

4) 沈殿作用  
OHCOFeSHCOHSFe 223

2 ++↓↔++ −−+  （117）

222 HFeSSHFeS +↓→+  （118）

↓→+ 2
0 FeSSFeS  （119）

+− ++→+ H2
1SO4

1SH4
3OHS 2

422
0  （120）

 

                                                  
11 J.W.M.Wijsman 、 P.M.J.Herman 、 J.J.Middelburg and K.Soetaert (2002):A model for Earl Diagenetic 

Processes in Sediments of the Continental Shelf of the Black Sea、 EStnuarine、 CoaStnal and Shelf Science、 
Vol.54、 pp.403-421.  

12  NERI Technical Report(2004): A model set-up for an oxygen and nutrient flux model for Aarhus 
Bay(Denmark)、 No.483、 pp.1-67 
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4)  生化学過程を表現するモデル式 
① 底泥内の有機物(mg/g-dry)（TOC、TON、TOP） 

( )

( ) ( ) ( ) )31i(
)                     

(
dt

TOMd

iii

i

iiiii
i

～　　巻上げ　堆積沈降　　　　　　　　　

メタン発酵

硫酸還元鉄還元マンガン還元硝酸還元酸素還元

=−−+

+

++++−=

 

（121） 

ここで、TOMは全有機態炭素、窒素、リンの総称である。 
底質サブモデルでは、有機物を分解速度の異なる3つの分画（i =1易分解性、i =2難分解性、

i =3不活性物質）に区分している。また有機態の炭素・窒素・リンの分解速度は個々に与えて

おり、マンガン・鉄・硫黄、溶存酸素の循環は炭素の循環と共役させて解析を行っている。 
 

② アンモニア態窒素（mgN/L） 
( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( )巻上げによる拡散分子拡散吸脱着硝酸還元硝化－　　　　　　　　　　

のメタン発酵の硫酸還元の鉄還元　　　　　　　　　　　

のマンガン還元の硝酸還元の酸素還元
‐

±±±+

⋅
−

⋅+++

++= ∑
=

Siii

iii

3

1i

4

)1()TONTONTON

TONTONTON(
dt

NNHd

γ
φ
φ

 

（122） 

ここで、φは空隙率、γSは土粒子密度である。 
底泥においてNH4-Nは、TONの分解・無機化過程において生成される。好気条件下におい

ては、生成されたNH4-Nは硝化菌によりNO3-Nに酸化される（硝化）。逆に嫌気条件下では、

NO3-NがNH4-Nへと一部還元される（硝酸還元）。またNH4-Nはイオン交換部位として土粒

子に吸着されやすく、底泥内における吸脱着現象による濃度変動も無視できない。 
 

③ 硝酸態窒素と亜硝酸態窒素の合計濃度(mgN/L) 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )巻上げによる拡散分子拡散脱窒－硝酸還元硝化

‐
±±−=

dt
NNOd X  （123） 

底泥内において NOx-N（ここでは NO3-N と NO2-N の合計値を示す）は、好気条件下にお

いてNH4-Nの酸化(硝化)により生成される。また底泥内の溶存酸素が枯渇した環境下では有機

物の無機化に伴う硝酸還元により、一部はNH4-Nへ還元され、残りはN2として大気中に放出

される(脱窒)。 
 

④ リン酸態リン(mgP/L) 
( )

( ) ( )巻上げによる拡散分子拡散　　　　　　　　　　

のメタン発酵の硫酸還元の鉄還元　　　　　　　　　　

のマンガン還元の硝酸還元の酸素還元
‐

±±

⋅
−

⋅+++

++=∑
=

Siii

iii

3

1i

4

)1()TOPTOPTOP

TOPTOPTOP(
dt

PPOd

γ
φ
φ

 

（124） 

底泥内において PO4-P は、TOP の分解・無機化過程において生成される。PO4-P はコロイ

ド状のFe(OH)3が存在する条件下では、底泥微細粒子表面への吸着により間隙水から除去され

る。 
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⑤ 二酸化マンガン(mgMn/g-dry) 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )堆積沈降の還元による　　　　　　－

の還元によるの酸化によるのマンガン還元

−+

−+−=

∑
∑ ++

=

22

2
22

3

1i
i

2

MnOSH

MnOFeMnDOTOC
dt

dMnO

 

（125） 

MnO2の存在は底泥内における溶存酸素の存在の証となり、底泥内におけるMnO2の供給源

は浮遊系からの MnO2の沈降と間隙水中 Mn2+の再酸化である。一方、MnO2の消費は、有機

物の無機化に伴うマンガン還元、Fe2+による還元、ΣH2Sによる還元である。 
 
⑥ マンガン(Ⅱ)イオン(mgMn/L) 

( ) ( )
( ) ( ) ( )分子拡散の還元によるの還元による　　　　　　

の酸化によるのマンガン還元

±++

−⋅
−

⋅=

∑
∑

+

+

=

+

222
2

2
S

3

1i
i

2

MnOSHMnOFe

MnDO)1(TOC
dt

dMn γ
φ
φ

 （126） 

Mn2+は、酸化的な海水中では安定ではないが、Fe2+とは異なり溶存酸素による酸化速度が遅

いため海水中に拡散しやすい。また好気条件下での底泥表層においては、マンガン酸化細菌や

マンガン酸化物自身の自己触媒作用によって速やかに酸化される。本モデルでは、Mn2+の生成

項として有機物の無機化に伴うマンガン還元、Fe2+によるMnO2の還元、ΣH2S によるMnO2

の還元を、消滅項として溶存酸素によるMn2+の酸化を考慮している。 
 
⑦ 水酸化鉄（mgFe/g-dry） 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )堆積沈降の還元による　　　　　　　　　

の還元によるの酸化によるの鉄還元

−+−

++−=

∑
∑ ++

=

32

2
22

3

1i
i

3

)OH(FeSH

MnOFeFeDOTOC
dt

)OH(dFe

（127） 

Fe(OH)3は、コロイド状で存在し、溶解度は極めて低い。底泥内では有機物の無機化に伴う

鉄還元および硫化水素による還元によって消費される。一方、浮遊系からの沈降、Fe2+の再酸

化（EA=DO、MnO2）によって生成される。 
 

⑧ 鉄（Ⅱ）イオン(mgFe/L) 

( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )分子拡散の沈殿作用と　　　　　

の酸化によるの酸化による　　　　　

の還元によるの還元による　　　　　

の酸化によるの鉄還元

±

++

+−

−⋅
−

⋅=

+−

+

+

=

+

∑
∑

2
2

322
2

2
S

3

1i
i

2

FeHS

FeSDOFeSDO

)OH(FeSHMnOFe

FeDO)1(TOC
dt

dFe

m

γ
φ
φ

   （128） 

Fe2+は、pH8付近の海水中では水酸化物を形成するため極めて難溶性であり、河川や大気を

通じて供給されたFe2+は速やかに底泥へ沈降する。底泥に沈降したFe(OH)3は、有機物の無機

化に伴う鉄還元、硫化水素による還元の作用を受け、還元環境下においてFe2+となる。一方で、

溶存酸素によるFeS、FeS2の酸化過程においてもFe2+は生成される。また、HS-が存在する場

合には、HS-はFe2+と反応してFeSを生成する。 
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⑨ 硫化鉄(mgFe/g-dry) 

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )堆積沈降の沈殿作用と　　　　　　

の沈殿作用との沈殿作用との酸化による

−+−

−±−= +−

0

2
2

SFeS

SHFeSFeHSFeSDO
dt

dFeS
 （129） 

底泥内においてFeSは、浮遊系からの沈降とHS-とFe2+の沈殿作用によって生成される。ま

たFeS は溶存酸素により酸化されH2S を発生させる特性をもつ。さらにFeS はH2S やS0と

反応してFeS2を生成すると考えられている。 
 
⑩ 黄鉄鋼（mgFe/g-dry） 

( ) ( ) ( )
( ) ( )堆積沈降　　　　　　　

の沈殿作用との沈殿作用との酸化による

−+

++−= 0
22

2 SFeSSHFeSFeSDO
dt

dFeS
（130） 

FeS2は底泥内で、最も多量に見出される硫化鉄の一種である。還元環境下では極めて速やか

にFeS2は形成される。 
 
⑪ 硫酸イオン(mgS/L) 

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )分子拡散の水和反応の酸化による　　　　　　

の酸化によるの酸化によるの硫酸還元

±+−

++−= ∑∑
=

0
44

2

3

1i
i

4

SCHSO

FeSDOSHDOTOC
dt

dSO
（131） 

海域において硫黄は好気的な環境下では SO42-として存在するが、嫌気的な環境下では硫酸

還元菌の働きにより SO42-は硫化物イオン(S2-)まで還元される。S2-は難溶性硫化物として除去

され、沿岸域など浅い海域においては、気体のH2Sとして放出される。本モデルでは、硫酸イ

オンの消費として有機物の無機化に伴う硫酸還元およびSO42-によるCH4の酸化を、生成とし

てはΣH2Sの溶存酸素による酸化、FeSの溶存酸素による酸化、S0の水和反応を考慮している。 
 

⑫ 硫化水素(mgS/L) 

( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( )分子拡散の沈殿作用と　　　　　　－

の沈殿作用との水和反応の酸化による　　　　　　　

の還元によるの還元による　　　　　　　

の酸化によるの硫酸還元

±

++

−−

−⋅
−

⋅=

+−−

=

∑∑
∑∑∑

FeSSH
FeHSSCHSO

)OH(FeSHMnOSH

SHDO)1(TOC
dt

SHd

2

20
4

2
4

3222

2S

3

1i
i

2

m

γ
φ
φ

 （132） 

本モデルにおいて硫化水素は硫化水素イオン (HS-)と硫化水素 (H2S)の合計値

（ΣH2S=HS-+H2S）として解析を行い、既定関数として与えられるpHと以下の酸解離式13に

よってそれぞれの存在比を決定している。 
[ ] [ ]

[ ]SH
HHSpK

2
1a

+− ⋅
=                 （133） 

ここでpKa1は酸解離定数である。 
H2Sは生物に対して強い毒性を有する物質であり、有機物の無機化に伴う硫酸還元によって

主に生成され、底泥表面を通じて底層水へ拡散する。硫酸還元以外にもSO42-によるCH4の酸

化、S0の水和反応等によってH2Sは生成される。 

                                                  
13 H2Sの酸解離定数はpKa1＝7.07、pKa2＝12.2であるので、pH8前後の海域ではHS-とH2Sが主な溶存種となる。 
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⑬ 元素状硫黄（mgS/L） 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )堆積沈降の水和反応　　　　

の沈殿作用との還元によるの還元による

−+−

−+= ∑∑
0

0
3222

0

S

SFeS)OH(FeSHMnOSH
dt

dS
 

（134） 

S0は、還元環境下で生成された ΣH2S が MnO2および Fe(OH)3に酸化されて生成される。

S0は海中ではコロイドとして漂い、太陽光を反射して海水を乳青色や乳白色に変色させる（い

わゆる青潮）。 
 
⑭ 溶存酸素(mgO/L) 

( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ) ( )巻上げによる拡散分子拡散の酸化による　　　　　　　　　

の酸化によるの酸化による　　　　　　　　

の酸化によるの酸化による　　　　　　　　

の酸化による硝化の酸素還元

±±−

−−

−−

−−−=

∑
∑

+

+

=

2

4

2
2

2
3

1i
i

FeSDO
FeSDOCHDO

SHDOFeDO

MnDOTOC
dt
DOd

  （135） 

水中とは異なり底泥内では溶存酸素の供給量は非常に少ない。底泥への溶存酸素の供給源は、

直上水からの分子拡散と付着藻類による光合成のみに依存していると考えられる。底泥内に供

給された溶存酸素は、有機物の無機化に伴う酸素還元およびNH4の酸化(硝化)、Mn2+の酸化、

Fe2+の酸化、ΣH2Sの酸化、CH4の酸化、FeSの酸化、FeS2の酸化に利用される。 
 
 

5)  底泥内の物理過程に関するモデル式 
① 分子拡散 

底泥内および水-底泥界面における溶存物質の濃度変動は下式の鉛直一次元の拡散方程式に

よって表現する。 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

−
∂
∂

−=
∂
∂
⋅

z
CD

zt
C φφ 　             （136） 

ここでCは溶存物質濃度、Dは溶存物質の拡散係数、φは空隙率、ｚは層厚である。 
各溶存物質の分子拡散係数は水温と空隙率の関数として与えられる。 

1nTDD −⋅= φ  

TempaDD 0T ⋅+= ℃             （137） 

ここで、D は底泥内の分子拡散係数、Temp は泥温、a は拡散係数の温度係数、指数 n は砂

質層堆積物では2、泥質堆積物では3（藤永、2005）14をとる定数である。 
 

なお、アサリなどの底生生物による底泥のかく乱に関するモデル式は、「④生物かく乱（バイ

ターベーション）に関するパラメータ (p.328)」に示す。 
 

                                                  
14 藤永太一郎・監修：海と湖の化学 –微量元素で探る-、京都大学出版 
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(5)  底生生物サブモデル 
1)  計算項目 
底生生物サブモデルの計算項目を表 3.1-11に示す。懸濁物食者については、有明海での優先

種であるアサリとサルボウとカキを考慮し、コケガラスやアゲマキなどのそれ以外の懸濁物食

者は、その他の懸濁物食者としてモデルに組み込んだ。 
 

表 3.1-11 底生生物サブモデルの構成要素 
変数名 独立変数 単位 

DIA 付着藻類 gC/m2 

BSF(Clam) アサリ gC/m2 

BSF(Ark Shell) サルボウ gC/m2 

BSF(Oyster) カキ gC/m2 

BSF(others) その他の懸濁物食者 gC/m2 

BDF 堆積物食者 gC/m2 

 
 

2)  底生生物サブモデルで考慮する過程 
底生生物サブモデルで考慮する過程を表 3.1-12に示す。 

 
表 3.1-12 底生生物サブモデルの構成要素 

コンパートメント ＋ － ± 

付着藻類(DIA) 

光合成 細胞外分泌 
呼吸 
枯死 
BDFによる被食 
巻上げ 

― 

懸濁物食者(BSF) 

濾水による摂食 排糞 
呼吸 
死亡 
漁獲 

― 

堆積物食者(BDF) 
DIAの摂食 
有機物の摂食 
BDFの摂食（共食い） 

排糞 
呼吸 
死亡 

― 
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① 付着藻類(DIA) 

( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )巻上げによる減少堆積物食者による被食　　　　　

枯死呼吸細胞外分泌光合成

−−

−−−=
dt

dDIA
     （138) 

 
i) 光合成 

付着藻類の光合成量(gC/m3/day)は以下のように表される。 
( ) DIAFnpFiFtMaxDIA ⋅⋅⋅⋅= μ光合成

          （139) 

ここで、μMaxDIAは最大成長速度、Ft は光合成に対する泥温制限項、Fi は光合成に

対する日射制限項、Fnp は光合成に対する栄養塩制限項である。下式にそれぞれの制限

項の表現方法を示す。 
{ }2

DIA )Topttemp(004.0exp)(Ft −⋅−=泥温制限項
       (140) 

( ) ( )
bottom

DIA

DIA

DIAoptDIA

DIA

II

DIAKI
KI

depthexpII
depth

expIFi

=

+
⋅

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

⋅−⋅+
⋅−

⋅=
γ

γ
日射制限項

   (141) 

( ) ( )

( )

( )DIA
4DIA

4
DIA

4DIA

4

DIA
4DIA

4
DIA

4DIA

4

Sect1
PPOKPO

PPO
Sect

`POKPO
PPO

Fp

Sect1
NNHKNH

NNH
Sect

NNHKNH
NNH

Fn

Fp,FnminFnp

−⋅
−+

−
+⋅

−+
−

=

−⋅
−+

−
+⋅

−+
−

=

=栄養塩制限項

  (142) 

ここで、γDIAは底泥内の光の減衰係数、temp は泥温、ToptDIAは最適水温、depth は

計算層の泥深、IoptDIAは最適日射量、KIDIAは日射に対する自己遮蔽係数、Ibottomは底

泥表層での日射量、KNHDIA は光合成に対するアンモニア態窒素の半飽和値、KPODIA
は光合成に対するリン酸態リンの半飽和値、SectDIA は全栄養塩利用形態（間隙水中、

直上水）に占める直上水中の栄養塩利用量の割合である。 
 

ii) 細胞外分泌 
細胞外分泌は光合成生産量に対する割合として表される。 

( ) ( )光合成細胞外分泌 ⋅= DIAxcRe
            (143) 

ここで、RexcDIAは光合成量に対する細胞外分泌の割合である。 
 

iii) 呼吸 
付着藻類の呼吸による減耗は、光合成量に依存するものと現存量に依存するものとを

区別し、以下のように表される。 
( ) ( )

( ){ } DIAsReTbtempsReQexp2sRe

1sRe

DIADIA10DIA

DIA

⋅−⋅⋅+

⋅=

　　　　　

光合成呼吸

      (144) 

ここで、Res1DIA は光合成に対する呼吸の割合、Res2DIA は相対静止呼吸速度、

Q10ResDIAは相対静止呼吸に関する温度係数、temp は泥温、TbResDIAは相対静止呼吸

に対する基準温度である。 
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iv) 枯死 
付着藻類の枯死は、以下のように表される。 

( ) ( ){ } DIATbMOTtempMOTQexpMOT DIADIA10DIA ⋅−⋅⋅=枯死
      (145) 

ここで、MOTDIA は基準温度での枯死速度、Q10MOTDIA は枯死に関する温度係数、

temp は泥温、TbMOTDIAは枯死に対する基準温度である。 
 

v) 堆積物食者による被食 
「③堆積物食者(BDF) (p.327)」にて示す。 

 
 
② 懸濁物食者(BSF) 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )漁獲死亡呼吸排糞濾水による摂食 −−−−=
dt

dBSF
     (146) 

i) 濾水による摂食 
懸濁物食者の濾水による摂食は以下のように表される。 

( ) BSFMaxConcFiltConc BSFBSFBSF ⋅⋅⋅=濾水による摂食
      (147) 

ここで、ConcBSF は直上水中の飼料濃度(mgC/L)、FiltBSF は濾水水量(m3/gC/day)、
MaxConcBSFは最大日間摂食係数(-)である。懸濁物食者は直上水中の植物プランクトン

と懸濁態有機物を濾水するものとした。以下にそれぞれのモデル式を示す。 
( ) 成分の割合濾水有機物中の易分解×+= POCCHLConcBSF      (148) 

( ){ }
BSFKD

KD
TbFilttempFiltQexp

BaseC
Fv

Filt
BSF

BSF
bsfBSF10

BSF

BSF
BSF +

⋅−⋅⋅=
    (149) 

　

　　

BSF
0.13

0.3temppupMaxBSF

MaxBSFFilt
MaxBSF0.2,0.1minMaxConc

BSF
BSF

⋅⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +
⋅=

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+

×=

       (150) 

ここで、FvBSFは基準温度に対する濾水速度(m3/gC/day)、Q10FiltBSFは濾水に対する

温度係数、temp は泥温、TbFiltbsfは濾水に対する基準温度、KDBSFは生息密度に対す

る半飽和値、pup は最大濾水係数(1/day)、MaxBSF は日最大摂食係数であり、季節性

を考慮して泥温で補正される。 
 

ii) 排糞および偽糞 
本モデルでは、懸濁物食者による有機物の排糞を、「排糞」と「偽糞」に区分し解析

を行う。定義として、「排糞」は濾水後、懸濁物食者に一度取り込まれた有機物が同化

されずに体外に排出されるものとし、「偽糞」は濾水後、体内に取り込まれずに系外に

排出されるものとする。 
ii-1 排糞 
排糞は、濾水による摂食量に依存するものとし、以下のように表される。なお排糞は、

底泥表層に排出されるものとした。 
( ) ( ) ( )濾水による摂食排糞 ⋅−= BSFAssi1

          (151) 

ここで、AssiBSFは懸濁物食者の同化効率である。 
ii-2 偽糞 
偽糞は、濾水物中に含まれる難分解成分および不活性成分の有機物が体内に取り込ま

れることなく、底泥表層に排出される現象を表す。なお偽糞による懸濁物食者の減耗は

生じない。 

( ) ( )
成分の割合濾水有機物中の易分解

・不活性成分の割合濾水有機物中の難分解
濾水による摂食偽糞 ⋅=

    (152) 
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iii) 呼吸 

懸濁物食者の呼吸・排泄による減耗は、摂食量に依存するものと現存量に依存するも

のとを区別し、以下のように表される。 
( ) ( )

( ){ } BSFsReTbtempsReQexp2sRe

1sRe

BSFBSF10BSF

BSF

⋅−⋅⋅+

⋅=

　　　　　

濾水による摂食呼吸

     (153) 

ここで、Res1BSFは濾水に対する呼吸の割合、Res2BSFは相対静止呼吸速度、Q10ResBSF
は相対静止呼吸に関する温度係数、temp は泥温、TbResBSFは相対静止呼吸に対する基

準温度である。 
 

iv) 死亡 
懸濁物食者の死亡は、自然死亡と貧酸素水塊への暴露による死亡を考慮し、以下のよ

うに表される。 
( ) ( )

tempTbMOTTempMOTtbMOTtemp

TbMOTtempTempMOTtbMOTtemp

BSFKDO
DO,0.1min0.1AnOixcMOT

BSFTempMOTMOTQexpMOT

BSFBSFBSF

BSFBSFBSF

BSF
BSF

BSFBSF10BSF

−=<

−=>

⋅
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛−⋅+

⋅⋅⋅=

　：　

　：　

　　　　　　

死亡

     (154) 

ここで、MOTBSF は自然死亡速度、Q10MOTBSF は自然死亡に関する温度係数、

AnOxicMOTBSF は貧酸素水塊への暴露に伴う死亡速度、KDOBSF は貧酸素水塊への暴

露による死亡に対する溶存酸素の閾値（必須溶存酸素量）、TbMOTBSFは自然死亡に対

する基準温度である。 
 

v) 漁獲 
懸濁物食者の漁獲にとる減耗（とりあげ）は、漁獲量などから推測される漁獲速度を

条件として任意に設定することにより表現される。 
( ) )day/m/gC( 2漁獲速度漁獲 =

           (155) 
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③ 堆積物食者(BDF) 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )被食（鳥類）死亡呼吸排糞摂餌 −−−−=
dt

dBDF

      (156) 

 
i) 摂餌 

堆積物食者による底泥内の有機物の摂餌は、以下のように表される。 

( ) ( ){ } BDF
KCConc

Conc
BDFKD

KD
TbFedtempFedQexpmaxG

BDFBDF

BDF

BDF

BDF
BDFBDF10BDF ⋅

+
⋅

+
⋅−⋅=摂餌

 
(157) 

ここで、GmaxBDFは最大摂餌速度、Q10FedBDFは摂餌に関する温度係数、temp は泥

温、TbFedBDFは摂餌に対する基準温度、KDBDFは生息密度に対する半飽和値、ConcBDF
は堆積物食者が利用可能な全飼料濃度、KCBDFは摂餌に対する飼料の半飽和値である。

なお、堆積物食者は、底泥内の付着藻類と有機物（デトリタス）および堆積物食者（共

食い）を捕食するものとし、ConcBDFを以下のように設定した。 
BDFGustrLibTOCDIArLibConc BDFBDF1DIABDF ⋅⋅++⋅=

     (158) 

ここで、rLibDIA は付着藻類中の易分解成分の割合、TOC1 は易分解性有機炭素濃度、

rLibBDF は堆積物食者中の易分解成分の割合、GustBDF は共食いに対する嗜好係数であ

る。 
 

ii) 排糞 
排糞は、摂食量に依存するものとし、以下のように表される。 

( ) ( ) ( )摂食排糞 ⋅−= BDFAssi1
            (159) 

ここで、AssiBDFは同化効率である。 
 

iii) 呼吸 
堆積物食者の呼吸・排泄による減耗は、摂食量に依存するものと現存量に依存するも

のとを区別し、以下のように表される。 
( ) ( )

( ){ } BDFsReTbtempsReQexp2sRe

1sRe

BDFBDF10BDF

BDF

⋅−⋅⋅+

⋅=

　　　　　

摂食呼吸

    (160) 

ここで、Res1BDFは摂食に対する呼吸の割合、Res2BDFは相対静止呼吸速度、Q10ResBDF
は相対静止呼吸に関する温度係数、temp は泥温、TbResBDF は相対静止呼吸に対する

基準温度である。 
 

iv) 死亡 
堆積物食者の死亡は、自然死亡と貧酸素水塊への暴露による死亡を考慮し、以下のよ

うに表される。 
( ) ( )( )

BDFKDO
DO,0.1min0.1AnOixcMOT

BDFTbMOTtempMOTQexpMOT

BDF
BDF

BDFBDF10BDF

⋅
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛−⋅+

⋅−⋅⋅=

　　　　　　

死亡

    (161) 

ここで、MOTBDF は自然死亡速度、Q10MOTBDF は自然死亡に関する温度係数、

AnOxicMOTBDF は貧酸素水塊への暴露に伴う死亡速度、KDOBDF は貧酸素水塊への暴

露による死亡に対する溶存酸素の閾値（必須溶存酸素量）、TbMOTBDFは自然死亡に対

する基準温度である。 
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④ 生物かく乱（バイターベーション）に関するパラメータ 
懸濁物食者(BSF)、堆積物食者(BSF)による底泥の撹乱は、以下の考え方で考慮する。 
固相のかく乱速度（DBS） 

BSMAX
BS

BS D
K)BDFBSF(
)BDFBSF(D ×

++
+

=            (162) 

ここで、DBSMAX ：固相の最大撹乱速度 
KBS ：固相の撹乱に係わる生物量の半飽和定数 

 
液相のかく乱速度（DBC） 

BCMAX
BC

BC D
K)BDFBSF(
)BDFBSF(D ×

++
+

=            (163) 

ここで、DBCMAX ：液相の最大かく乱速度 
KBC ：液相のかく乱に係わる生物量の半飽和定数 
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3)  底生生物の挙動に係る他項目の増減 
① 水質項目の増減 
i) 植物プランクトン(PHY) 

底生生物が及ぼす水中の植物プランクトンの変動として、植物プランクトンは懸濁物

食者の濾水により水中から除去される。 

( ) ( )
POCCHL

CHL
+

×−= る摂食懸濁物食者の濾水によランクトン増減底生生物による植物プ
 

(164) 

 

ii) 懸濁態有機物(POC、PON、POP) 
底生生物が及ぼす水中の懸濁態有機物の変動として、懸濁態有機物は懸濁物食者の濾

水により水中から除去される。 

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) BSF

BSF

rCP
POCCHL

POCPOP

rCN
POCCHL

POCPON

POCCHL
POCPOC

+
×−=

+
×−=

+
×−=

る摂食懸濁物食者の濾水によの増減底生生物による

る摂食懸濁物食者の濾水によの増減底生生物による

る摂食懸濁物食者の濾水によの増減底生生物による

 
 (165) 

 

iii) 溶存態有機物(DOC、DON、DOP) 
底生生物が及ぼす水中の溶存態有機物の変動として、溶存態有機物は付着藻類および

海藻類の細胞外分泌により増加する。 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ) DIADIA

DIADIA

DIA

rCPSectDOP
rCNSectDON

SectDOC

⋅=

⋅=

⋅=

付着藻類の細胞外分泌の増減底生生物による

付着藻類の細胞外分泌の増減底生生物による

付着藻類の細胞外分泌の増減底生生物による

   (166) 

ここで、SectDIA は付着藻類の全細胞外分泌の排出形態（直上水と間隙水）に対する

直上水への排出割合である。 
 

iv) アンモニア態窒素(NH4-N) 
底生生物が及ぼす水中のアンモニア態窒素の変動として、アンモニア態窒素は以下の

現象により増減する。 
( )

( ) ( )
( ) BSF

DIADIADIADIA

4

rCN
rCNSectrCNSect

NNH

懸濁物食者の排泄　　　

付着藻類の呼吸・排泄付着藻類の光合成　　　

の増減底生生物による

+

⋅+⋅−

=−

 
(167) 

ここで、SectDIA は付着藻類の栄養塩利用形態（直上水と間隙水）に対する直上水の

利用割合である。 
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v) リン酸態リン(PO4-P) 
底生生物が及ぼす水中のリン酸態リンの変動として、リン酸態リンは以下の現象によ

り増減する。 
( )

( ) ( )
( ) BSF

DIADIADIADIA

4

rCP
rCPSectrCPSect

PPO

懸濁物食者の排泄　　　　　

付着藻類の呼吸・排泄付着藻類の光合成　　　　　

の増減底生生物による

+

⋅+⋅−

=−

 
(168) 

ここで、SectDIA は付着藻類の栄養塩利用形態（直上水と間隙水）に対する直上水の

利用割合である。 
 

vi) 溶存酸素(DO) 
底生生物が及ぼす水中の溶存酸素の変動として、水中の溶存酸素は以下の現象により

増減する。 
( )

( ) ( )
( )
( ) BDF

BSF

DIADIADIADIA

rOC
rOC

rOCSectrOCSect
DO

⋅−

⋅−

⋅⋅−⋅⋅+

=

堆積物食者の呼吸　　　　　

懸濁物食者の呼吸　　　　　

付着藻類の呼吸付着藻類の光合成　　　　　

の増減底生生物による

 
(169) 

ここで、SectDIA は付着藻類の溶存酸素利用形態（直上水と間隙水）に対する直上水

の利用割合である。 
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② 底質項目の増減 
i) 総有機物(TOC、TON、TOP) 

底生生物が及ぼす底泥内の有機物濃度の変動として、底泥内の有機物濃度は以下の現

象により増減する。 
( )
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ) ( )堆積物食者の摂餌堆積物食者の死亡堆積物食者の排糞

懸濁物食者の死亡偽糞懸濁物食者の排糞

付着藻類の枯死付着藻類の細胞外分泌

の増減底生生物による

−++

+⋅+

++

=TOC

 

( )
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ){ } BDF

BSF

DIA

rCN
rCN

rCN
TON

堆積物食者の摂餌堆積物食者の死亡堆積物食者の排糞

懸濁物食者の死亡偽糞懸濁物食者の排糞

付着藻類の枯死付着藻類の細胞外分泌

の増減底生生物による

−++

+⋅+

++

=

 

( )
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ){ } BDF

BSF

DIA

rCP
rCP

rCP
TON

堆積物食者の摂餌堆積物食者の死亡堆積物食者の排糞

懸濁物食者の死亡偽糞懸濁物食者の排糞

付着藻類の枯死付着藻類の細胞外分泌

の増減底生生物による

−++

+⋅+

++

=

    (170) 

 

ii) アンモニア態窒素(NH4-N) 
底生生物が及ぼす底泥内のアンモニア態窒素の変動として、底泥内のアンモニア態窒

素は以下の現象により増減する。 
( )
( ) ( ) ( ) ( )
( ) BSF

DIADIADIADIA

4

rCN
rCNSect1rCNSect1

NNH

堆積物食者の排泄

排泄付着藻類の呼吸付着藻類の光合成

の増減底生生物による

+

−⋅⋅+−⋅−

=−

 

 (171) 
ここで、SectDIA は付着藻類の栄養塩利用形態（直上水と間隙水）に対する直上水の

利用割合である。 
 

iii) リン酸態リン(PO4-P) 
底生生物が及ぼす底泥内のリン酸態リンの変動として、底泥内のリン酸態リンは以下

の現象により増減する。 
( )
( ) ( ) ( ) ( )
( ) BSF

DIADIADIADIA

4

rCP
rCPSect1rCPSect1

PPO

堆積物食者の排泄

排泄付着藻類の呼吸付着藻類の光合成

の増減底生生物による

+

−⋅⋅+−⋅−

=−

 

(172) 

 

iv) 溶存酸素(DO) 
底生生物が及ぼす底泥内の溶存酸素の変動として、底泥内の溶存酸素は以下の現象に

より増減する。 
( ) ( ) ( )

( ) ( ) DIADIA

DIADIA

rOCSect1
rOCSect1DO

⋅−⋅−

⋅−⋅+=

付着藻類の呼吸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

付着藻類の光合成の増減底生生物による
   (173) 

ここで、SectDIA は付着藻類の溶存酸素利用形態（直上水と間隙水）に対する直上水

の利用割合である。 
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3.2 現況再現計算（2000～2006 年および 2007～2008 年） 
2000~2008 年の通年計算を行った。なお、2000～2006 年の計算結果は、文部科学省「重

要課題解決型研究等の推進 有明海生物生息環境の俯瞰的再生と実証試験」（2009 年度）の

成果であり、検討結果の一部を本報告書に引用した。 
また、2007～2008 年の計算結果は、新たに取得された観測データを貸与いただき、水質・

底質サブモデルのモデル式やモデルパラメータの設定について検討を行ったものである。 
 
3.2.1 計算条件の設定 
(1)  計算期間とタイムステップ 
長期間の積分期間において検証を行うことにより、境界条件の変化に伴うモデルの応答性

を複数の環境条件にて検証・考察することができ、モデルの信頼性をより高いものとするこ

とができると考えられる。そのため、JSTモデルの検証にあたっては、2000年1月～2006年
12月までの7年間の非定常計算を実施した。境界条件となる潮汐、陸域からの淡水・負荷流

入、気象条件などの外力条件は観測値をもとに時々刻々と設定した。なお、この7年間の計

算中、すべてのサブモデルの計算パラメータは変更していない。 
新たに実施した2007～2008年の観測データを用いた水質・底質モデルの検証にあたっては

2006年1月～2008年12月までの3年間の非定常計算を実施した。 
各サブモデルのタイムステップは、サブモデルで考慮する外力やスケールの違いを勘案し、

モデルが安定に稼働する値を採用した。(流動サブモデル：外部モード=2秒、内部モード=20
～30秒、懸濁物輸送サブモデル=20秒、水質サブモデル=30秒、底質サブモデル=3秒、底生

生物サブモデル=3秒とした)。なお、非結合のサブモデル間でのデータのやり取りは、1時間

ごとに処理した平均量を利用した。 
 
(2)  水深条件および空間分解能 
計算範囲と水平方向の計算格子を図 3.2-1に示す。水平方向の計算格子は900～2700mの

可変長格子とし、有明海内はすべて900mの正方格子とした。この格子分割は、懸濁物輸送

サブモデルおよび水質サブモデルについても同一であるが、両モデルでは口之津（早崎瀬戸）

よりも内側の有明海のみを計算領域とした。また、底質および底生生物サブモデルについて

は、図 3.2-1の太線で示すように、計算時間軽減の観点から、流動サブモデルで採用した水

平格子を任意に連結させた格子にて解析を行った。なお、底泥内の水平方向の交換は無視し

た。水深条件は国調費モデルと同一の水深データを用いた。この水深データは海上保安庁の

デジタル水深データベースJ-birdおよび各県等による深浅測量結果から構成されたものであ

る（農林水産省ら、2002、2003）。 
浮遊系における鉛直方向の層分割は、図 3.2-2に示すように、一般座標系による最大15

層の層分割を多重σ座標系によって実現した。一般鉛直座標系の利点を活かして、表層近く

は水平に、海底近くは海底地形に沿った座標系とした。また、底泥内は泥深10cmまでを計

算の対象とし、鉛直方向に10層に分割した。分割幅は0.02～3.50cmとし、特に底泥表層付近

は濃度勾配が生じやすいことから、分割幅を小さくした。 



 333

[km]

[k
m

]

20 40 60 80 100 120

20

40

60

80

100

120
100
80
60
40
20
5
0

depth[m]

 
図 3.2-1 計算範囲と水平方向の計算格子図（計算格子は 900m 正方格子） 

 
 

 
図 3.2-2 水中鉛直方向の計算格子分割 
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(3)  湾口における境界条件 
1)  潮位 

湾口での潮汐境界条件は、13分潮の調和定数から、境界格子における予測潮位を推算する

ことにより設定した。境界位置における調和定数として、長周期潮は外海に面する五島列島

（福江）における潮汐調和定数を用い、日周潮・半日周潮については日本周辺海洋潮汐モデ

ル(短周期16分潮、解像度5分)の解析結果(Matsumoto et al.、2000) をもとに有明海湾口部の

口之津検潮所での潮位の再現性を考慮して設定した。図 3.2-3には口之津検潮所での観測値

と計算値の比較図を示す。 
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図 3.2-3 口之津検潮所での潮位の再現性 
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2)  水温・塩分 
湾口での水温・塩分の境界値は、熊本県実施の浅海定線（地点：熊本A）および沿岸定線

（地点：18）による観測値をもとに設定した。 
 

3)  水質 
湾口での水質濃度の境界値は、公共用水域水質調査における瀬詰崎沖での観測値をもとに

設定した。 
 
(4)  陸域からの淡水流入量・負荷量条件 

1)  淡水流入量 
国調費モデルと同様に、一級河川の順流域最下流の流量観測所（本明川：裏山、六角川：

妙見橋、嘉瀬川：川上、筑後川：瀬ノ下、矢部川：船小屋、菊池川：玉名、白川：代継橋、

緑川：城南）の時別値から順流域の淡水流入量を算出し、この順流域の淡水流入量に感潮域

で発生する淡水流入量を加算したものを各一級河川からの淡水流入量とした。なお、感潮域

からの淡水流入量の年間の総量は年間降水量に感潮域面積を乗じた値とし、その時間変動は

順流域での変動と同一とした。また塩田川は六角川の比流量から設定した。上記の一級河川

以外の淡水流入として、14 の直接流入域を考慮した。各直接流入域からの淡水流入量の時

別値は、感潮域と同じく年間の総量を年間降水量に流域面積を乗じて算定し、その時間変動

は周辺の一級河川の時間変動を参考に設定した。全ての淡水流入量は時間ごとの値として整

理し計算条件とした。 
2)  流入水温・塩分 

境界条件として入力する河川水の水温は、順流末端の公共用水域水質調査結果の水温の観

測値をもとに設定した。また塩分は0とした。 
3)  流入負荷量 

順流域における流入負荷量の算定にあたっては、国調費モデルにおいて算定された、本明

川、六角川、嘉瀬川、筑後川、矢部川、菊池川、白川、緑川、塩田川のCOD、TN、TPのL-Q
式を用いた。つぎに各河川感潮域および直接流入域の負荷量は、原単位法（フレーム×原単

位×流達率）により算出し、その負荷量の時間変化は近傍の流入河川の時間負荷量の変動と

同じとした。COD、TN、TPの負荷量は、流入河川ごとに農林水産省ら(2002、2003)により

整理されている分画比を乗じることで、懸濁態／溶存態および有機態／無機態等の形態別濃

度に分画した。 
 
(5)  気象条件 
本モデルに境界値として与える気象条件は、流動サブモデルに対して、風応力の入力およ

び海面での熱収支の算定に用いられる風向・風速、気温、全天日射量、雲量、相対湿度、降

水量を設定した。また、植物プランクトン・ノリの生産量の算定のため、同様の全天日射量

を水質サブモデルに設定した。気象条件の設定値は、有明海沿岸の観測データを空間内挿し、

すべてのデータを時別値として設定した。風向・風速に関しては16地点、その他の気象要素

に関しては最大で15地点のデータを用いた。用いた気象観測地点のデータは、気象官署およ

びアメダスの時別データであり、風向・風速については熊本新港（国土交通省）での観測デ

ータも用いた。 
一般に、陸上では植生や構造物などの影響により地表面近くで風速が減衰し、海上に比べ

て風速が小さくなる。したがって風速を空間内挿する際には、この影響を考慮する必要があ

る。そこで本研究においては、梶原ら(2005)と同様に、陸上の影響を考慮した空間内挿の手

法を採用した。まず、陸上での観測高度と観測地点の土地利用に応じた陸面粗度から対数則

を用い、陸面の影響が小さい100m上空での風速を推定する。その後、計算領域全体におい

て空間補間を行い、さらに海面の粗度で海面上10mでの風速を面的に推定し、これをモデル

の設定値とした。風向・風速を除く気象条件については、海上での情報が得られていないこ

とから、陸上での観測値を空間内挿したものをモデルの設定値とした。 
また、本モデルでは降水および蒸発の双方を海面の淡水フラックスとして考慮している。

降水量は上述の観測値を空間内挿し設定し、蒸発量（E）は以下に示すようにバルク式から

得られる潜熱フラックス（Qe）から算定した。 
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(6)  初期値の設定 

流動サブモデルの初期値は有明海内部の水温・塩分の観測値（浅海定線データ）の平均的

な成層状態を設定し、静止状態から計算を開始した。計算開始は、前年(1999年)の10月1日
からとし、3ヶ月の予備計算期間を設けた。 
懸濁物輸送サブモデルおよび水質サブモデルについても流動サブモデルと同様に、観測値

を与えた上で、助走計算を実施した。 
一方、底質サブモデルについては、計算項目が多岐に亘るため、観測値からの設定が困難

である。そのため、計算期間中の計算条件において複数年、繰り返し計算を実施し、計算値

が周期定常になった値を底質サブモデルの初期値として設定するものとした。底生生物サブ

モデルで扱う底生生物の現存量は固定値（境界値）として扱うものとした。 
 

(7)  物理パラメータ等 
1)  海面摩擦係数 

本多･光易(1980)の経験式を用い、風速に比例した摩擦係数を設定した。 
 

2)  海底摩擦係数 
海底近傍での流速分布を粗度高さを用いた対数分布則により仮定し得られる値を設定し

た。なお、粗度高さは海域で一般的に用いられる1cmを有明海全域に適用した。 
 

3)  水平渦粘性係数・水平渦拡散係数 
Smagorinsky(1963)の経験式を用いて設定した。また、この経験式の中で用いられる比例係

数は0.1とした。ただし、経験式により求められる粘性／拡散係数に対して背景値として

0.2m2/sの値を加算したものを計算に用いた。 
 

4)  鉛直渦粘性係数・鉛直渦拡散係数 
Mellor and Yamada(1982)による2方程式乱流クロージャーモデルにより算定した。ただし、

乱流モデルにより算定される粘性／拡散係数に対して背景値として1.0×10-6m2/sの値を加算

したものを計算に用いた。 
 

5)  ノリ網による流れの抵抗 
本モデルで考慮したノリひびによる流体抵抗は、浮流し式および支柱式による海面近くで

のノリ網自体による抵抗と、支柱式の支柱の存在による全層に関与する抵抗の2種類とした。

表面のノリ網の抵抗に関しては、水底摩擦と同様のせん断応力が表面の層に作用するとし、

その時の摩擦係数は戸原ら(1974)に従い0.05とした。一方、支柱の抵抗については、開水路

に樹木が繁茂している場合の抵抗の導入と同様の扱いとした。開水路に樹木が繁茂している

場合の等価摩擦損失係数 f は式175で表される。 

haCdf w ⋅⋅=
2
1

     (176) 

ここで、Cdは幹や枝についての抵抗係数(-)、awは投影面積密生度(1/m)であり、単位体積
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の流体塊中にある幹と枝の総投影面積（単位河床面積当たりの円柱の本数×円柱の直径）、h
は水深(m)である。 

2001年の4県の施設面積および支柱の本数からawを設定し、Cdは1.2とした。なお、典型的

な支柱本数から算定される抵抗の値は、水底摩擦に比べ10倍オーダーの抵抗に相当する。一

方で、計算格子間隔は900mであり、900m×900mの領域に隙間なくノリ網が存在していれば

上述の抵抗をそのまま計算に考慮すればよいが、現実には漁業権設定区域全域にノリ網が敷

設されている訳ではないので、計算格子に考慮するノリ網による表面抵抗および支柱による

流体抵抗を、実際の敷設面積と該当計算格子（図 3.2-4）の総面積の比で補正した。なお、

ノリひびの抵抗を考慮した期間は、ノリ養殖期間を想定した10月1日～3月15日までとした。 
 

 
図 3.2-4 ノリ網の設置海域 

 
(8)  生物化学パラメータ 
水質サブモデルにおいて設定した主要なパラメータを表 3.2-1(1)に示す。底質サブモデル

において設定したパラメータは永尾ら(2008)に準じた。また底生生物サブモデルの計算パラ

メータを表 3.2-1(2)に示す。これらのパラメータは既存に知見を参考に、計算値と観測値の

整合性を高めるよう試行計算により設定した。 
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表 3.2-1(1) 生物化学パラメータ 
パラメータ 単位 値 タイプ 参考文献 

植物プランクトン 
光合成速度（基準温度：0℃） 1/day 0.65 Ⅱ (1) 
光合成に関する温度係数 - 0.0633 Ⅰ (2) 
呼吸速度(基準温度：20℃) 1/day 0.05 Ⅱ (3) 
呼吸に関する温度係数 - 0.0534 Ⅰ (3) 
枯死速度(基準温度：20℃) 1/day 0.05 Ⅱ (3) 
枯死に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (3) 
光合成に対するリン酸態リンの半飽和値 mg/l 0.0031 Ⅰ (4) 
光合成に対するアンモニア態窒素の半飽和値 mg/l 0.0200 Ⅲ - 
光合成に対する硝酸態窒素の半飽和値 mg/l 0.0200 Ⅲ - 
光合成量に対する細胞外分泌の割合 - 0.12 Ⅰ (5) 
光合成に関する最適光量 MJ/m2/day 8.56 Ⅰ (4) 
植物プランクトンの沈降速度 m/day 0.1 Ⅱ (4) 
枯死後の有機物中の易分解性物質の存在割合 - 0.7 Ⅲ - 

動物プランクトン 
摂餌速度(基準温度：0℃) 1/day 0.28 Ⅱ  
摂餌に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (4) 
摂餌の閾値 mgC/L 0.1 Ⅰ (6) 
Ivlev定数 L/mgC 5.0 Ⅰ (6) 
同化係数 - 0.70 Ⅰ (4) 
総成長効率 - 0.30 Ⅰ (4) 
死亡速度(基準温度：0℃) 1/day 0.054 Ⅰ (4) 
死亡に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (4) 

有機物の分解・無機化 
易分解性の懸濁態有機炭素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0180 Ⅱ (3)(7) 
易分解性の懸濁態有機窒素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0180 Ⅱ (3)(7) 
易分解性の懸濁態有機リンの分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0400 Ⅱ (3)(7) 
難分解性の懸濁態有機炭素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0004 Ⅰ (8) 
難分解性の懸濁態有機窒素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0004 Ⅰ (8) 
難分解性の懸濁態有機リンの分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0004 Ⅰ (8) 
不活性物質の懸濁態有機炭素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0000 Ⅰ (8) 
不活性物質の懸濁態有機窒素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0000 Ⅰ (8) 
不活性物質の懸濁態有機リンの分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.0000 Ⅰ (8) 
溶存態有機炭素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.006 Ⅱ (3) 
溶存態有機窒素の分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.006 Ⅱ (3) 
溶存態有機リンの分解速度(基準温度：0℃) 1/day 0.020 Ⅱ (3) 
分解に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (3) 
底泥に沈降する前の易分解性有機物の沈降速度 m/day 0.3 Ⅲ - 

その他 
硝化速度(基準温度：0℃) 1/day 0.003 Ⅱ  (9) 
硝化に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (9) 
硝化に対する溶存酸素の半飽和値 mg/l 0.5 Ⅲ - 
再ばっき係数 m/day 2.0 Ⅱ (10) 
酸素消費物質(ODU)の酸化速度 l/mg/day 135.0 Ⅰ (11) 

ノリ 
光合成速度(基準温度：14℃) 1/day 0.15 Ⅱ (12) 
光合成に関する温度係数 - -0.0139 Ⅰ (13) 
光合成に対する無機態窒素の半飽和値 mg/l 0.054 Ⅰ (13) 
光合成に対するリン酸態リンの半飽和値 mg/l 0.0 Ⅰ (13) 
光合成に対する最適光量 MJ/m2/day 0.912 Ⅱ (14) 

※ 速度定数=α×exp(β×(T－Tbase)) 
タイプⅠ：任意の文献値を直接利用した 
タイプⅡ：任意の文献値を参考にチューニングにより決定した 
タイプⅢ：チューニングにより決定した

 (1)山本潤・林田健志・峰寛明・牧田佳巳・山下彰司・田中仁（2008）、(2) Eppley、 R、 W。(1972)、(3)
堀口文男・中田喜三郎(1993)、(4)堀口文男・中田喜三郎(1995)、(5)Watt、W。D。(1966)、(6)国土交通省

関東地方整備局・国土交通省東京航空局(2005)、(7)児玉真史・徳永貴久・木元克則・柴原芳一(2009)、
(8)永尾謙太郎・日比野忠史・松本英雄(2005）、(9)相馬明郎・関口泰之･垣尾忠秀(2005)、(10)平山公明・

松尾友矩・今岡正美・平山けい子(1995)、(11) Henrik Fossing・Peter Berg・Bo thamdrup・Soren Rysgaard・
Helene Munk Sorensen・Kurt Nielsen(2004)、(12)馬場浴文・宮崎征男(1983)、(13)川口修・山本民次・松田

治・橋本俊也(2005)、(14)松本文夫(1959) 
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表 3.2-1(2) 生物化学パラメータ 
パラメータ 単位 値 タイプ 参考文献 

付着珪藻 
最大成長速度（基準温度：16℃） 1/day 1.3 Ⅰ (1) 
成長に対する温度係数 - -0.004 Ⅰ (1) 
最適日射量 MJ/m2/day 2.89 Ⅰ (1) 
栄養塩の取り込みに対する窒素の半飽和値 mg/l 0.042 Ⅰ (2) 
栄養塩の取り込みに対するリンの半飽和値 mg/l 0.004 Ⅰ (2) 
相対静止呼吸速度(基準温度：22℃) 1/day 0.005 Ⅰ (1) 
相対静止呼吸に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (1) 
光合成に占める細胞外分泌の割合 - 0.42 Ⅰ (1) 
枯死速度(基準温度：22℃) 1/day 0.004 Ⅰ (1) 
枯死に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (1) 

アサリ 
濾水速度(基準温度：30℃) m3/gC/day 0.18 Ⅰ (3) 
濾水に関する温度係数(水温＜30℃) - 0.082 Ⅰ (3) 
濾水に関する温度係数(水温＞30℃) - 0.191 Ⅰ (3) 
同化効率 - 0.45 Ⅰ (4) 
濾水に伴う呼吸の割合 - 0.214 Ⅰ (5) 
相対静止呼吸速度（基準温度：26。2℃） 1/day 0.009 Ⅱ (5) 
相対静止呼吸に関する温度係数(水温＞26。2℃) - 0.1135 Ⅰ (2) 
相対静止呼吸に関する温度係数(水温＜26。2℃) - -0.1570 Ⅰ (2) 
自然死亡速度(基準温度：20℃) 1/day 0.001 Ⅰ (2) 
自然死亡に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (2) 
貧酸素による死亡速度 1/day 0.2 Ⅲ ‐ 
必須溶存酸素量 mg/l 2.0 Ⅰ (5) 

サルボウ 
濾水速度(基準温度：25℃) m3/gC/day 0.16 Ⅰ (3) 
濾水に対する温度係数(水温＜25℃) - 0.132 Ⅰ (3) 
濾水に対する温度係数(水温＞25℃) - 0.187 Ⅰ (3) 
同化効率 - 0.45 Ⅰ (4) 
濾水に伴う呼吸の割合 - 0.214 Ⅰ (5) 
相対静止呼吸速度（基準温度：20℃） 1/day 0.007 Ⅰ (1) 
相対静止呼吸に関する温度係数(水温＞20℃) - -0.080 Ⅰ (1) 
相対静止呼吸に関する温度係数(水温＜20℃) - 0.150 Ⅰ (1) 
自然死亡速度(基準温度：20℃) 1/day 0.001 Ⅰ (2) 
自然死亡に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (2) 
貧酸素による死亡速度 1/day 0.05 Ⅲ - 
必須溶存酸素量 mg/l 2.0 Ⅱ (5) 

堆積物食者 
最大摂食速度(基準温度：20℃) 1/day 0.10 Ⅰ (1) 
摂餌の関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (1) 
同化効率 - 0.55 Ⅰ (1) 
摂食に伴う呼吸の割合 - 0.31 Ⅰ (1) 
相対静止呼吸速度(基準温度：20℃) 1/day 0.003 Ⅰ (1) 
相対静止呼吸に関する温度係数 - 0.0742 Ⅰ (1) 
自然死亡速度(基準温度：20℃) 1/day 0.008 Ⅰ (1) 
自然死亡に関する温度係数 - 0.0693 Ⅰ (1) 
貧酸素による死亡速度 1/day 0.10 Ⅲ - 
必須溶存酸素量 mg/l 2.0 Ⅱ (5) 

※速度定数=α×exp(β×(T－Tbase)) 
タイプⅠ：任意の文献値を直接利用した 
タイプⅡ：任意の文献値を参考にチューニングにより決定した 
タイプⅢ：チューニングにより決定した 
(1)安岡澄人・畑恭子・芳川忍・中野拓冶・白谷栄作・中田喜三郎(2005)、(2)環境省 水環境部(2000)、
(3)文部科学省(2010)、(4)いであ株式会社（2008）、(5)愛知県水産試験場(2004) 
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3.2.2 流動サブモデル・懸濁物輸送サブモデルの再現精度の検証 
モデルの再現性の検証結果を以降に示す。 

(1)  潮位 
図 3.2-5 には潮位に関する M2 分潮調和定数の振幅の観測値と計算値の比較を示す。

有明海の 3 つの検潮所（口之津、三角、大浦）において、計算期間の 7 年間の毎月の

値（30 日ごとに調和解析を実施）について整理した。三角検潮所では計算値がやや高

い傾向があるが、口之津、大浦ともに観測値と計算値の潮位振幅はよく再現されている。

また、季節変動の特徴と 2000 年からから 2006 年にかけての長期的な振幅の減少傾向

もよく表現されている。一般に調和解析を実施する際には、月の昇交点の変動に伴う

18.6 年周期の変動が補正されるが、本研究においては実際の水位変動の特徴を表現す

るため、F 値による補正を実施せずに調和解析を行っている。計算期間の 2000 年から

2006 年の期間は年平均で F 値が 1.005 から 0.963 に低下しており、これを反映して計

算された M2 分潮の振幅も 4%程度の減少となっている。また、有明海は共振潮汐によ

り M2 分潮が効果的に増幅されるが、湾口－湾奥間（大浦／口之津で定義）での増幅率

が湾内潮汐の物理特性として重要な要素となる。2000 年から 2006 年の増幅率の 7 年

間の平均値は計算値が 1.517、観測値が 1.515 となっており、両者はほぼ一致している。 
なお、本業務であらたに実施した 2007～2008 年の計算結果も 2000～2006 年の結果

と同様の結果であることを確認した。 
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図 3.2-5 M2 分潮の調和定数の振幅の比較図 
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(2)  流動 
2001 年において潮流調査は以下の 2 期間に実施されている。ここでは、そのぞれぞれに

ついて観測値と計算値を比較検証した。 
 

 2001 年 5 月 11 日～5 月 27 日（有明海全体） 
 2001 年 7 月 10 日～7 月 25 日（諫早湾周辺） 

 
1)  2001 年 5 月 11 日～5 月 27 日（有明海全体）の調査結果 

2001 年 5 月の 15 昼夜連続観測結果1の調査位置を図 3.2-6 に、各観測点の観測層お

よび観測期間を表 3.2-2 に示した。本調査は有明海の 12 地点で行うとともに、この内

3 地点では上中下の 3 層での測定であった。潮流楕円の比較図を図 3.2-7 に、平均流の

比較図を図 3.2-8 に示す。 
 

表 3.2-2 2001 年 5 月調査の観測層および観測機関 
調査地点 上  層 中  層 下  層 観測期間 

Stn.1 海面下 3m － － 5 月 11 日～26 日 
Stn.2 海面下 3m － － 5 月 11 日～26 日 
Stn.3 海面下 3m － － 5 月 11 日～26 日 
Stn.4 海面下 3m 海面下 5m 海面下 10m 5 月 12 日～27 日 
Stn.5 海面下 3m － － 5 月 11 日～26 日 
Stn.6 海面下 3m － － 5 月 11 日～26 日 
Stn.7 海面下 3m 海面下 5m 海面下 10m 5 月 12 日～27 日 
Stn.8 海面下 3m － － 5 月 12 日～27 日 
Stn.9 海面下 3m － － 5 月 12 日～27 日 

Stn.10 海面下 3m 海面下 5m 海面下 10m 5 月 12 日～27 日 
Stn.11 海面下 3m － － 5 月 12 日～27 日 
Stn.12 海面下 3m － － 5 月 12 日～27 日 

 

 
図 3.2-6 2001 年 5 月の潮流調査地点図 

                                                  
1平成 13 年度国土総合開発事業調整費有明海海域環境調査のうち、潮流観測調査結果(国土交通省海上保

安庁) 
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図 3.2-7(1) 潮流楕円の比較図 

【Stn.1 海面下 3m】 

 

【Stn.2 海面下 3m】 

【Stn.3 海面下 3m】 

 

【Stn.4 海面下 3m】 

【Stn.4 海面下 5m】 【Stn.4 海面下 10m】 
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図 3.2-7(2) 潮流楕円の比較図 

【Stn.5 海面下 3m】 

 

【Stn.6 海面下 3m】 

【Stn.7 海面下 3m】 

 

【Stn.7 海面下 5m】 

【Stn.7 海面下 10m】 【Stn.8 海面下 3m】 
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図 3.2-7 (3) 潮流楕円の比較図 

【Stn.9 海面下 3m】 【Stn.10 海面下 3m】 

【Stn.10 海面下 5m】 

 

【Stn.10 海面下 10m】 

【Stn.11 海面下 3m】 【Stn.12 海面下 3m】 
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図 3.2-8 平均流の比較図（海面下 3m、5m、10m） 
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2)  2001 年 7 月 10 日～7 月 25 日（諌早湾周辺）の調査結果 
2001 年 7 月の 15 昼夜連続観測結果1の調査位置を図 3.2-9、各観測点の観測層を表 3.2-3 に示

した。潮流楕円の比較図を図 3.2-10 に、平均流の比較図を図 3.2-11 に示す。 
 

表 3.2-3 2001 年 7 月調査の観測層 
調査地点 上  層 下  層 設置時水深 
Stn.1 海面下 2m － 5.0 m 
Stn.2 海面下 2m － 6.0 m 
Stn.3 海面下 2m － 4.0 m 
Stn.4 海面下 2m － 4.0 m 
Stn.5 海面下 2m － 8.0 m 
Stn.6 海面下 2m － 8.0 m 
Stn.7 海面下 2m － 16.0 m 
Stn.10 海面下 2m － 16.0 m 
Stn.12 海面下 2m 1/2 水深 20.0 m 
Stn.13 海面下 2m 1/2 水深 23.0 m 
Stn.14 海面下 2m 1/2 水深 33.0 m 

 

 
図 3.2-9 2001 年 7 月の潮流調査地点図 

 
 

                                                  
1平成 14 年度諫早湾干拓事業潮流調査業務報告書、九州農政局諫早湾干拓事務所 
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【Stn.1 海面下 2m】 【Stn.2 海面下 2m】 

【Stn.3 海面下 2m】 【Stn.4 海面下 2m】 

【Stn.5 海面下 2m】 【Stn.6 海面下 2m】 

図 3.2-10(1) 潮流楕円の比較図 
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【Stn.7 海面下 2m】 【Stn.10 海面下 2m】 

 
【Stn.12 海面下 2m】 【Stn.2 海面下 8.5m】 

 
【Stn.13 海面下 2m】 【Stn.13 海面下 10m】 

 
図 3.2-10 (2) 潮流楕円の比較図 
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【Stn.14 海面下 2m】 【Stn.14 海面下 15m】 

図 3.2-10 (3) 潮流楕円の比較図 
 
 

  
図 3.2-11 平均流の比較図（海面下 2m、1/2 水深） 
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(3)  水温・塩分 
1)  浅海定線データとの比較 
有明海において福岡県、熊本県、佐賀県および長崎県が、概ね月に 1 回程度実施している浅海

定線調査により得られる水温・塩分の観測値と計算値との比較を行った。図 3.2-12 には、浅海

定線のうち 2001 年に 1 月～12 月の 12 回調査が実施された地点を示す。これらの地点について

のみ観測値と計算値の比較を行った。なお、調査日および調査時刻は地点により異なるが、概ね

大潮の満潮時に調査が実施されている。また、図 3.2-12 に示す地点のうち代表的なものとして

図中に□で施した地点について水温・塩分の比較図を図 3.2-13 に示す。 
 

 
図 3.2-12 浅海定線調査地点図（2001 年の 12 回調査を実施した地点） 

 

湾奥部 

湾中央北部 

湾中央南部 

湾口部 
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佐賀-2 佐賀-7 

  
佐賀-9 福岡-S3 

  
図 3.2-13(1) 水温・塩分の比較図（湾奥部、浅海定線調査：2001 年） 

 

：計算塩分 

：実測塩分 

：計算水温 

：実測水温 
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福岡-S6 福岡-L7 

熊本-B 熊本-20 

  
図 3.2-13 (2) 水温・塩分の比較図（湾中央北部、浅海定線調査：2001 年） 

 

：計算塩分 

：実測塩分 

：計算水温 

：実測水温 
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熊本-16 熊本-14 

 
熊本-11 熊本-9 

 
図 3.2-13 (3) 水温・塩分の比較図（湾中央南部、浅海定線調査：2001 年） 

 

：計算塩分 

：実測塩分 

：計算水温 

：実測水温 
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熊本-7 熊本-6 

熊本-2 熊本-A 

図 3.2-13 (4) 水温・塩分の比較図（湾口部、浅海定線調査：2001 年） 
 

：計算塩分 

：実測塩分 

：計算水温 

：実測水温 
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2)  浅海定線の観測値との比較（長期間での比較） 
2001 年の予測に加え、同様の計算パラメータを用いて、各年での境界条件の変化を考慮した

2000 年～2008 年までの連続計算を実施した。有明海において福岡県、熊本県、佐賀県および長

崎県が、概ね月に 1 回程度実施している浅海定線調査により得られる水温・塩分の観測値とその

計算値との比較を行った。特に、浅海定線の調査地点のうち、代表的な 6 地点（図 3.2-14 の中

の□）について計算を実施したすべての期間（2000 年～2008 年の 9 年間）について、水温・塩

分の比較を行った結果を図 3.2-15 に示す。 
 

 
図 3.2-14 浅海定線調査地点図 
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図 3.2-16 には水温・塩分の表層および底層における観測値と計算値の関係を示す。水温の比較

図より、水温の季節変化傾向が明瞭に再現されており、夏季においては湾中央部で水温成層が発

達する特徴が表現されている。観測値と計算値の相関図からも両者はほぼ一致している。 
一方、塩分の比較図からは底層において計算塩分は過小評価している傾向がある。この傾向が

顕著なのは湾奥部の浅海域であり、陸域から流入した淡水の影響がこの海域で過大に表現されて

いる可能性がある。その理由としては、陸域からの淡水流入量が過大である点や、直接流入域か

らの淡水流入を全海岸線から流入させており、淡水が全域に拡大・滞留しやすくなっている可能

性も考えられる。しかしながら、その他の海域においては、再現性は良好であり、出水期に対応

して表層の低塩分化が生じ、塩分成層が形成される特徴が表現されている。また、成層期におけ

る鉛直プロファイルをみると比較的浅い地点（水深 5m 程度）においても再現性が良好であった。 
 

 
表層水温              表層塩分 

0

5

10

15

20

25

30

35

0 5 10 15 20 25 30 35

O
bs

er
ve

d[
℃

]

Model[℃ ]   

0

5

10

15

20

25

30

35

0 5 10 15 20 25 30 35

O
bs

er
ve

d[
PS

U
]

Model[PSU]  
底層水温              底層塩分 

0

5

10

15

20

25

30

35

0 5 10 15 20 25 30 35

O
bs

er
ve

d[
℃

]

Model[℃ ]   

0

5

10

15

20

25

30

35

0 5 10 15 20 25 30 35

O
bs

er
ve

d[
PS

U
]

Model[PSU]  
 

図 3.2-16 水温・塩分に関する計算値と観測値の相関 
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(4)  懸濁物(SS) 
SS 濃度の計算値と観測値の比較を行うにあたって、「平成 14 年度国土総合開発事業調整費 有明海

海域環境調査」1内の SS の連続観測結果を引用した。SS の観測位置を図 3.2-17 に示す。 
計算値は、各観測地点において観測値の濃度レベルを良く再現しているものと考えられるが、観測

値に見られる細かな濃度変動を、特に底層において再現できていないことがわかる。これは、巻き上

げフラックスや沈降フラックスの再現性に一部、課題があることを示唆するものである。今後、現在

試行計算で設定している巻上げ係数（参照：図 3.2-18）の設定方法を見直すなどの検討が必要であ

るものと考えられる。 
 
 

 
図 3.2-17 ＳＳの連続観測地点 

                                                  
1 平成 14 年度国土総合開発事業調整費 有明海海域環境調査 報告書、平成 15 年 3 月、農林水産省、水産庁、農林水

産省 農村振興局、経済産業省 資源エネルギー庁、国土交通省 河川局、国土交通省 港湾局、環境省 環境管理局 
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図 3.2-18 水中 SS 濃度の計算値と観測値の比較（―：観測値、―：計算値） 

 

Stn.1 

Stn.2 

Stn.3 

Stn.4 
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3.2.3 水質・底質サブモデルの検証（JST モデルとの比較） 
水質・底質サブモデルの検証にあたり、まず JST モデルでの計算結値と観測値の比較結果を以降

に示す。 
 

(1)  公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較(JST モデルとの比較) 
図 3.2-19 に示す調査地点において、観測値と計算値の比較を実施した。 
 

 
図 3.2-19(1) 公共用水域水質調査結果と計算値の比較地点 

 

 
図 3.2-19(2) 浅海定線調査と計算値の比較地点 

（○は計算結果の比較地点） 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較（計算結果は時間平均値） 
比較項目：表層クロロフィル a  
 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-20(1) クロロフィル a の比較（―：計算値、●：観測値） 
 
表層クロロフィル a 濃度の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
濃度の変動傾向とオーダーは、概ね一致している。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較（計算結果は時間平均値） 
比較項目：表層リン酸態リン 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-20(2) リン酸態リンの比較（―：計算値、●：観測値） 
 
 
水中リン酸態リン濃度の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
湾奥部の地点で計算値が観測値よりも過小となっている。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較（計算結果は時間平均値） 
比較項目：表層アンモニア態窒素 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-20(3) アンモニア態窒素の比較（―：計算値、●：観測値） 
 
 
水中アンモニア態窒素濃度の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
計算値が観測値よりも過大となっている。とくに湾央部でその傾向が顕著である。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較（計算結果は時間平均値） 
比較項目：表層硝酸態窒素 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-20(4) 硝酸態窒素の比較（―：計算値、●：観測値） 
 
 
水中硝酸態窒素濃度の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
概ね計算値と観測値の濃度の変動傾向は一致しているが、3～5 月頃（春季）に計算値が観測値よりも

過大になる傾向にある。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較（計算結果は時間平均値） 
比較項目：表層溶存酸素 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-20(5) 表層溶存酸素の比較（―：計算値、●：観測値） 
 
 
水中表層溶存酸素濃度の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
湾奥部において計算値が観測値よりも過大になる傾向にある。とくに湾奥部で顕著である。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較（計算結果は時間平均値） 
比較項目：底層溶存酸素 
 

 
地点：佐賀 10 

底層データなし 
地点：佐賀 7 

底層データなし 
地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-20(6) 表層溶存酸素の比較（―：計算値、●：観測値） 
 
 
底層表層溶存酸素濃度の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
概ね一致しているが、4～7 月頃には計算値が観測値よりも過大になる傾向にある 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較（計算結果は日平均値） 
比較項目：表層 T-N 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

図 3.2-20(7) 表層 T-N の比較（―：計算値、●：観測値） 
 
 
表層 T-N の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
全般的に計算値が観測値よりも過大となっている。 
 
 
 
 
公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層 T-P 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

図 3.2-20(8) 表層 T-P の比較（―：計算値、●：観測値） 
 
 
表層 T-P の JST モデル計算値と観測値の比較結果 
濃度のオーダーは概ね一致している。 
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(2)  佐賀大学提供データとの比較(JST モデルとの比較) 
JSTモデルの計算格子内での佐賀大学より提供を受けた観測データの調査地点の位置を図 3.2-21

に示す。ST.AとST.Bは、JSTモデルでは同一格子内に位置していることに留意する。 
 

 
図 3.2-21 佐賀大学提供データの調査地点と JST モデルの計算格子位置の対応 

 
 
 
佐賀大学より提供された観測データのうち、表 3.2-4 に示す観測項目について計算値との比較を行

った。 
 

表 3.2-4 佐賀大学提供データとの比較項目 
水質観測データ 

調査名 計算値と観測値の比較項目 
1.水質調査結果（分析） クロロフィル a、硝酸態窒素、アンモニア態窒素、リン酸態リン、

懸濁態有機炭素(POC)、溶存態有機炭素(DOC)、懸濁態有機窒素

(PON)、総りん(T-P)、溶存態総りん(D･T-P)、SS 
2.CTD 観測結果(機器観測) 溶存酸素、クロロフィル a 
3.係留データ クロロフィル a 

 
底質観測データ 

調査名 計算値と観測値の比較項目 
4.底質調査 間隙水中のアンモニア態窒素、硝酸態窒素、リン酸態リン 

総有機炭素、総有機窒素、総有機リン（溶存態＋懸濁態） 
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1)  水質調査結果（分析）に関する比較 
2007 年 8 月 15 日と 2008 年 2 月 9 日を例に、各調査地点での計算値と観測値の比較を図 3.2-22

に示す。 
 

クロロフィルａ 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

リン酸態リン 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

アンモニア態窒素 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

硝酸態窒素窒素＋亜硝酸態窒素 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

SS 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

図 3.2-22(1) 水質調査結果（分析）との比較 
(●：8 月 15 日観測値、―：8 月 15 日計算値、●：2 月 9 日観測値、―：2 月 9 日計算値) 
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懸濁態有機炭素(POC) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

懸濁態有機窒素(PON) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

総リン(TP) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

溶存態総リン(D.TP) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

懸濁態有機炭素(DOC) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

図 3.2-22(2) 水質調査結果（分析）との比較 
(●：8 月 15 日観測値、―：8 月 15 日計算値、●：2 月 9 日観測値、―：2 月 9 日計算値) 
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水質調査結果（分析）について JST モデル計算値と観測値の比較結果 
●クロロフィル a 
観測値にみられる夏季のクロロフィル a 濃度の上昇を、計算値は再現できていない。計算値でも夏

季にクロロフィル a 濃度は観測値と同程度まで上昇しているが、この上昇の時期が観測値と一致し

ていない。（参照：図 3.2-20(1)） 
 

●リン酸態リン 
湾奥では夏場に計算値が観測値よりも過小となっている。 

 
●アンモニア態窒素 
計算値が観測値よりも常に過大となっている。 

 
●硝酸態窒素および亜硝酸態窒素 
計算値と観測値は概ね一致している。 

 
●SS 
計算値が観測値より過大になっている。 

 
●懸濁態有機炭素 
計算値が観測値よりも過大になっている。SS の計算値が過大となっている影響によるものと考えら

れる。 
 
●懸濁態有機窒素 
計算値が観測値よりも過大となっている。SS の計算値が過大となっている影響によるものと考えら

れる。 
 
●総リンおよび溶存態総リン 
リンの懸濁態と溶存態の内訳については、計算値と観測値は概ね一致している。 

 
●懸濁態有機炭素 
計算値と観測値の濃度レベルは一致している。 

 
 

2)  CTD 観測結果(機器観測)に関する比較 
CTD 観測結果（機器観測）は、図 3.2-23 の赤線で示すように、調査地点における計算値および観

測値を断面分布図として整理し、比較した。 
 

 
図 3.2-23 計算結果と観測結果を整理した断面 

 
比較した結果を図 3.2-24 に示す。 

    ：計算結果の抽出断面 
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CTD 観測結果（機器観測）について JST モデル計算値と観測値の比較結果 
●水温 

計算値と観測値は比較的一致している。 
 

●塩分 
計算値が全体的に過小となっている。また観測値に見られる夏季の成層の再現性についても計算

値には課題が残る。空間解像度の問題（900ｍ格子の限界）、河川流量の過大評価等が要因として

考えられる。 
 

●SS 
観測値は大潮満潮時にはＳＳが沈降しているが、計算値は沈降していない。この点が観測値と計

算値で整合がとれていない。 
 

●クロロフィル a 
10 月～12 月にかけて、クロロフィル a 濃度の計算値が観測値より過大となっている。また観測

値は成層上にクロロフィル a 濃度が高濃度に分布しているものと推測されるが、計算値は水深方

向に一様に高濃度のクロロフィル a が分布している。この点が計算値と観測値の相違点として挙

げられる。 
 

●溶存酸素 
計算値と観測値の季節的な濃度変化の傾向は一致している。しかしながら、観測値では干潟上の

水深 5m 付近まで溶存酸素が 4mg/L 以下の水塊が移流している様子がわかるが、計算値ではこの

水塊が確認できない。干潟部での貧酸素水塊の発生（移流もしくは生成）について計算値と観測

値に相違が見られた。塩分の再現性として、観測値で見られた干潟部での成層構造が計算値では

見られなかったため、干潟部での移流の再現性がこの相違をもたらす一要因となっているものと

推測される。 
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水温 
 観測値 計算値(日平均値) 
2007/8/15 

2007/9/13 

2007/10/13 

2007/11/13 

2007/12/11 

2008/1/10 

図 3.2-24(1) 水温の機器観測結果との比較 
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水温 
 観測値 計算値(日平均値) 
2008/2/9 

2008/3/9 

2008/4/7 

2008/5/7 

2008/6/6 

2008/7/4 

図 3.2-24(2) 水温の機器観測結果との比較 
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塩分 
 観測値 計算値(日平均値) 
2007/8/15 

2007/9/13 

2007/10/13 

2007/11/13 

2007/12/11 

2008/1/10 

図 3.2-24 (3) 塩分の機器観測結果との比較 
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塩分 
 観測値 計算値(日平均値) 
2008/2/9 

2008/3/9 

2008/4/7 

2008/5/7 

2008/6/6 

2008/7/4 

図 3.2-24 (4) 塩分の機器観測結果との比較 
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ＳＳ ※観測値は濁度 
 観測値 計算値(日平均値) 
2007/8/15 

2007/9/13 

2007/10/13 

2007/11/13 

2007/12/11 

2008/1/10 

図 3.2-24 (5) 濁度・ＳＳの機器観測結果との比較 
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ＳＳ ※観測値は濁度 
 観測値 計算値(日平均値) 
2008/2/9 

2008/3/9 

2008/4/7 

2008/5/7 

2008/6/6 

2008/7/4 

図 3.2-24 (6)  濁度・ＳＳの機器観測結果との比較 
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クロロフィル a 
 観測値 計算値(日平均値) 
2007/8/15 

2007/9/13 

2007/10/13 

2007/11/13 

2007/12/11 

2008/1/10 

図 3.2-24 (7) クロロフィル a の機器観測結果との比較 
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クロロフィル a 
 観測値 計算値(日平均値) 
2008/2/9 

2008/3/9 

2008/4/7 

2008/5/7 

2008/6/6 

2008/7/4 

図 3.2-24 (8) クロロフィル a の機器観測結果との比較 
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溶存酸素 
 観測値 計算値(日平均値) 
2007/8/15 

2007/9/13 

2007/10/13 

2007/11/13 

2007/12/11 

2008/1/10 

図 3.2-24 (9) 溶存酸素の機器観測結果との比較 



 383

 
溶存酸素 
 観測値 計算値(日平均値) 
2008/2/9 

2008/3/9 

2008/4/7 

2008/5/7 

2008/6/6 

2008/7/4 

図 3.2-24 (10) 溶存酸素の機器観測結果との比較 
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3)  係留データに関する比較 
係留観測により得られたデータとして、ST.F における水温、濁度、クロロフィル a の計算値と観

測値の比較を図 3.2-25 に示す。 

 
図 3.2-25(1) 表層水温の連続観測結果と計算値の比較（―：計算値、―：観測値） 

 

 
図 3.2-25(2) 濁度の連続観測結果と SS の計算値の比較（―：計算値、―：観測値） 

 

 
図 3.2-25(3) クロロフィル a の連続観測結果と SS の計算値の比較（―：計算値、―：観測値） 

 
係留データについて JST モデル計算値と観測値の比較結果 
●水温 

計算値と観測値は比較的一致している。 
 

●濁度 
大潮・小潮周期で変化する濃度変動の傾向は一致しているが、8～10 月には大潮時の濁度の極大

値は計算値よりも観測値が高い傾向にあった。一方、11 月以降、計算値と観測値は概ね一致して

いる。 
 

●クロロフィル a 
夏季の濃度の変動傾向は一致しているものの、冬季に計算値が観測値よりも過大となる傾向にあ

る。 
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4)  底質調査結果に関する比較 
JST モデルでは、浮遊系の 900m 格子を任意に連結させたボックス格子にて、底質の解析を行っ

ている。図 3.2-26 は、底質調査地点と JST モデルのボックス分割図の対応を示している。この対応

関係を踏まえた上で、図 3.2-27 に計算結果と観測結果の比較を示す。 
 

 
図 3.2-26 底質調査地点と JST モデルのボックス分割図の対応 

 
底質調査結果について JST モデル計算値と観測値の比較結果 
●間隙水中のリン酸態リン 

計算値と観測値は比較的一致している。しかしながら、観測値は干潟上の Stn.A および Stn.B 付

近で濃度が高くなる傾向にあるが、計算値はこれを再現できていない。 
 

●間隙水中のアンモニア態窒素 
計算値は観測値の濃度レベルや季節変動を概ね再現できている。しかしながらリン酸態リンと同

様に、干潟上の Stn.A および Stn.B 付近で観測値は濃度が高くなる傾向にあるが、計算値はこれ

を再現できていない。 
 
●間隙水中の硝酸態窒素 

計算値は観測値の濃度レベルを再現しているが、硝酸濃度が上昇する時期やその深度までは再現

できていない。 
 

●底泥中の粒子状有機炭素(P･TOC) 
計算値と観測値は濃度レベルが異なっている。また季節的な底泥の濃度変化傾向についても再現

できていない。 
●底泥中の粒子状窒素(P･TN) 

粒子状有機炭素と同様である。 
 
●底泥中の粒子状リン(P･TP) 

計算値と観測値の平均的な濃度レベルは一致しているものの、季節的な底泥の濃度変化傾向につ

いても再現できていない。 
 

●酸化層厚（酸化還元電位） 
計算値は観測値よりも、酸化層厚は過小となっているものと考えられる。 
 

●底泥中の硫化物濃度 
計算値の硫化物濃度は観測値よりも過大となっている。酸化層厚が過小評価となっていることが

要因であると推測される。 
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③ 間隙水中のリン酸態リン 
間隙水中のリン酸態リン 
 観測値 計算値 
 
ST.A 

ST.B 

ST.C 

ST.D 

ST.E 
 

ST.F 

ST.G 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-27(1) 底泥間隙水中のリン酸態リンの比較 
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④ 間隙水中のアンモニア態窒素 
間隙水中のアンモニア態窒素 
 計算値 観測値 
 
ST.A 

ST.B 

ST.C 

ST.D 

ST.E 
 

ST.F 

ST.G 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-27(2) 底泥間隙水中のアンモニア態窒素の比較 
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⑤ 間隙水中の硝酸態窒素 
間隙水中の硝酸態窒素 
 計算値 観測値 
 
ST.A 

ST.B 

ST.C 

ST.D 

ST.E 
 

ST.F 

ST.G 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-27(3) 底泥間隙水中の硝酸態窒素の比較 
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⑥ 粒子状有機炭素(P.TOC) 
粒子状有機炭素(P.TOC) 
 計算値 観測値 
 
ST.A 

ST.B 

ST.C 

ST.D 

ST.E 
 

ST.F 

ST.G 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-27(4) 底泥中の粒子上有機炭素の比較 
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⑦ 粒子状窒素(P.TN) 
粒子状窒素(P.TN) 
 計算値 観測値 
 
ST.A 

ST.B 

ST.C 

ST.D 

ST.E 
 

ST.F 

ST.G 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-27(5) 底泥中の粒子状窒素の比較 
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⑧ 粒子状リン(P.TP) 
粒子状有機リン(P.TP) 
 計算値 観測値 
 
ST.A 

ST.B 

ST.C 

ST.D 

ST.E 
 

ST.F 

ST.G 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-27(6) 底泥中の粒子状リンの比較 
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⑨ 酸化層厚 
酸化還元電位 
 計算値 観測値 
 
ST.A 

ST.B 

ST.C 

ST.D 

ST.E 
 

ST.F 

ST.G 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-27(7) 底泥内の酸化層厚の比較 
※計算値は、有機物分解に占める酸素還元および硝酸還元の割合を示している 
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⑩ 硫化物濃度 
底泥内の硫化物濃度の計算値と観測値を比較し、図 3.2-28 に示す。 
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図 3.2-28 底泥硫化物濃度の比較 
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3.2.4 2007～2008 年のデータを用いたモデル再現精度の向上に関する検討 
2007 年、2008 年の現況再現にあたって、流動サブモデルは JST モデルでも十分に再現性が高い

ものとして、チューニングの対象としていない。、懸濁物輸送サブモデルの再現精度については、課

題はあるものの、計算値を検証する十分なデータが現状ではないことから、流動サブモデルと同様に

チューニングの対象としなかった。すなわち、水質・底質サブモデルのチューニングに重きを置くこ

ととした。 
またチューニングにあたっては、有明海北西部の佐賀沖の再現性の向上に重きを置くものとした。

また、計算条件として、2008 年の河川流量は速報値を用いていることに留意する必要がある。なお、

この再現精度の検証にあたって、積分期間は 2006 年 1 月～2008 年 12 月とした。 
 
観測値と計算値の比較により明らかとなった主な問題点は表 3.2-5 のとおりである。 

 
表 3.2-5 JST モデルでの再現精度に関する主な課題 

1. 水中のアンモニア態窒素濃度の過大表現 

2. 水中のリン酸態リンの過小表現 

3. 鉛直方向のクロロフィル a濃度分布の再現性 

4. 表層溶存酸素濃度の過大表現 

5. 底泥内の粒子状炭素と窒素濃度レベルおよび炭素／窒素比の実測値との乖離 

6. 底泥内の酸化層の過小評価 

7. 底泥内の硫化物濃度の計算値が過大 
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(1)  モデルの改良にあたっての作業方針 
表 3.2-5 に示した課題を改善することを目的として、主に表 3.2-6 に示すようにモデルの改良お

よび計算パラメータの変更を実施した。流動モデル・懸濁物輸送モデルについては変更を加えていな

い。 

 
表 3.2-6 モデルの改良および計算パラメータの変更点 

① 巻き上げによる底泥間隙水の水中への拡散に伴う濃度変動の表現方法を変更 
（変更前）：水中と間隙水の濃度差に輸送量を乗じることにより、水中から底泥へのフラッ

クスを表現していた。 

( ) 3
0 10100_ −×−×

⋅
= LL

w

CCwRFliquidFlux
γ

 

（変更後）：間隙水濃度に輸送量を乗じるように変更した。 
3

L
w

10C
γ

100wRF
liquid_Flux -××=  

② 干潟上での干出の取り扱い 
（変更前）：干出時において、底泥間隙水は、計算上の問題から存在する 10cm（最低水深）

の直上水と常時濃度拡散する。 
（変更後）：干出時は、底泥間隙水と直上水の物質交換はしないように変更した。ただし、

溶存酸素については、間隙水と大気との交換を疑似的に表現するため、従来通り底泥間隙水

と直上水の物質交換は存在するものとした。このとき、直上水の再ばっ気係数は、通常の 10
倍の値(20m/day)を与えている。 

③ 底泥の計算初期値を変更 
（変更前）：定常計算で設定した底質の初期値が観測値から乖離していた 
（変更後）：計算パラメータである SS-POC 比およびバイオターベーション係数を見直した

うえで、定常計算を再度実施し、観測値とより整合性の高い初期値を設定した。 
④ 水中の有機炭素の分解速度の変更（計算パラメータの変更） 

（変更前）：易分解性の懸濁態有機炭素の分解速度（基準温度:0℃）：0.018 (1/day) 
溶存態有機炭素の分解速度（基準温度:0℃）：0.006 (1/day) 

（変更後）：易分解性の懸濁態有機炭素の分解速度（基準温度:0℃）：0.027 (1/day) 
溶存態有機炭素の分解速度（基準温度:0℃）：0.007 (1/day) 

⑤ 底泥内の分解速度の変更（計算パラメータの変更） 
（変更前）：底泥内の難分解性有機リンの分解速度（基準温度:0℃）：0.0005 (1/day) 
（変更後）：底泥内の難分解性有機リンの分解速度（基準温度:0℃）：0.0125 (1/day) 

⑥ 沈降有機物の SS-POC 比の変更（計算パラメータの変更） 
（変更前）：SS/POC 比：0.053 (g/mg) 

⑦ バイオターベーション速度の変更（計算パラメータの変更） 
（変更前）：液相のバイオターベーション最大速度：0.500 (cm2/day) 

固相のバイオターベーション最大速度：0.001 (cm2/day) 
（変更後）：液相のバイオターベーション最大速度：0.400 (cm2/day) 

固相のバイオターベーション最大速度：0.400 (cm2/day) 
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(2)  精度向上の検討結果 
1)  公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 

図 3.2-29 に示す調査地点において、従来ケースと精度向上を図ったケース（以降、精度向上ケー

スとする）とを比較した。なお、計算値は時間平均値として整理した。 
  

 
図 3.2-29(1) 公共用水域水質調査結果と計算値の比較地点 

 

 
図 3.2-29(2) 浅海定線調査と計算値の比較地点 

（○は計算結果の比較地点） 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層クロロフィル a  
 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-30(1) クロロフィル a の比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
表層クロロフィル a 濃度の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
再現精度は大きく変化していない。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層リン酸態リン 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-30(2) リン酸態リンの比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
リン酸態リン濃度の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
湾奥部でのリン酸態リンの過小評価が改善された。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層アンモニア態窒素 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-30 (3) アンモニア態窒素の比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
アンモニア態窒素濃度の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
アンモニア態窒素の過大評価は改善されていない。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層硝酸態窒素 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-30 (4) 硝酸態窒素の比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
硝酸態窒素濃度の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
3～5 月頃（春季）の過大評価は改善されていない。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層溶存酸素 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

 
 

 
地点：佐賀 10 地点：佐賀 7 

地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-30 (5) 表層溶存酸素の比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
表層溶存酸素濃度の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
表層溶存酸素の再現性が向上した。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：底層溶存酸素 
 

 
地点：佐賀 10 

底層データなし 
地点：佐賀 7 

底層データなし 
地点：佐賀 1 地点：佐賀 9 

地点：佐賀 5 地点：佐賀 4 

地点：佐賀 11 地点：佐賀 3 

図 3.2-30 (6) 表層溶存酸素の比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
底層溶存酸素濃度の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
再現性 4～7 月頃の過大評価は改善されていないが、概ね再現精度は良い。 
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公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層 T-N 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

図 3.2-30 (7) 表層 T-N の比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
表層 T-N の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
計算値の過大評価は一部改善されたが、依然として計算値が観測値よりも過大となっている点が多い。

 
 
 
 
公共用水域水質調査結果および浅海定線調査結果との比較 
比較項目：表層 T-P 
 
地点：41-602-01 地点：41-603-02 

地点：41-602-03 地点：41-602-04 

図 3.2-30 (8) 表層 T-P の比較（―：精度向上ケース、―：従来ケース、●：観測値） 
 
 
表層 T-P の精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
再現精度は大きく変化していない。 
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2)  水質調査結果（分析）に関する比較 
2007年8月15日と2008年2月9日を例に、各調査地点での精度向上ケースと観測値の比較を図 3.2-31

に示す。 
クロロフィルａ 

ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

リン酸態リン 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

アンモニア態窒素 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

硝酸態窒素窒素＋亜硝酸態窒素 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

SS 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

図 3.2-31(1) 水質調査結果（分析）との比較 
(●：8 月 15 日観測値、―：8 月 15 日計算値、●：2 月 9 日観測値、―：2 月 9 日計算値) 
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懸濁態有機炭素(POC) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

懸濁態有機炭素(PON) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

総リン(TP) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

溶存態総リン(D.TP) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

懸濁態有機炭素(DOC) 
ST.A ST.B ST.C ST.D ST.E ST.F ST.G 

図 3.2-31(2) 水質調査結果（分析）との比較 
(●：8 月 15 日観測値、―：8 月 15 日計算値、●：2 月 9 日観測値、―：2 月 9 日計算値) 
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水質調査結果（分析）について精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
●アンモニア態窒素および懸濁態有機窒素の過大評価について、わずかに再現性が改善した。 
●全般的に再現精度は大きく変化していない。 
 
 

3)  係留データに関する比較 
係留観測により得られたデータとして、ST。F におけるクロロフィル a の精度向上ケース（計算

値）と観測値の比較を図 3.2-32 に示す。 
 

 
図 3.2-32 クロロフィル a の連続観測結果と SS の計算値の比較 

（―：精度向上ケース、―：従来ケース、―：観測値） 
 
係留データについて精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
●冬季の過大評価については改善されていない。 
 
 

4)  底質調査結果に関する比較 
図 3.2-26 に示す地点で行われた底質調査結果について、精度向上ケースと観測値の比較を図 

3.2-33 に示す。 
 

 
図 3.2-26（再掲） 底質調査地点と JST モデルのボックス分割図の対応 

 
底質調査結果について精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
●底泥中の粒子状有機炭素(P.TOC)および粒子状窒素（P.TN）、粒子状リン(P.TP) 

計算値と観測値の濃度レベルは一致した。しかし、観測値の季節変動は再現できていない。 
●酸化層および硫化物濃度 

底泥のバイオターベーション係数を変更することにより、酸化層厚の過小評価が改善し、硫化物

濃度レベルが一致した。ただし、夏季における硫化物の上昇量の再現精度には課題が残っている。
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ix) 底泥中の硫化物濃度 
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図 3.2-34 底泥中の硫化物濃度の除ら離 
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5)  溶存酸素の連続データとの比較 
「貧酸素水塊漁業被害防止対策事業」（水産庁増殖推進部漁場資源課）並びに「有明海・八代海再

生重点課題対策調査」（環境省水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室）による溶存酸素濃度の観

測結果と本計算値の比較を行った。溶存酸素の観測地点は、図 3.2-35 に示す。 
 
 

 
図 3.2-35 溶存酸素の観測地点 

 
 
溶存酸素の連続データについて精度向上を図った計算値と観測値の比較結果 
●2006 年～2008 年にかけての貧酸素水塊の挙動を、計算値は概ね再現できているものと考えられる

課題として、7 月上旬の貧酸素化が過小評価となっていることが挙げられる。 
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2006 年 

 
図 3.2-36(1) 底層溶存酸素濃度の連続データと計算値の 2006 年の比較 

（―：精度向上ケース、―：従来ケース、―：観測値） 
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2007 年 

 
図 3.2-36(2) 底層溶存酸素濃度の連続データと計算値の 2007 年の比較 

（―：精度向上ケース、―：従来ケース、―：観測値） 
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2008 年 

 
図 3.2-36(3) 底層溶存酸素濃度の連続データと計算値の 2008 年の比較 

（―：精度向上ケース、―：従来ケース、―：観測値） 
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(3)  まとめ 
 

1. 2007-2008 データとの比較を通じて明らかとなった JST モデルでの課題 

●塩分の過小評価 

●水中のアンモニア態窒素濃度の過大評価 

●水中のリン酸態リンの過小評価 

●鉛直方向のクロロフィル a濃度分布の再現性 

●表層溶存酸素濃度の過大評価 

●初夏（6～7月）における底層溶存酸素濃度の過大評価 

●底泥内の粒子状炭素と窒素濃度レベルおよび炭素／窒素比の実測値との乖離 

●底泥内の酸化層の過小評価 

●底泥内の硫化物濃度の過大評価 
2. 課題を解決するべく検討した事項 

●巻き上げによる底泥間隙水の水中への拡散に伴う濃度変動の表現方法を変更 
●干潟上での干出の取り扱い（干出時の底泥と水中の物質交換の評価方法の変更 
●底泥の計算初期値を変更 
●有機炭素の分解速度の変更（計算パラメータの変更） 
●底泥内の分解速度の変更（計算パラメータの変更） 
●沈降有機物の SS-POC 比の変更（計算パラメータの変更） 
●バイオターベーション速度の変更（計算パラメータの変更） 

3. 再現精度が高まった事項 

●底泥中の粒子状有機物質の濃度レベルおよび炭素／窒素比 
●硫化物濃度の再現性（底泥の酸化層の評価） 
●水中のリン酸態リンの再現性（窒素制限の評価） 
●水中の総窒素(T-N)濃度の再現性 
●表層溶存酸素濃度の過大評価 

※流動モデル、懸濁物輸送モデルについて、再現精度の向上に関する検討は実施していない。 
4. 再現精度の向上に課題が残った事項 

●冬季のアンモニア態窒素の過大評価 
●鉛直方向のクロロフィル a 濃度分布の再現性 
●底泥中の粒子状有機物質の季節変動 
●夏季における硫化物濃度の上昇量 
●干潟上での炭素・窒素・リン等の物質循環（底生生物との相互作用） 
●初夏(6～7 月)における底層溶存酸素濃度の過大評価 
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5. 課題に対して想定される要因とその感度解析 

① 底泥内の窒素の拡散係数を 1/10 とする 
着眼点：アンモニア態窒素の過大評価が解消されるか 
佐賀 10           佐賀 9            佐賀 5 

   
―：感度解析ケース①、―：精度向上ケース

結果：計算結果はほとんど変化しない 
② 底泥の脱窒量を 10 倍程度にする 
着眼点：アンモニア態窒素の過大評価が解消されるか 
佐賀 10           佐賀 9            佐賀 5 

   
―：感度解析ケース②、―：精度向上ケース

結果：計算結果はほとんど変化しない 
③ 冬季の負荷量（10～3 月）を 1/2 とする 
着眼点：アンモニア態窒素の過大評価が解消されるか 
佐賀 10           佐賀 9            佐賀 5 

   

   
―：感度解析ケース③、―：精度向上ケース

結果：硝酸態窒素は減少したが、アンモニア態窒素は変化しない 
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④ 底泥からのアンモニア態窒素の溶出量の計算値を 1/2 とする（系外に） 
着眼点：アンモニア態窒素の過大評価が解消されるか 
佐賀 10           佐賀 9            佐賀 5 

   
―：感度解析ケース④、―：精度向上ケース

結果：わずかにアンモニア態窒素は減少したが、再現性が向上するには至らない 
 
⑤ すべての生物反応を止めた（沈降もなし）保存系の拡散計算を実施 
着眼点：海域での植物プランクトンやノリ等による物質循環が窒素類の変動に与える寄与はどの程度

であるか 
佐賀 10           佐賀 9            佐賀 5 

   

   
―：感度解析ケース⑤、―：精度向上ケース

結果：観測値より計算値は常に過大となっており、窒素類は常に海域において植物プランクトン・ノ

リ等による利用されているものと推測されるが、その利用量および利用する際の硝酸態窒素とアンモ

ニア態窒素の利用比率の季節変化を計算値は十分に再現できていないものと考えられる。 

感度解析のまとめ 
アンモニア態窒素の過大評価の理由として、負荷量の過大な見積もり、底泥からの過大な溶出、脱

窒量の過小評価などが想定された。そこで、これらの影響を想定した感度解析を実施した。この感度

解析によるアンモニア態窒素の計算結果は、精度向上ケースとほとんど変化がなかった。 
そのため、アンモニア態窒素の過大評価の要因は、ここで挙げた影響以外によるものであると推測

される。考えられる要因としては、ノリ養殖によるアンモニア態窒素の系外除去量の過小評価、冬季

の植物プランクトンによる取り込み量の過小評価、懸濁態有機窒素の無機化量の過大評価などであ

る。 
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6. 今後の精度向上が必要な事象とそのために必要な観測データ 

●懸濁物輸送モデルの高精度化 
底泥中の粒子状有機物質の季節変動が再現できなかったことに関しては、底質変動は底泥の侵

食・堆積量の再現性（懸濁物輸送サブモデル）に課題があるものと推測される。底質の季節変動と

して、観測値では TOC を指標とすると約 10mg/g の変動量が底泥表層から泥深 10 ㎝層全体でみら

れた。この変動量を説明するためには、底泥の土粒子密度を 2.5g/cm3、空隙率を 0.7 と仮定すると、

750gC/m2 の有機物の供給がなくてはならない。一方で、一次生産による有機炭素の沈降フラック

スは多く見積もっても 1gC/m2/day 程度であり、一次生産によるデトリタスの沈降だけでは、底泥

濃度の季節変動を説明することはできない。すなわち、観測地点外で侵食された底泥が、観測地点

に堆積することにより、この濃度変動が生じているものと推測される。とくに観測値で濃度が上昇

していたのは冬季であり、ノリ網の設置によって懸濁物が観測地点周辺に堆積していることも想定

される。 
これらの底泥の侵食・堆積量は懸濁物輸送モデルにて予測を行っている。懸濁物輸送モデルの再

現データとして、有明海内の侵食量・堆積量の実測データは乏しく、再現性の向上を図れないのが

現状である。また底泥の巻き上げの予測に関しては、巻き上げ係数の設定が必要となる。懸濁物輸

送モデルの再現精度の向上には、これらのデータを現地観測により取得するが必要がある。 
 
●植物プランクトン・動物プランクトンの成長・死亡に関するパラメータの取得 

有明海の物質循環を評価するうえで最も重要な植物・動物プランクトンの成長・死亡に関するパ

ラメータは、他の海域で行われた既存のパラメータを参考に設定している。既存のパラメータには

値の幅があるととも、このパラメータの設定が計算結果に大きく影響するため、有明海でのこれら

の実態を把握する現地調査が必要である。 
 

●有機物の分解性に関するパラメータの取得 
貧酸素水塊の再現にあたって最も重要なパラメータである有機物の分解性については、有益な現

地データが乏しいのが現状である。一次生産起源の有機物や河川からの供給される有機物、底泥内

の有機物等の分解性について、現地および室内試験等を通じてパラメータを取得する必要がある。

 
●底生生物を通じた物質循環の高精度化 

干潟上での栄養塩等の再現性に課題が残った要因としては、底生生物を通じた物質循環の再現性

に課題があるためであると考えられる。また現状では生物量は境界条件として設定しているため、

貧酸素水塊や硫化物への暴露による生物の死亡、生物死骸の腐敗、さらなる硫化物の発生といった

機構を表現していない。これを表現することにって、底泥の硫化物濃度や貧酸素水塊の挙動の評価

はより高精度なものとなると考えられる。 
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3.3 過去の物質収支推定（1930～2000年代） 

有明海の干潟・浅海域における物質収支の変化要因を解明するために，数値解析モデルによ

る感度解析を行った。2001年の現況に対して、過去のエポックを考慮して、 
 

1 諫早干拓潮受堤防締め切り前の1990年代前半（1990年） 
2 透明度上昇前の1980年代前半（1983年） 
3 ノリの生産が拡大した1970年代後半（1977年） 
4 湾奥部大規模干拓前でノリの生産が少なかった1950年代 
5 流入負荷量がより小さかった太平洋戦争前の1930年代 

 
の5ケースを設定した。 

 
3.3.1 計算条件 
(1)  地形（海域面積） 

地形は、現況の 2000 年代に対して、諫早干拓と熊本新港のなかった 1970～1990 年代、湾

奥部の大規模干拓がなかった 1930～1950 年代の 3 ケースとした。各年代の地形を図 3.3-1 に

示す。 

1930～1950年代1970～1990年代

諫早干拓
(1997) 熊本新港

水深変化

横島干拓

有明，福富
干拓等

 
図3.3-1 2000年代の地形との比較 

 
(2)  気象条件、淡水流入量 

すべての計算ケースの気象条件、河川水温、河川流量は2001年と同じにした。 
 
(3)  潮汐 

月の昇交点の変動に伴う 18.6 年周期の潮位振幅F 値（M2 分潮）については、2001 年比で

1977年では+3%、1983年では±0%、1990年では-3%であった。1930年代および1950年代

は2001年と同じにした。1930年代と1950年代で2001年にF値が近い年は、1937年、1955
年である。 
平均水面は大浦の平均潮位（時間潮位の年平均値）をもとに2001年との差を用いた（4章参

照）。1930年代および1950年代は観測データがないため、1970年以降の最低値とした。 
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(4)  流入負荷量 
1)  1977年、1983年、1990年 

一級河川（塩田川を含む）順流域では、時間流量と国調費モデルのL-Q式により時間負荷量

を計算し、表3.3-1の係数を乗じた。表3.3-1は原単位法による排出負荷量の2001年に対する

変化率である。 
一級河川（塩田川を含む）感潮域および直接流入域では、原単位法による排出負荷量と流達

率から年間の流入負荷量を算出し、近傍河川の時間負荷量と同様の時間変動を与えた。 
 

表3.3-1 1977年、1983年、1990年の負荷量の2001年対比 
COD TN TP ＩN SS

1977 1983 1990 1977 1983 1990 1977 1983 1990 1977 1983 1990 1977 1983 1990
1 本明川順流域 1.629 1.629 2.299 1.504 2.244 2.542 1.929 2.809 2.912 1.504 2.244 2.542 0.419 4.472 4.472
2 六角川順流域 1.327 1.327 1.137 1.604 1.689 1.523 1.177 1.349 1.625 1.604 1.689 1.523 3.774 1.600 2.841
3 嘉瀬川順流域 1.832 1.832 1.810 2.835 2.900 2.751 3.221 3.457 3.382 2.835 2.900 2.751 1.051 0.702 1.043
4 筑後川順流域 1.301 1.301 1.353 1.526 1.645 1.661 1.303 1.539 1.522 1.526 1.645 1.661 0.486 1.264 1.387
5 矢部川順流域 1.222 1.222 1.078 1.254 1.275 1.174 1.242 1.300 1.260 1.254 1.275 1.174 1.061 1.058 1.061
6 菊池川順流域 1.058 1.058 1.260 0.947 1.202 1.231 0.793 1.130 1.172 0.947 1.202 1.231 0.659 0.917 0.804
7 白川順流域 1.012 1.012 1.066 1.067 1.192 1.163 0.873 1.113 1.119 1.067 1.192 1.163 0.892 1.000 1.000
8 緑川順流域 1.165 1.165 1.149 1.402 1.382 1.351 1.716 1.764 1.600 1.402 1.382 1.351 0.245 0.617 0.565
9 塩田川順流域 1.194 1.194 1.123 1.392 1.477 1.409 1.313 1.527 1.535 1.392 1.477 1.409 1.000 1.000 1.000

河川流域No

 

 
2)  1930年代、1950年代 

1930～1950 年代の有明海流入負荷量に関する情報がないため、大阪湾の流入負荷量のトレ

ンドを参考にした。中西（1993）1をもとに 1926～1987 年の大阪湾の流入負荷量の推移を図 
3.3-2 に示す。これより、1977 年対比の負荷量を求め、有明海の 1977 年／2001 年より 2001
年対比にしたのが表3.3-2である。ただし、CODは1977年対比では1930年代、1950年代と

もわずかに小さいだけであり、有明海での 1970 年前後からの COD の減少を再現できないの

で、有明海排出負荷量のトレンドから推定した。INはTNと同じにした。SSは、現況より土

砂発生量が大きく、河川からの持ち出し量が小さいと予想され、2000～2007 年の変動幅を参

考にして推定した。全流域とも2001年の時間負荷量に表3.3-2の係数を乗じた。 
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図 3.3-2 大阪湾の流入負荷量の推移（1977年対比） 小倉編「東京湾」（1993）より作成 

 
表3.3-2 1930年代，1950年代の負荷量の2001年対比（全流域） 

 COD TN TP IN SS 
1930年代 0.63 0.46 0.49 0.48 2.00 
1950年代 0.80  0.59 0.63 0.63 1.50 

                                                  
1 中西 弘（1993）流入負荷量（小倉紀雄（編）東京湾）恒星社厚生閣，東京． 
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(5)  ノリ養殖 

1)  1977年、1983年、1990年 
1970～1990 年代のノリ共販数量は佐賀県では実績値、他県では佐賀県の共販数量（枚数）

に福岡県 0.734、熊本県 0.660、長崎県 0.014 を乗じて推定した（図 3.3-3）。これらの換算率

は2000～2006年の佐賀県対比である。炭素、窒素、リンへの換算率は各年とも0.857g C/枚、

0.197g N/枚、0.0167g P/枚とした。 
酸処理剤は 1984 年に福岡県と熊本県、1993 年に佐賀県、1994 年に長崎県が使用し始めた

（図 3.3-4）。酸処理剤のTN、TP 含有率およびCOD 換算率は 1999 年と同じにし、表 3.3-3
を用いた。 
施肥は佐賀県だけで行われており、佐賀県の実績値とした。 
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図3.3-3 ノリ共販数量の推移 
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図3.3-4 酸処理剤使用量の推移 

資料：佐賀県，福岡県，熊本県，長崎県 
 

表 3.3-3 1999年の酸処理剤含有率の推定値 
項目 長崎県 佐賀県 福岡県 熊本県 

TN含有率 [%] 1.9 3.3 3.2 1.2 
TP含有率 [%] 6.2 5.0 4.9 6.6 

COD換算率 [%] 31.3 31.3 31.3 31.3 
資料：国調費モデル 
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2)  1930年代、1950年代 
ノリ共販数量は施設免許面積も推移から推定し（4 章参照）、1930 年代では 50 百万枚/年、

1950年代では500百万枚/年とした。施肥は未使用とした。 
 

(6)  懸濁物食者現存量初期値 
懸濁物食者の内訳は、アサリ、サルボウ、タイラギ、アゲマキ、カキ、カキ養殖およびその

他の7種類とした。その他の懸濁物食者以外は水産生物であり年間漁獲量から現存量を推定し

た。推定にあたっては、表 3.3-4 のようにした。なお、堆積物食者、微小藻類の現存量初期値

は現況と同じにした。 
計算にあたって、底生生物の現存量は境界値（現存量の季節変動なし）として扱い、底生生

物が水中および底質へ与えるフラックスを考慮した。 
 

表3.3-4 懸濁物食者の現存量初期値の設定方法 
種類 1930年代 1950年代 1977年、1983年、1990年

アサリ 1950年代と同じ 1950年代の平均漁獲量 
×10（漁獲率0.1） 

対象年をはさむ5ヵ年平均

漁獲量×5（漁獲率0.2） 
サルボウ 計算ケースの最大値 

（1990年） 
1950年代の平均漁獲量 

×5（漁獲率0.2） 
対象年をはさむ5ヵ年平均

漁獲量×5（漁獲率0.2） 
タイラギ 計算ケースの最大値 

（1977年） 
1950年代の平均漁獲量 
×10（漁獲率0.1） 

対象年をはさむ5ヵ年平均

漁獲量×5（漁獲率0.2） 
アゲマキ 計算ケースの最大値 

（1977年） 
1950年代の平均漁獲量 
×10（漁獲率0.1） 

対象年をはさむ5ヵ年平均

漁獲量×5（漁獲率0.2） 
カキ 計算ケースの最大値 

（1977年） 
計算ケースの最大値 

（1977年） 
対象年をはさむ5ヵ年平均

漁獲量×5（漁獲率0.2） 
カキ養殖 計算ケースの最大値 

（1983年） 
計算ケースの最大値 

（1983年） 
対象年をはさむ5ヵ年平均

漁獲量×1.3（漁獲率0.77）
その他 現況と同じ 現況と同じ 現況と同じ 

 
(7)  湾口水質（境界条件） 

湾口の水温、塩分は現況と同じ方法に準じて設定した。 
水質条件は、1977年、1983年、1990年は公共用水域水質調査結果を引用して設定した。た

だし、1930年代、1950年代は実測データが存在しないため、2001年と同様の値を設定した。 
 

(8)  初期値 
計算に用いる水質の初期値は、上記の計算条件において、非定常の1年間の助走計算を実施

し設定した。底質の初期値の作成にあたっては、まず2001年（現況）の計算ケースにおいて、

約 30 年の助走計算（2001 年の環境条件にて 30 年間の繰り返し計算）を実施し、底質濃度や

底泥からの物質輸送量（溶出速度等）が周期定常になる底質濃度を作成する。次にこの底質濃

度を初期値として、各計算ケースの境界条件において非定常の 2 年間の助走計算を実施する。

この助走計算の最終的な底質濃度を初期値として設定した。 
 
 

以上により設定した計算条件を図3.3-5、表3.3-5に示す。 
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図3.3-5 計算条件 
注）2000~2008年は通年計算，1930年代・1950年代のF値，2000年以前の淡水流入量は2001年と同じにした． 
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3.3.2 計算結果の整理 
(1)  計算結果の整理・解析方法 

各年代を想定した感度解析結果の整理・解析方法を図3.3-6に示す。 
 

 

(1) 貧酸素水塊の発生状況の整理

1930 年代・1950 年代・1977 年・1983 年・1990 年・2001 年を想定した感度解析 

(2) 湾内の物質収支の整理 

2.3.2 計算結果の整理 

2.3.3 計算結果の考察 

(1) 貧酸素水塊の発生要因についての考察 

(2) 1950 年代から 1977 年にかけての水質変化に関する考察 

 
図3.3-6 計算結果の整理・解析方法 

 
 
(2)  貧酸素水塊の発生状況の整理 

1)  貧酸素水塊の累積時間 
貧酸素水塊の発生量の整理にあたって、本調査では水産用水基準での貝類への影響を参考に、

表3.3-6に示すように貧酸素水塊を2つの視点により定義した。 
 

表3.3-6 本調査における貧酸素水塊の定義 
定義 濃度範囲 設定根拠 

定義1 
定義2 

DO < 2.1mg/L 
DO < 4.3mg/L 

貝類の致死濃度 
貝類に影響を与える濃度 

 
表3.3-6に示した定義に基づき、年間における貧酸素水塊への累積暴露時間を図3.3-7に示す。 

 
■1930、1950年代には貧酸素水塊の発生はほとんどみられなかったと推測される。 
 
■現況とする2001年に貧酸素化が進行する場所は、湾奥北西部と諌早湾である。 
 
■1977 年、1983 年、1990 年での貧酸素水塊の発生として、諌早湾での発生はなかっ

たものと推測される。一方で、湾奥北西部では2001年に比べると発生規模は小さい

ものの、貧酸素水塊は存在していたものと推測される。 
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図3.3-7(1) 溶存酸素濃度2.1mg/L以下の累積時間 
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図3.3-7(2) 溶存酸素濃度4.3mg/L以下の累積時間 
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2)  貧酸素水塊の容積 
貧酸素水塊の有明海内での容積を年間で積算し、各年代で比較したものを図3.3-8に示す。 
 

 
■ 溶存酸素2.1mg/L以下の水塊の容積は2001年との存在比として、1930・1950年

代で 0.00、1977 年で 0.08、1983 年で 0.24、1990 年で 0.33 であったと推測され

た。 
 
■ 溶存酸素 4.3mg/L 以下の水塊の容積は 2001 年との存在比として、1930 年代で

0.01、1950年代で0.04、1977年で0.31、1983年で0.51、1990年で0.60であっ

たと推測された。 
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※枠内の数値は、現況(2001年)からの比      

図3.3-8(1) 溶存酸素濃度2.1mg/L以下の容積の年間累積値 
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※枠内の数値は、現況(2001年)からの比      

図3.3-8(2) 溶存酸素濃度4.3mg/L以下の容積の年間累積値 
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3)  貧酸素水塊の面積 
最下層格子での貧酸素水塊の面積を年間で積算し、各年代で比較したものを図3.3-10に示す。 

 
■ 溶存酸素2.1mg/L以下の水塊の面積は2001年との存在比として、1930・1950年

代で 0.00、1977 年で 0.11、1983 年で 0.28、1990 年で 0.36 であったと推測され

た。 
 
■ 溶存酸素 4.3mg/L 以下の水塊の面積は 2001 年との存在比として、1930 年代で

0.01、1950年代で0.05、1977年で0.44、1983年で0.62、1990年で0.63であっ

たと推測された。 
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※枠内の数値は、現況(2001年)からの比      

図3.3-10(1) 溶存酸素濃度2.1mg/L以下の面積の年間累積値 
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※枠内の数値は、現況(2001年)からの比      

図3.3-10(2) 溶存酸素濃度4.3mg/L以下の面積の年間累積値 
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(3)  湾内の物質収支の整理 
1)  有明海の海域区分 
図 3.3-12 に示すように有明海を任意に 12 領域に区分し、それぞれの領域での物質（炭素・

窒素・リン・溶存酸素等）の存在量（ストック）と領域間の物質の輸送量（フロー）の変化を

年代ごとに整理した。 

 
図3.3-12 有明海の海域区分 

 
2)  整理方法 
総有機炭素（以降、TOC とする）、総窒素（以降、T-N とする）および総りん（以降、T-P

とする）は各領域での水柱、溶存酸素については各領域および３つの水深区分に分け、それぞ

れ存在量と輸送量および水中での濃度変化量を整理した。 
また、計算結果は各年代での夏季と冬季における存在量と輸送量の変化に着目し整理した。

具体的には、日別値として出力した計算結果を、夏季平均値：8 月平均値、冬季平均値：2 月

平均値として整理した。 
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3)  TOC・T-N・T-P の存在量と輸送量 
各年代における TOC、T-N、T-P の存在量および輸送量を、図 3.3-13～図 3.3-15 に示す。 
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図 3.3-13(1) TOC の存在量と輸送量（8 月平均値） 

 
□内の数字は各領域の存在量（ton） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

1099

1925

129
451

435

1022 A1

A0

3349

4828

1380

A2

7 11
4225

C1
527

5847

1038

2794

28
289

B
786

C2

D1

4160
22

D2

4820

5796 2624

E2 3748

4306

8494

753

F

12357

27

330

水平移流フラックス

88

7219

1930 月

E1

222

3

2358

B2
340

9

TOC (ton/month)

2

1521

年

1567

 

1133

1987

164
455

553

1037 A1

A0

3435

5006

1451

A2

8 15
4301

C1
543

6047

908

2869

36
367

B
806

C2

D1

4196
27

D2

4901

5704 2693

E2 3888

4071

8589

773

F

12397

34

419

水平移流フラックス

111

6948

1950 月

E1

225

4

2361

B2
349

12

TOC (ton/month)

2

1558

年

1587

 

TOC (ton/month)

2

231

102

2433

B2
465

12

1394

10377

2143

E1

488

水平移流フラックス

116

7078

1977年 月

F

40

547

3080

7312

736

3131 868

E2

2027
28

D2

4276

39
514

B
779

C2

D1

4581
1097

635

2603

10 22
2967

C1

2846

3889

1501

A2

2146 A1

A0

206
711

736

1056

1911

 
1983 年 1990 年 2001 年 

1197

2310

219
851

733

2385 A1

A0

3793

4641

1665

A2

11 23
3280

C1

5399
1111

625

3139

43
517

B
1004

C2

D1

2234
31

D2

4751

1980 1058

E243

547

1769

7777

770

月

F

水平移流フラックス

119

5659

1983年

580

1501

10577

2297

E1

276

102

2508

B2
901

13

TOC (ton/month)

2

 

1275

2505

213
993

723

2542 A1

A0

3885

5138

1840

A2

11 21
2954

C1

5952
996

1724

3246

44
509

B
1051

C2

D1

1763
33

D2

4528

124 1134

E244

543

1057

6958

759

月

F

水平移流フラックス

119

1680

1990年

613

1500

8545

2666

E1

273

102

2366

B2
962

14

TOC (ton/month)

2

 

1545

3180

212
1242

684

3084 A1

A0

5143

6509

2224

A2

10 18
3602

C1

7733
1372

2136

4220
465

15
126

458

B
1144

C2

34

D2

6153

807 1424

E2

F

43

524

237

水平移流フラックス

139

2264

年 2

802

D1

1942

12955

3101

月

9911

E1
955

2546

TOC (ton/month)

2001

 
 図 3.3-13(2) TOC の存在量と輸送量（2 月平均値） 

 
 
 

□内の数字は各領域の存在量（ton） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

846

160

73
109

227

135 A1

95
522

998

1295

1655

3 8
1280

400

A2
585

C1

937

5
15

99
1521

12 385

D1
224

55

677
26

862 F

1930年 8

2040

2428 月

水平移流フラックス

A0
267

B C2
2220

D2

1294

13

E1
170

T-N (ton/month)

46

1

378

B2

618

683

E2

 

947

180

94
119

291

161 A1

113
838

1098

1441

1899

4 10
1355

467

A2
671

C1

1017

7
19

127
1602

16 419

D1
254

71

1126
34

1353 F

1950年 8

2147

2477 月

水平移流フラックス

A0
306

B C2
2527

D2

1393

16

E1
183

T-N (ton/month)

51

1

383

B2

663

392

E2

 

206
125

585

200 A1

752

208
1955

364

1290

1994

2774

6 28
1605

706

A2
972

28

1274

11
33

273
1730

25 532

D1

1457

133

2886
57

3102 F

1977年 8

2433

2512 月

水平移流フラックス

A0
420

B

C1
248

C2
3530

D2

1698

820

E2

E1
233

71

24

447

B2

T-N (ton/month)

 
1983 年 1990 年 2001 年 

T-N (ton/month)

77

24

456

B2

1021

E2

E1
239

C1
266

C2
3726

D2

1770

A0
459

B

月

水平移流フラックス

135

3226
62

3445 F

1983年 8

2503

2547

31

1428

12
38

282
1855

29 554

D1

1602

394

1377

2106

2944

8 31
1604

756

A2
1052

228
126

583

257 A1

738

243
2283

 

T-N (ton/month)

77

24

426

B2

1249

E2

E1
247

C1
278

C2
3934

D2

1811

A0
463

B

月

水平移流フラックス

133

3727
64

4111 F

1990年 8

2536

2492

33

1520

13
39

273
1833

31 579

D1

1799

404

1421

2122

3098

8 27
1685

799

A2
1080

221
121

566

207 A1

736

255
2448

 

170
108

482

255 A1

790

82
2452

1436

2041

3013

6 16
1537

778

A2
1085

C1

27

1476

11
50

216
1928

27 583

D1

1758

120

3526
57

3939 F

2001年 8

2680

月

水平移流フラックス

A0
460

B
373

281

C2
3908

D2

1872

1114

E2

E1
252

2738

T-N (ton/month)

 
図 3.3-14(1) T-N の存在量と輸送量（8 月平均値） 

 
 
 

□内の数字は各領域の存在量（ton） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

881

171

39
90

225

232 A1

134
668

1038

1199

1680

2 9
1206

466

A2
648

C1

756

4
12

162
929

10 396

D1
253

133

1151
32

1343 F

1930年 2

1783

1848 月

水平移流フラックス

A0
319

B C2
1978

D2

1219

12

E1
179

T-N (ton/month)

60

1

480

B2

324

91

E2

 

926

181

51
91

289

238 A1

135
744

1120

1252

1788

2 11
1258

508

A2
685

C1

803

5
15

208
946

13 419

D1
265

170

1293
42

1498 F

1950年 2

1840

1871 月

水平移流フラックス

A0
336

B C2
2102

D2

1269

15

E1
191

T-N (ton/month)

61

1

479

B2

338

34

E2

 

T-N (ton/month)

71

25

475

B2

427

E2

E1
282

C1
225

C2
2220

D2

1583

A0
382

B

月

水平移流フラックス

321

1560
73

1458 F

1977年 2

2303

2350

29

489

8
27

456
468

20 582

D1

1063

322

1148

1469

1860

4 32
1242

706

A2
847

104
355

593

621 A1

355

134
812

 
1983 年 1990 年 2001 年 

118
348

590

606 A1

338

132
769

316

1130

1433

1775

5 35
1212

690

A2
825

32

516

10
31

472
471

24 577

D1

1064

325

1524
78

1433 F

1983年 2

2290

2348 月

水平移流フラックス

A0
375

B

C1
221

C2
2122

D2

1567

386

E2

E1
279

70

25

472

B2

T-N (ton/month)

 

116
342

571

596 A1

307

141
759

306

1078

1365

1709

5 30
1139

668

A2
793

32

508

10
31

457
446

25 537

D1

959

320

1410
77

1358 F

1990年 2

2158

2226 月

水平移流フラックス

A0
363

B

C1
211

C2
2018

D2

1482

391

E2

E1
253

70

25

487

B2

T-N (ton/month)

 

89
351

487

682 A1

301

4
969

1085

1381

1740

4 18
951

655

A2
827

25

426

9
45

353
437

22 500

D1

872

289

1831
70

2083 F

2001年 2

2046

月

水平移流フラックス

A0
378

B
270

C1
211

C2
2057

D2

1443

725

E2

E1
237

1968

T-N (ton/month)

 
 図 3.3-14(2) T-N の存在量と輸送量（2 月平均値） 

 
 
 

□内の数字は各領域の存在量（ton） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

49

7

5

7

D1

198

15
14

0
163

D2

0

水平移流フラックス

3

122 117

166

月319

F

5

18

162

4
1

275

73

A2

3

203

A1

1930年 8

28

34
A0

48

106 C2

20

C1

30

E2

50

129

E1

49

265

23

6

0

52

B2
B 13

81

T-P (ton/month)

 

122

9

6

9

D1

211

17
18

0
175

D2

1

水平移流フラックス

4

80 129

181

月326

F

7

22

185

5
2

317

85

A2

4

237

A1

1950年 8

32

39
A0

56

120 C2

23

C1

75

E2

54

143

E1

116

280

25

7

0

53

B2
B 16

88

T-P (ton/month)

 

487

16

10

18

D1

203

14
37

1
190

2

水平移流フラックス

5

149 144

198

月254

F

5

8

24

245

91

7
2

422

119

A2

D2

331

A1

1977年 8

46

51
A0

80

155 C2

30

C1

432

61

272

27
162

E1

240

E2

10

7

67

B2
B 36

T-P (ton/month)

 
1983 年 1990 年 2001 年 

T-P (ton/month)

11

7

68

B2
B 44

304

E2

512

66

290

29
190

E1

58
A0

90

173 C2

33

C1

52

368

A1

1983年 8

11

33

273

93

9
3

467

135

A2

D2

2

水平移流フラックス

6

196 169

215

月263

F

6

573

19

11

20

D1

225

15
38

1
198

 

T-P (ton/month)

11

7

62

B2
B 47

331

E2

600

68

272

30
223

E1

58
A0

93

172 C2

34

C1

52

377

A1

1990年 8

14

28

264

88

10
3

481

135

A2

D2

2

水平移流フラックス

8

250 173

208

月224

F

8

668

20

10

19

D1

203

14
36

1
194

 

470

15

10

14

D1

257

13
28

1
207

水平移流フラックス

6

117 187

245

月361

F

6

272

104

12
2

498

139

A2

D2

1

49

A1

2001年 8

11

32

59
A0

93

185 C2

36

C1

B 16

380

352

34
236

E1

289

E2

76

437

T-P (ton/month)

 
図 3.3-15(1) T-P の存在量と輸送量（8 月平均値） 

 
 
 

□内の数字は各領域の存在量（ton） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

157

3

14

13

D1

116

13
13

0
146

D2

1

水平移流フラックス

2

30 87

149

月226

F

6

30

138

3
1

230

76

A2

3

193

A1

1930年 2

30

39
A0

52

104 C2

20

C1

53

E2

50

139

E1

140

220

24

7

0

65

B2
B 17

43

T-P (ton/month)

 

170

4

18

16

D1

118

13
17

0
151

D2

1

水平移流フラックス

3

26 91

153

月228

F

7

31

143

4
1

239

78

A2

3

201

A1

1950年 2

31

40
A0

55

107 C2

21

C1

59

E2

52

146

E1

151

225

25

8

0

65

B2
B 18

44

T-P (ton/month)

 

T-P (ton/month)

8

3

67

B2
B 21

55

E2

150

55

221

28
105

E1

39
A0

65

108 C2

21

C1

32

172

A1

1977年 2

10

70

131

36

5
2

206

81

A2

D2

1.9

水平移流フラックス

4

28 39

152

月223

F

4

131

7

27

33

D1

50

33
36

0
120

 
1983 年 1990 年 2001 年 

138

9

30

36

D1

51

32
36

0
121

2.1

水平移流フラックス

5

27 42

153

月224

F

6

12

68

132

35

7
2

199

79

A2

D2

165

A1

1983年 2

32

39
A0

63

108 C2

21

C1

153

56

223

28
108

E1

53

E2

8

3

67

B2
B 21

T-P (ton/month)

 

156

10

28

35

D1

49

32
34

1
117

1.7

水平移流フラックス

7

29 43

147

月209

F

7

14

65

128

32

8
3

189

76

A2

D2

159

A1

1990年 2

31

37
A0

60

104 C2

20

C1

158

54

213

27
106

E1

51

E2

8

3

65

B2
B 22

T-P (ton/month)

 

242

7

28

26

D1

59

37
27

0
120

水平移流フラックス

5

61 43

173

月240

F

5

158

37

8
2

229

92

A2

D2

1

A1

2001年 2

11

80

30

43
A0

66

124 C2

24

C1

B 0

190

60

249

30
112

E1

79

E2

214

T-P (ton/month)

 
図 3.3-15(2) T-P の存在量と輸送量（2 月平均値） 

 
 
 

□内の数字は各領域の存在量（ton） 
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4)  TOC・T-N・T-P の水柱内の濃度変化量 
各年代における TOC、T-N、T-P の水柱内濃度変化量を、図 3.3-16～図 3.3-18 に示す。いずれも、正の値は該当領域における正の濃度変化に対応する。なお図中の内部生産は、水中の DIC を取り込み、植物プランクトンが増殖する

量を指すが、本調査では、（内部生産量）＝（植物プランクトンの総生産量）－（植物プランクトンの呼吸による減耗量）と定義した。 
1930 年代 1950 年代 1977 年 

B2

TOC (ton/month)

A0

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

E1

生化学フラックス

E2

F

1930年 8 月

-2157 
58861 

-56821 
0 
2824 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-3444 

29097 
-27449

0 
5766 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-978 
7969 

-9190 
0 
4486 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-632 
2242 

-3937 
0 
2504 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1550 
1696 

-1789 
0 
2078 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5796 
1492 

-2723 
0 
5844 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-3563 

11812 
-9982 

0 
4749 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-549 
4049 

-3048 
0 
6207 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-22 
2470 

-2072 
0 
6217 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3358 
12799 

-1022
2 

0 
1782 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-52 
131 

-1245 
0 

12766 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-792 
14878 

-12443 
0 
303 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

生化学フラックス

E2

F

1950年 8 月

E1

B

D2 D1

C2

C1

A2

A1

A0

TOC (ton/month)

B2

-2025 
59273 

-57411 
0 
3676 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-3534 

29602 
-27449

0 
7198 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-926 
8058 

-9362 
0 
5464 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-621 
2267 

-4020 
0 
3052 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1564 
1726 

-1834 
0 
2298 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5784 
1514 

-2803 
0 
6704 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-3707 

12030 
-1017

9 
0 
5271 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-559 
4089 

-3107 
0 
6911 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-22 
2492 

-2111 
0 
6937 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3459 
12974 

-1036
3 

0 
1958 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-53 
131 

-1267 
0 

13330 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-711 
14938 

-12544 
0 
397 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

B2

TOC (ton/month)

1977年 8 月

A0

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

E1

F

生化学フラックス

E2

-1588 
42079 

-41526 
0 
5939 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-5525 

30564 
-28564 

0 
11113 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1022 
6651 

-8017 
0 

8102 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1010 
2469 

-4433 
0 
4678 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2304 
1746 

-1751 
0 
2809 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5845 
1418 

-2733 
0 

8858 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-5910 

12697 
-9740 

0 
5994 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-755 
3930 

-2953 
0 

8456 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-20 
2423 

-1908 
0 

8162 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-6498 
15687 

-10939 
0 
2071 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-66 
122 

-964 
0 

10853 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-373 
16142 

-13984 
0 
746 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 
1983 年 1990 年 2001 年 

生化学フラックス

E2
E1

F

B

D2 D1

C2

C1

A2

A1

A0

TOC (ton/month)

1983年 8 月

B2

-1044 
40311 

-40131 
0 
6789 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-4724 

28534 
-27114 

0 
12372 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-535 
6010 

-7558 
0 

9042 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-809 
2190 

-4243 
0 
5163 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2031 
1607 

-1688 
0 
2991 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5415 
1259 

-2618 
0 

9705 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-5892 

12440 
-9590 

0 
6648 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-737 
3595 

-2759 
0 

9302 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-20 
2233 

-1796 
0 

9190 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-6151 
14879 

-10482 
0 
2290 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-62 
112 

-966 
0 

11778 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-190 
15645 

-13626 
0 
863 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

B2

TOC (ton/month)

1990年 8 月

A0

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

E1

F

生化学フラックス

E2

-1861 
38585 

-38153 
0 
6944 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-1978 

26171 
-26019 

0 
12732 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-476 
5543 

-7125 
0 

9196 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-316 
1976 

-4063 
0 
5172 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-862 
1384 

-1741 
0 
3357 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5129 
1153 

-2594 
0 

9845 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-1508 

10977 
-10440 

0 
7338 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-404 
3402 

-2743 
0 

9467 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-20 
2104 

-1768 
0 

9048 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1289 
12968 

-11592 
0 
2969 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-8 
114 

-938 
0 

10460 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-969 
15533 

-13195 
0 
872 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

A0

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

E1

F

2001年 8 月

生化学フラックス

E2

TOC (ton/month)

-808 
36225 

-36183 
0 
6292 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-809 

25336 
-2530

4 
0 

11793 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-157 
5634 

-6932 
0 

9212 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-138 
341 

-1339 
0 
5930 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-664 
1267 

-1611 
0 
3243 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4767 
967 

-2201 
0 

10253 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1383 
9682 

-9556 
0 

8364 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-392 
3115 

-2509 
0 

10255 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-21 
1938 

-1811 
0 

10978 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-940 
12051 

-1085
4 

0 
3704 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-12 
110 

-1301 
0 

15716 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

 
図 3.3-16(1) TOC の水柱内濃度変化量（8 月平均値） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

生化学フラックス

E2

F

1930年 2 月

E1

B

D2 D1

C2

C1

A2

A1

A0

TOC (ton/month)

B2

-404 
65089 

-62902 
0 
4 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-555 

33840 
-32052 

0 
19 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-129 
9482 

-10521 
0 
35 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-79 
3136 

-4921 
0 
37 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-194 
1759 

-1945 
0 
31 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-815 
1712 

-2937 
0 
104 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-706 

12123 
-11337 

0 
194 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-83 
4015 

-3048 
0 
169 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4 
2666 

-2406 
0 
209 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-870 
14355 

-12588 
0 
94 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-11 
146 

-939 
0 
1454 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-155 
17286 

-14784 
0 
1 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

B2

TOC (ton/month)

A0

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

E1

生化学フラックス

E2

F

1950年 2 月

-373 
65134 

-62985 
0 
5 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-541 

33967 
-32209 

0 
23 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-118 
9502 

-10554 
0 
40 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-75 
3140 

-4933 
0 
41 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-191 
1766 

-1955 
0 
33 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-812 
1719 

-2951 
0 
111 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-709 

12197 
-11430 

0 
200 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-84 
4026 

-3061 
0 
176 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4 
2673 

-2414 
0 
218 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-873 
14436 

-12680 
0 
96 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-11 
147 

-940 
0 
1469 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-133 
17290 

-14805 
0 
1 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

E2

F

1977年 2 月

E1

B

D2 D1

C2

C1

A2

A1

A0

TOC (ton/month)

生化学フラックス

B2

-316 
50625 

-48699 
0 
1 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-908 

35853 
-33341 

0 
4 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-117 
7605 

-9207 
0 
8 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-95 
3101 

-4859 
0 
10 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-245 
1479 

-1501 
0 
6 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-677 
1423 

-2638 
0 
25 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-1476 

12261 
-10962 

0 
49 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-87 
4073 

-3000 
0 
51 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3 
2598 

-1995 
0 
90 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2313 
17483 

-14390 
0 
26 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-15 
125 

-690 
0 
768 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-51 
17666 

-15268 
0 
1 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 
1983 年 1990 年 2001 年 

生化学フラックス

B2

TOC (ton/month)

A0

A1

A2

C1

B

D2 D1

C2

E1
E2

F

1983年 2 月

-199 
48994 

-47376 
0 
283 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-727 

33911 
-31958 

0 
304 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-74 
6710 

-8504 
0 
473 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-113 
2733 

-4611 
0 
470 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-259 
1401 

-1486 
0 
125 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-832 
1285 

-2560 
0 
474 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-1431 

11713 
-10580 

0 
163 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-103 
3810 

-2866 
0 
305 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3 
2346 

-1864 
0 
256 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2175 
17013 

-14126 
0 
60 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-14 
116 

-684 
0 
884 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-34 
17198 

-14873 
0 
114 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

F

1990年 2 月

E1
E2

B

D2 D1

C2

C1

A2

A1

A0

TOC (ton/month)

B2

生化学フラックス

-323 
47534 

-46018 
0 
616 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-287 

32343 
-30919 

0 
1048 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-71 
6293 

-8125 
0 
936 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-49 
2514 

-4426 
0 
683 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-139 
1280 

-1449 
0 
289 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-954 
1211 

-2509 
0 
858 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-267 

10930 
-10800 

0 
498 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-71 
3642 

-2803 
0 
569 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4 
2208 

-1816 
0 
474 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-278 
15508 

-14198 
0 
184 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2 
116 

-669 
0 
969 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

-194 
16870 

-14531 
0 
116 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

A0

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

E1

F

2001年 2 月

生化学フラックス

E2

TOC (ton/month)

-163 
46041 

-44716 
0 
1012 

-80000 -40000 0 40000 80000 
-138 

32661 
-31319 

0 
1555 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-28 
6581 

-8267 
0 
1333 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-28 
377 

-867 
0 
1276 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-138 
1202 

-1383 
0 
432 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1087 
977 

-2163 
0 
1293 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-268 
9926 

-10181 
0 
922 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-86 
3459 

-2603 
0 
918 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5 
2062 

-1804 
0 
796 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-205 
15210 

-13962 
0 
367 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3 
117 

-866 
0 
1758 

-80000 -40000 0 40000 80000 

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

内部生産

 
 図 3.3-16(2) TOC の水柱内濃度変化量（2 月平均値） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

B2

T-N

E1

F

D1

E2

B

D2

C1

C2

A2

A1

A0

年 月81930

生化学フラックス
(ton/month)

108 
-481 

10755 
-10215 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

214 
-666 

5202 
-4741 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

94 
-175 

1372 
-1523 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

63 
-114 

410 
-695 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

114 
-219 

270 
-247 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

298 
-845 

244 
-372 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

122 
-574 

1483 
-1176 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

68 
-80 

490 
-363 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

57 
-3 

277 
-242 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

62 
-622 

1905 
-1400 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

114 
-5 

14 
-155 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

19 
-216 

2960 
-2406 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

生化学フラックス
(ton/month)

年 月81950

A0

A1

A2

C1

C2

E2

B

D2

B2

T-N

E1

F

D1

123 
-442 

10814 
-10315 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

247 
-673 

5320 
-4875 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

104 
-163 

1388 
-1555 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

70 
-111 

414 
-709 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

123 
-219 

277 
-254 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

317 
-841 

248 
-385 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

134 
-597 

1510 
-1195 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

72 
-82 

496 
-372 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

60 
-3 

281 
-247 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

68 
-642 

1936 
-1418 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

117 
-5 

14 
-158 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

20 
-191 

2962 
-2424 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

F

D1

B2

T-N

E1

年

E2

B

D2

C1

C2

A2

A1

A0

月81977

生化学フラックス
(ton/month)

159 
-315 

7638 
-7433 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

387 
-1059 

5969 
-5344 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

149 
-169 

1174 
-1351 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

108 
-179 

450 
-762 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

178 
-344 

312 
-256 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

366 
-883 

247 
-393 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

203 
-1205 

2184 
-1425 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

93 
-116 

529 
-397 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

60 
-3 

318 
-260 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

120 
-1654 

3420 
-2028 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

98 
-6 

15 
-133 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

27 
-95 

2982 
-2499 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 
1983 年 1990 年 2001 年 

(ton/month)

月81983

生化学フラックス

A0

A1

A2

C1

C2

E2

B

D2

B2

T-N

E1

年

F

D1

171 
-193 

7287 
-7182 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

402 
-873 

5582 
-5108 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

147 
-81 

1053 
-1280 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

111 
-140 

398 
-732 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

179 
-291 

285 
-250 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

379 
-797 

218 
-381 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

210 
-1152 

2062 
-1367 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

98 
-113 

486 
-374 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

63 
-3 

293 
-245 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

123 
-1478 

3077 
-1858 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

101 
-5 

14 
-134 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

31 
-43 

2873 
-2434 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

F

D1

B2

T-N

E1

年

E2

B

D2

C1

C2

A2

A1

A0

月81990

生化学フラックス
(ton/month)

198 
-375 

7162 
-6947 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

357 
-333 

5029 
-4906 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

150 
-76 

977 
-1213 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

101 
-51 

365 
-730 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

126 
-97 

225 
-262 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

375 
-746 

197 
-383 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

140 
-225 

1283 
-1237 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

82 
-59 

451 
-373 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

65 
-3 

268 
-240 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

66 
-222 

1824 
-1593 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

100 
-1 

14 
-133 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

38 
-268 

3104 
-2497 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

E1

F

E2

D1

C1

C2

B

D2

A1

A2

A0

月82001

生化学フラックス

年

T-N (ton/month)

179 
-139 

6594 
-6506 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

305 
-104 

4695 
-4643 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

131 
-23 

962 
-1157 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

99 
-18 

52 
-194 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

117 
-62 

194 
-232 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

368 
-647 

154 
-303 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

139 
-197 

1077 
-1071 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

84 
-53 

374 
-304 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

75 
-3 

219 
-219 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

60 
-160 

1641 
-1448 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

132 
-1 

12 
-168 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

 
図 3.3-17(1) T-N の水柱内濃度変化量（8 月平均値） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

生化学フラックス
(ton/month)

年 月21930

A0

A1

A2

C1

C2

E2

B

D2

B2

T-N

E1

F

D1

17 
-96 

12063 
-11616 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

34 
-83 

6129 
-5814 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

14 
-24 

1696 
-1867 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

9 
-15 

590 
-928 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

19 
-22 

276 
-298 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

47 
-114 

286 
-456 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

22 
-124 

1438 
-1331 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

16 
-11 

503 
-389 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

19 
0 

306 
-281 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

12 
-168 

2010 
-1707 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

47 
0 
15 

-98 
0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

5 
-46 

3444 
-2927 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

B2

T-N

E1

F

D1

E2

B

D2

C1

C2

A2

A1

A0

年 月21950

生化学フラックス
(ton/month)

19 
-86 

12053 
-11618 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

38 
-74 

6168 
-5868 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

15 
-21 

1697 
-1872 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

9 
-14 

590 
-929 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

20 
-20 

278 
-300 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

51 
-111 

287 
-458 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

23 
-125 

1446 
-1339 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

16 
-11 

505 
-391 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

19 
0 

307 
-282 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

12 
-169 

2025 
-1722 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

48 
0 
15 

-98 
0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

5 
-39 

3438 
-2927 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

生化学フラックス
(ton/month)T-N

月21977

A0

A1

A2

C1

C2

年

F

E2

B

D2 D1

B2

E1

18 
-53 

9326 
-8977 

-32 

-16000 -8000 0 8000 16000 

57 
-69 

7069 
-6703 

-39 

-16000 -8000 0 8000 16000 

17 
-18 

1396 
-1686 

-2 

-16000 -8000 0 8000 16000 

12 
-19 

580 
-904 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

24 
-28 

259 
-255 

-4 

-16000 -8000 0 8000 16000 

53 
-99 

253 
-441 

-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

33 
-357 

2198 
-1898 

-18 

-16000 -8000 0 8000 16000 

16 
-13 

586 
-459 

-5 

-16000 -8000 0 8000 16000 

15 
0 

376 
-304 

-2 

-16000 -8000 0 8000 16000 

24 
-579 

3884 
-3084 

-4 

-16000 -8000 0 8000 16000 

35 
0 

16 
-93 
-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

6 
-14 

3366 
-2896 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 
1983 年 1990 年 2001 年 

E1

D1

B2
B

D2

F

E2

C1

C2

A2

A1

A0

月21983年

生化学フラックス
(ton/month)T-N

28 
-36 

8966 
-8666 

-41 

-16000 -8000 0 8000 16000 

70 
-93 

6669 
-6347 

-50 

-16000 -8000 0 8000 16000 

29 
-8 

1218 
-1538 

-3 

-16000 -8000 0 8000 16000 

21 
-17 

507 
-852 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

32 
-27 

243 
-248 

-6 

-16000 -8000 0 8000 16000 

78 
-107 

225 
-423 

-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

37 
-314 

1965 
-1723 

-23 

-16000 -8000 0 8000 16000 

21 
-14 

544 
-433 

-6 

-16000 -8000 0 8000 16000 

18 
0 

334 
-279 

-3 

-16000 -8000 0 8000 16000 

25 
-513 

3550 
-2846 

-5 

-16000 -8000 0 8000 16000 

37 
0 
14 

-92 
-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

8 
-6 

3265 
-2812 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

(ton/month)T-N

月21990年

生化学フラックス

A0

A1

A2

C1

C2

E2

B2
B

E1

D1D2

F

34 
-63 

8906 
-8594 

-40 

-16000 -8000 0 8000 16000 

78 
-31 

6139 
-5913 

-49 

-16000 -8000 0 8000 16000 

36 
-7 

1145 
-1469 

-3 

-16000 -8000 0 8000 16000 

24 
-5 

487 
-859 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

29 
-7 

202 
-228 

-6 

-16000 -8000 0 8000 16000 

89 
-117 

208 
-402 

-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

31 
-32 

1254 
-1274 

-23 

-16000 -8000 0 8000 16000 

21 
-9 

483 
-389 

-6 

-16000 -8000 0 8000 16000 

20 
0 

281 
-242 

-3 

-16000 -8000 0 8000 16000 

15 
-42 

2117 
-1935 

-5 

-16000 -8000 0 8000 16000 

38 
0 
14 

-88 
-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

9 
-50 

3442 
-2938 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

 

E1

F

E2

D1

C1

C2

B

D2

A1

A2

A0

月22001

生化学フラックス

年

T-N (ton/month)

43 
-21 

8473 
-8204 

-9 

-16000 -8000 0 8000 16000 

82 
-2 

6005 
-5792 

-12 

-16000 -8000 0 8000 16000 

44 
-2 

1158 
-1447 

-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

33 
-1 

59 
-137 

0 

-16000 -8000 0 8000 16000 

31 
-5 

179 
-203 

-4 

-16000 -8000 0 8000 16000 

105 
-122 

155 
-315 

-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

37 
-31 

1084 
-1131 

-18 

-16000 -8000 0 8000 16000 

26 
-9 

412 
-314 

-5 

-16000 -8000 0 8000 16000 

27 
0 

227 
-204 

-2 

-16000 -8000 0 8000 16000 

17 
-31 

2030 
-1855 

-4 

-16000 -8000 0 8000 16000 

55 
0 
12 

-94 
-1 

-16000 -8000 0 8000 16000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

 
 図 3.3-17(2) T-N の水柱内濃度変化量（2 月平均値） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

B2

(ton/month)

A0

F

E2
E1

D1D2

B

生化学フラックス

C1

A1

C2

A2

月1930年 8

T-P

11 
-49 

1586 
-1522 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

22 
-82 

821 
-752 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

9 
-21 

213 
-238 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

6 
-13 

60 
-101 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
-28 

49 
-45 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

26 
-118 

41 
-68 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

15 
-104 

330 
-258 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

9 
-11 

111 
-84 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
0 

70 
-60 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

8 
-129 

426 
-307 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

21 
0 
4 

-37 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

2 
-18 

396 
-330 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

T-P

月1950年 8

A2

C2

A1

生化学フラックス

C1

A0

F

E2
E1

D1D2

B
B2

(ton/month)

13 
-44 

1600 
-1540 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

25 
-81 

844 
-776 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
-19 

216 
-244 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

7 
-13 

61 
-104 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
-28 

50 
-46 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

28 
-116 

42 
-70 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

16 
-107 

335 
-262 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

10 
-11 

112 
-85 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
0 

71 
-61 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

8 
-131 

432 
-311 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

22 
0 
4 

-37 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

2 
-16 

398 
-333 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

B2

(ton/month)

月1977

A0

F

E2
E1

D1D2

B

生化学フラックス

C1

A1

C2

A2

年 8

T-P

18 
-32 

1171 
-1146 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

40 
-136 

977 
-868 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

15 
-19 

188 
-215 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
-21 

67 
-113 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

16 
-43 

55 
-45 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

32 
-114 

41 
-68 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

23 
-170 

369 
-250 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

12 
-15 

111 
-80 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
0 

72 
-54 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

13 
-239 

530 
-322 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

19 
1 
4 

-28 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

3 
-7 

420 
-357 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 
1983 年 1990 年 2001 年 

T-P

年 8

A2

C2

A1

生化学フラックス

C1

A0

F

E2
E1

D1D2

B
B2

(ton/month)

月1983

21 
-18 

1127 
-1115 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

42 
-108 

915 
-830 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

16 
-7 

170 
-205 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
-15 

60 
-109 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

17 
-34 

50 
-44 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

34 
-100 

36 
-66 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

24 
-166 

361 
-247 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

12 
-15 

103 
-76 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
0 

67 
-51 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

14 
-217 

495 
-307 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

20 
1 
4 

-28 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

4 
-2 

407 
-348 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

B2

(ton/month)

月1990

A0

F

E2
E1

D1D2

B

生化学フラックス

C1

A1

C2

A2

年 8

T-P

20 
-26 

1066 
-1051 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

38 
-18 

805 
-788 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

17 
-4 

155 
-192 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

12 
-3 

53 
-106 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

12 
-7 

42 
-47 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

34 
-91 

33 
-65 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

19 
-31 

304 
-283 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
-7 

95 
-74 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
0 

60 
-48 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

9 
-39 

421 
-363 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

21 
0 
3 

-25 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

4 
-20 

413 
-343 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

A0

F

E2
E1

D1D2

B

生化学フラックス

C1

A1

C2

A2

月2001年 8

T-P (ton/month)

21 
-5 

1004 
-999 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

35 
2 

769 
-758 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

17 
0 

158 
-188 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

13 
-1 

9 
-32 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

12 
-3 

38 
-44 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

35 
-84 

28 
-57 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

19 
-28 

265 
-258 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

11 
-7 

89 
-71 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

13 
0 

56 
-52 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

9 
-29 

398 
-348 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000

25 
0 
3 

-37 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

 
図 3.3-18(1) T-P の水柱内濃度変化量（8 月平均値） 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

T-P

月1930年 2

A2

C2

A1

生化学フラックス

C1

A0

F

E2
E1

D1D2

B
B2

(ton/month)

2 
-9 

1774 
-1715 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-12 

969 
-919 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

1 
-3 

260 
-288 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

1 
-1 

85 
-133 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

1 
-3 

50 
-54 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
-17 

49 
-81 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-21 

346 
-323 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-1 

113 
-86 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
0 

78 
-70 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-27 

483 
-419 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

9 
1 
4 

-26 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

0 
-3 

465 
-398 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

B2

(ton/month)

A0

F

E2
E1

D1D2

B

生化学フラックス

C1

A1

C2

A2

月1950年 2

T-P

2 
-8 

1774 
-1717 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-10 

975 
-927 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-2 

260 
-289 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

1 
-1 

86 
-134 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-3 

51 
-54 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
-16 

49 
-81 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-20 

347 
-325 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-1 

113 
-87 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
0 

78 
-70 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-26 

486 
-423 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

9 
1 
4 

-26 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

0 
-2 

466 
-399 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

T-P

1977年 2

A2

C2

A1

生化学フラックス

C1

A0

F

E2
E1

D1D2

B

月

B2

(ton/month)

2 
-4 

1419 
-1371 

-3 

-2000 -1000 0 1000 2000 

5 
-10 

1149 
-1085 

-3 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-2 

219 
-266 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

1 
-2 

86 
-133 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-4 

48 
-46 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
-13 

43 
-78 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
-28 

360 
-338 

-2 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-1 

122 
-93 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
0 

83 
-66 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-49 

596 
-510 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

8 
1 
5 

-24 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

1 
-1 

474 
-408 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 
1983 年 1990 年 2001 年 

B2

(ton/month)

A0

F

E2
E1

D1D2

B

生化学フラックス

C1

A1

C2

A2

1983年 2 月

T-P

3 
-3 

1365 
-1324 

-3 

-2000 -1000 0 1000 2000 

6 
-12 

1071 
-1015 

-4 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
0 
190 

-241 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-1 

75 
-126 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-3 

44 
-45 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

6 
-12 

38 
-74 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

5 
-28 

341 
-322 

-2 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-2 

113 
-88 

-1 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
0 
75 

-61 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-46 

571 
-492 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

8 
1 
4 

-24 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

1 
0 

460 
-396 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

T-P

月

A2

C2

A1

生化学フラックス

C1

A0

F

E2
E1

D1D2

B
B2

(ton/month)

1990年 2

3 
-3 

1296 
-1258 

-3 

-2000 -1000 0 1000 2000 

7 
2 

940 
-905 

-4 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
1 
172 

-223 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
1 
69 

-121 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
1 
37 

-41 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

7 
-13 

35 
-71 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

5 
-2 

312 
-317 

-2 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-1 

106 
-84 

-1 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
0 
69 

-58 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

2 
-5 

517 
-476 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

9 
0 
4 

-22 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

1 
-4 

459 
-393 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

 

A0

F

E2
E1

D1D2

B

生化学フラックス

C1

A1

C2

A2

月2001年 2

T-P (ton/month)

4 
1 

1262 
-1227 

-1 

-2000 -1000 0 1000 2000 

8 
5 

949 
-914 

-1 

-2000 -1000 0 1000 2000 

6 
1 
180 

-226 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
1 
10 

-23 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
1 
34 

-38 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

9 
-14 

28 
-59 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

5 
-3 

278 
-290 

-2 

-2000 -1000 0 1000 2000 

4 
-1 

98 
-74 

0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

5 
0 
61 

-52 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

3 
-4 

513 
-472 

0 

-2000 -1000 0 1000 200

11 
0 
4 

-24 
0 

-2000 -1000 0 1000 2000 

底泥

底生生物

巻上げ

沈降

ノリ生産

 
図 3.3-18(2) T-P の水柱内濃度変化量（2 月平均値） 

 
 



 453

5)  溶存酸素の存在量と水平輸送量 
各年代における溶存酸素の存在量および水平輸送量を、図 3.3-19～図 3.3-20 に示す。なお、水深 3m および 15m を境とし、3 段に分けて整理した。白いメッシュは該当の水深より浅いメッシュを表す。 
 

 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
30

年
代

 

6712
2158

3056

月6814 8

15979

A1

29
37127

65

E1

1930

4232

55179 F

89

190
59232

16733

3895

879

468

409

D1

8648

1544
33605

69

2687

2698

29

26239

2465

1390

49692 13445

年

A2

D2

24

2663
A0

3780

2651 C2

1021

C1

B 4397

8179

E2

第1層～第5層

水平移流フラックス

DO (ton/month)

831

167

B2

580

 

7750

24769 1930年 8

DO (ton/month)

第6層～第10層

月

水平移流フラックス

14413

50603

F153741

81323 10102

E1
1982

E2 16634

D2
21455

10364
5112

21600

5267

A2
3336

17663

C1

9024 C2B 931
25144

26871

1324

D1

5917

A1

7102

27498
2260

446

B2

74

2739

 

138207

154058

26

186
E2 7503

42580

16339

13877
422

E1

D2

D1

43

3454

21

A0

A1

A2

C1

278

16

5018 C2

33560

1
762

F255508

30568

B

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

41802 1930年 8 月

B2

 

19
50

年
代

 906

167

B2

573

水平移流フラックス

DO (ton/month)

第1層～第5層

2602
A0

3699

2538 C2

978

C1

B 4031

7787

A2

D2

24

29

25007

2363

1363

48121 13191

年

879

468

409

D1

8273

1498
32053

69

2631

3067

54505 F

89

190
57890

16411

3808

29
35573

65

E1

1950

4137

6581
2158

2952

月6759 8

15470

A1

E2

 

A0

390

B2

72

2591

1253

D1

4879

A1

6501

26585
2126

8414 C2B 1235
23322

4934

A2
3169

16557

C1

24093

20116
9866

4894

9678

E1
1908

E2 16304

水平移流フラックス

13952

47587

F151832

24551 1950年 8

DO (ton/month)

第6層～第10層

月

7306

77481

D2

20861

 

B2

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

41545 1950年 8 月

F257493

29760

B

1
689

C1

265

40

4658 C2

30552
38

3180

20

A0

A1

A2

D2

D1

178
E2 7197

40558

15413

13237
400

E1

137975

149826

24

 
図 3.3-19(1) 溶存酸素の存在量および水平輸送量（8 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
77

年
 

E2

第1層～第5層

54084

1255
14785

水平移流フラックス

DO (ton/month)

A0

3447

2263 C2

867

C1

B 2960

14715

2125

1977年 8 月

A2

D2

49506

29

2313

190

6803

2845

21059

2123

A1

925

470

411

D1

8050

982

89

6234

1377
28281

31866

69

2362

3388

29

2693

E1

24

B2

538

167

6061

F

3541

44238 12078

65

 

1786

C2B
6160

D2

1711

E1

2205
D1

4888

25024

1053
4113

A1

2758
16334

19284

1873
18465

13663

C1

1824 A2

6877

16479
8596

4317

68270 8727

E2 15256

12491

43827

F137845

21648 1977年 8 月

水平移流フラックス

DO (ton/month)

第6層～第10層

205

B2

68

 

月

493

A2

22624

2451

37

205

36039 1977年 8

6202

DO (ton/month)

第11層～第15層

117798

水平移流フラックス

D1

13112

131916

E1
157

E2

F206480

26376

347

B
35019

18

A1

16

D2

1

C1

B2

11472

99

A0

3750 C2

 

19
83

年
 B2

528

168

6034

F

3483

42786

29975

69

2334

3225

29

2605

E1

24

926

470

411

D1

7880

999

89

5870

1324
26611

2244

190

6167

3631

19640

2014

A1

12305

65

A2

D2

49995

29

1983年 8 月

A0

3343

2151 C2

825

C1

B 1935

14082

2124

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

54800

1242
15132

 

66

108

B2

8 月

水平移流フラックス

DO (ton/month)

第6層～第10層

F138550

21479 1983年

E2 15593

12070

43071

16153
8115

4108

64232 9180

13455

17976

2350
16202

12044

C1

814 A2

6203

D1

4144

24476

950
3586

A1

2535

2020

1645

E1

1635

C2B
5487

D2

 

3365 C2
134

A0

D2

1

C1

B2

10886
326

B
33477

16

A1

15

F210151

25676

DO (ton/month)

第11層～第15層

120691

水平移流フラックス

D1

12302

128959

E1
150

E2

35824 1983年 8

5817

月

407

A2

18976

2111

33

185

 
図 3.3-19(2) 溶存酸素の存在量および水平輸送量（8 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
90

年
 B2

527

168

5974

F

3427

42357

29112

69

2397

3035

29

2563

E1

24

925

469

410

D1

7938

904

89

5799

1314
26511

2206

190

5825

3835

19409

1973

A1

12518

65

A2

D2

50057

29

1990年 8 月

A0

3286

2107 C2

831

C1

B 1911

13879

2122

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

53977

1332
15813

 

66

109

B2

8 月

水平移流フラックス

DO (ton/month)

第6層～第10層

F136348

21368 1990年

E2 16231

11812

41180

15312
7888

4067

62426 8927

11920

17778

2496
15821

11085

C1

582 A2

5920

D1

3856

23989

904
3380

A1

2435

1968

1635

E1

1581

C2B
4833

D2

 

3195 C2
113

A0

D2

1

C1

B2

10598
315

B
33453

15

A1

14

F216219

25322

DO (ton/month)

第11層～第15層

121749

水平移流フラックス

D1

11856

127728

E1
146

E2

35959 1990年 8

5550

月

372

A2

17415

1947

23

165

 

20
01

年
 

26898

69

2309

3380

40764 10081

2455

E1

924

467

409

D1

8287

5536

1251
24794

65

2107

190

5338

4454

2915

250
29

17288

1854

A1

2001

24

6431

F

A2

D2

52058

29

年 8 月

A0

3110

1984 C2

783

C1

B 458

12819

2118

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

52657

1318
15987

 

8 月

水平移流フラックス

DO (ton/month)

第6層～第10層

F144870

23215 2001年

E2 14738

11371

34318

13162
7214

3699

57329 9201

9447

16636

3698
14562

9959

C1

200 A2

5108

D1

3241

20301

827
2933

A1

2206

1583

1518

E1

1411

C2B
3792

D2

 

2707 C2
201

D2

9805
283

B
29388

12

A1
1

C1
12

F265382

25261

A0

DO (ton/month)

第11層～第15層

132492

水平移流フラックス

D1

10665

122447

E1
134

E2

39981 2001年 8

5357

月

296

A2

13676

1233

8

123

 
 図 3.3-19(3) 溶存酸素の存在量および水平輸送量（8 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
30

年
代

 494

142

B2

850

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

3991
A0

5558

3939 C2

1540

C1

B 1865

13927

A2

D2

78

32

34873

3714

1992

717

1722

1543

D1

18210

2262
31798

89

3788

8061

38368 F

103

374
43308

24074

5200

37561 15670

年

30
38511

70

E1

1930

1426

6204
3077

4338

月8253 2

21905

A1

 

350

B2

108

4336

2123

D1

13520

A1

12215

33762
3628

14819 C2B 3960
25459

50316

21895

5903

A2
5248

24276

C1

D2
28752

15920
7829

66399 11130

E1
2962

E2 16455

20428

55564

F109461

30356 1930年 2 月

水平移流フラックス

DO (ton/month)

第6層～第10層

9106

 

B2

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

50634 1930年 2 月

F159648

42773

B

35

A0

A1
2

1381

A2

C1

359

182

8593 C2

46852
49

5144

D2

D1

288
E2 11946

43093

24203

21638
677

E1

101640

127326

45

 

19
50

年
代

 497

142

B2

850

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

A0

5552

3935 C2

1538

C1

B 1867

13921

3989

32

34832

3711

1989

A2

D2

78

89

3783

8061

374
43269

24047

5196

717

D1

18186

2261
31761

30
38481

70

E1

1950

38354 F

103

月8251 2

21886

A1

37523 15652

年

1722

1543

1425

6202
3077

4333

 

349

B2

108

4332

2122

D1

13500

A1

12201

33718
3623

14800 C2B 3967
25423

50246

28713
15901

7818

21880

A2
5242

66314 11112

E1
2959

E2 16434

20410

55479

F109417

30349 1950年 2 月

水平移流フラックス

DO (ton/month)

第6層～第10層

A0

9096

D2

5897

24248

C1

 

B2

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

50623 1950年 2 月

F159704

42738

B

35

A0

A1
2

1379

A2

C1

D1

182

8581 C2

46787

21612
676

E1

D2

358

49

5137

288
E2 11932

43047

24170

45

101638

127222

 
図 3.3-20(1) 溶存酸素の存在量および水平輸送量（2 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
77

年
 464

142

B2

837

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

3788
A0

5439

3928 C2

1531

C1

B 1006

16062 A1

1977

A2

D2

78

32

27462

3713
18768

2

374
45334

12652

E1

5177

749

1736

1549

D1

24952

2257
32480

89

3648

1076

30
44525

71

38115 F

2114

103

1206
3063

4321

月8130

2001

39463 9903

年

 

289

B2

108

4322

2134

D1

8641

A1

12192

32514
3610

6540
14772 C2B 4642

26018

42971

20145

7679

A2
5249

20441

C1

D2
20597

15869
7778

66248 3400

E1
2956

E2 16092

水平移流フラックス

20351

59485

F110389

DO (ton/month)

第6層～第10層

29898 1977年 2 月

 

B2

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

49777 1977年 2 月

F152217

42597

10

A0

B 5061

A1
2

1376

A2

C1
35

E1

596

310

8569 C2

47072

D2

288
E2 14129

46474

23803

21593
674

104977

115200

45
D1

 

19
83

年
 481

143

B2

851

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

3817
A0

5459

3949 C2

1533

C1

B 1119

16116 A1

1983

A2

D2

78

32

27214

3743
18830

2

374
46681

12818

E1

5178

750

1739

1551

D1

24627

2296
32936

89

3645

1550

30
45498

71

38403 F

1865

103

1200
3064

4324

月8129

1999

40086 9937

年

 

258

B2

110

4379

2148

D1

8296

A1

12229

32456
3609

6401
14792 C2B 4805

26467

42631

19465

7816

A2
5261

19743

C1

D2
20642

15830
7745

66705 3832

E1
2942

E2 16056

水平移流フラックス

20303

60906

F110799

DO (ton/month)

第6層～第10層

29880 1983年 2 月

 

B2

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

49738 1983年 2 月

F152745

42445

5

A0

B 4853

A1
2

1375

A2

C1
35

E1

556

274

8545 C2

46641

D2

286
E2 13689

46796

23392

21485
670

107470

115962

45
D1

 
図 3.3-20(2) 溶存酸素の存在量および水平輸送量（2 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
90

年
 455

143

B2

852

水平移流フラックス

DO (ton/month)

E2

第1層～第5層

3854
A0

5546

3987 C2

1548

C1

B 742

16002 A1

1990

A2

D2

78

32

27616

3789
19135

2

374
47273

13089

E1

5199

750

1739

1550

D1

24666

2318
33325

89

3690

1502

30
45745

71

40122 F

1745

103

1222
3064

4350

月8101

2023

40502 10159

年

 

294

B2

111

4419

2168

D1

7927

A1

12331

32246
3638

6220
14888 C2B 5252

27130

42646

19449

8018

A2
5330

19901

C1

D2
20461

15877
7795

67714 4008

E1
2958

E2 16470

水平移流フラックス

20322

62632

F110414

DO (ton/month)

第6層～第10層

29759 1990年 2 月

 

B2

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

49501 1990年 2 月

F154772

42340

5

A0

B 4787

A1
2

1383

A2

C1
35

E1

550

289

8572 C2

46796

D2

286
E2 13605

47251

23217

21475
671

108571

116426

45
D1

 

20
01

年
 

1219
3067

4320

月8235

2014

40936 8372

年

30
46148

71

39824 F

2058

236

749

1733

1547

D1

24419

2344
33478

90

3641

1507

2

375
47735

12282

E1

5191

19113

A1

2001

A2

D2

78

32

27082

3787

3871
A0

5548

3967 C2

1538

C1

B 967

16587

E2

第1層～第5層

水平移流フラックス

DO (ton/month)

 

DO (ton/month)

第6層～第10層

30252 2001年 2 月

水平移流フラックス

20212

62922

F112622

70118 5028

E1
2925

E2 16560

D2
19193

15689
7649

4425

41098

19952

8114

A2
5310

19179

C1

6236
14732 C2B 6570

28290

2173

D1

7796

A1

12253

31358
3602

 

D1

109634

116183

282
E2 13169

45641

22965D2

21159
660

E1

551

286

8444 C2

45415

45

B 3686

A1
2

1367

A2

C1
35

A0

F159911

42135

6

DO (ton/month)

第11層～第15層

水平移流フラックス

50454 2001年 2 月

 
 図 3.3-20(3) 溶存酸素の存在量および水平輸送量（2 月平均値） 
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6)  溶存酸素の水柱内の鉛直輸送量および濃度変化量 
各年代における、8 月の溶存酸素の鉛直輸送量および濃度変化量を図 3.3-19 に示す。いずれも、正の値は該当領域における溶存酸素の正味の流入または正の濃度変化に対応する。白いメッシュは該当の水深より浅いメッシュを表す。 
 

 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
30

年
代

 

B2

F

1930

A1

C2

A2

B

E2
E1

D1D2

C1

第1層～第5層

DO

鉛直輸送量・濃度変化量
(ton/month)

月年 8

A0

7844 
4637 
2918 

-274 
-486 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4019 
11384 

3684 
-318 
-398 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

13738 
8250 

4397 
-10 
-13 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2391 
3922 
2162 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1236 
4819 
3200 

-422 
-340 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-53667 
12870 

6583 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

12271 
10223 

4687 
-786 
-524 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-15720 
16018 

7047 
-43 
-37 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-31450 
19202 

4824 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2275 
3592 
2809 

-861 
-415 

0 

-80000 -40000 0 40000 8000

-38077 
36651 

-2778 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

241 
322 
580 

-151 
-151 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

鉛直輸送量・濃度変化量

B2 B

D2

C2

E2
E1

D1

F

81930

第6層～第10層

年

DO (ton/month)

月

A1

C1

A2

A0

-7844 
0 

-1148 
-774 

-1083 

-80000 -40000 0 40000 80000 

4019 
-62 

-2677 
-2069 
-2749 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-13738 
30770 

-8467 
-588 

-1098 

-80000 -40000 0 40000 80000 

2391 
3300 

-1835 
-573 

-1141 

-80000 -40000 0 40000 80000 

53667 
-12267 

-8781 
-710 
-546 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-12271 
15552 

-3670 
-1276 
-1547 

-80000 -40000 0 40000 80000 

15720 
71558 

-8435 
-190 
-247 

-80000 -40000 0 40000 80000 

31450 
-67441 

-10431 
0 

-29 

-80000 -40000 0 40000 80000 

2275 
6774 

-1326 
-577 
-529 

-80000 -40000 0 40000 8000

38077 
71170 

-4718 
-25 

-632 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

-241 
-1 

-51 
-66 
-66 

-80000 -40000 0 40000 80000 

1236 
-491 

-2448 
-1057 
-897 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

鉛直輸送量・濃度変化量

B2

A1

B

A2

F

A0

C1

C2

E2

D2 D1

E1

1930年 8 月

DO (ton/month)

第11層～第15層

62 
-3 

-15 
-14 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-30770 
-1537 

-370 
-635 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3300 
-50 
-32 
-41 

-80000 -40000 0 40000 80000 

12267 
-10366 

-3955 
-2551 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-15552 
-654 
-53 

-215 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-71558 
-20820 

-286 
-1203 

-80000 -40000 0 40000 80000 

67441 
-41133 

-20 
-1442 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-6774 
-281 
-12 

-120 

-80000 -40000 0 40000 8000

-71170 
-41965 

-104 
-2587 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

491 
-99 

-233 
-164 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

19
50

年
代

 

鉛直輸送量・濃度変化量

B2

F

1950

A1

C2

A2

B

E2
E1

D1D2

C1

月年 8

第1層～第5層

(ton/month)DO

A0

5557 
5414 
4049 

-291 
-569 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-7260 
13407 

5028 
-354 
-458 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

9536 
9345 
6030 

-10 
-15 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4116 
4447 
2958 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2940 
5089 
4042 

-440 
-358 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-55136 
13995 

8576 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

9739 
11131 

5664 
-844 
-571 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-18207 
17013 

8929 
-45 
-39 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-33406 
20226 

6317 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3010 
3840 
3294 

-905 
-454 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-39394 
37652 

-1780 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（下段）
水中での生産・消費

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

150 
360 
736 

-153 
-171 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

鉛直輸送量・濃度変化量

B2

D2

C2

E1

D1

E2

81950

第6層～第10層

年

DO (ton/month)

月

C1

A2

A0

A1

F

B

5557 
0 

-1821 
-808 

-1234 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-7260 
-62 

-3996 
-2233 
-3085 

-80000 -40000 0 40000 80000 

9536 
27336 

-11565 
-587 

-1202 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4116 
3013 

-2724 
-585 

-1268 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-55136 
-12886 
-11485 

-719 
-565 

-80000 -40000 0 40000 80000 

9739 
14519 

-4450 
-1337 
-1650 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-18207 
67863 

-10295 
-198 
-261 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-33406 
-66300 

-12126 
0 

-31 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3010 
6444 

-1566 
-600 
-561 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-39394 
71978 

-5615 
-26 

-649 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

150 
-1 

-74 
-67 
-75 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2940 
-544 

-3178 
-1075 
-926 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

鉛直輸送量・濃度変化量

B2

A1

B

A2

F

D2

A0

C1

C2

E2

1950年 8 月

DO (ton/month)

第11層～第15層

D1

E1

-62 
-4 

-15 
-15 

-80000 -40000 0 40000 80000 

27336 
-1874 

-364 
-683 

-80000 -40000 0 40000 80000 

3013 
-60 
-32 
-43 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-
12886 

-1196
0 

-3997 
-2600 

-80000 -40000 0 40000 80000 

14519 
-727 

-55 
-231 

-80000 -40000 0 40000 80000 

67863 
-22857 

-295 
-1288 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-66300 
-43959 

-21 
-1522 

-80000 -40000 0 40000 80000 

6444 
-305 
-12 

-128 

-80000 -40000 0 40000 80000

71978 
-43203 

-106 
-2656 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

-544 
-118 
-237 
-167 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 
図 3.3-21(1) 溶存酸素の鉛直輸送量および濃度変化量（8 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
77

年
 

第1層～第5層

DO

鉛直輸送量・濃度変化量

E2
E1

D1D2

C1

A0

B

A1

F

C2

A2

B2

(ton/month)

月1977年 8

-481 
8144 
6050 

-269 
-661 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-17027 
20509 

7162 
-412 
-430 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

366 
12397 
9821 

-12 
-18 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-9020 
6201 
5059 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-7842 
5519 
6388 

-690 
-444 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-57966 
17040 
13392 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

3697 
12219 
8739 

-1334 
-579 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-24935 
19048 

13674 
-82 
-49 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-36798 
20223 

11104 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4584 
3474 
5415 

-1649 
-515 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-42530 
25913 

11273 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

再ばっ気
底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

-266 
446 
1394 

-183 
-402 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

第6層～第10層

F

1977年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

E1
E2

(ton/month)DO

D2

D1

C1

C2

A0

A1

B

A2

B2

481 
0 

-3351 
-884 

-1646 

-80000 -40000 0 40000 80000 

17027 
-66 

-7179 
-3546 
-4130 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-366 
18134 

-19280 
-684 

-1402 

-80000 -40000 0 40000 80000 

9020 
2252 

-5253 
-948 

-1689 

-80000 -40000 0 40000 80000 

7842 
-686 

-4892 
-1450 
-1056 

-80000 -40000 0 40000 80000 

57966 
-13917 

-17761 
-855 
-619 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-3697 
12054 

-5804 
-2072 
-1834 

-80000 -40000 0 40000 80000 

24935 
56327 

-13411 
-350 
-312 

-80000 -40000 0 40000 80000 

36798 
-62501 

-13652 
0 

-29 

-80000 -40000 0 40000 80000 

4584 
5500 

-1920 
-1050 
-649 

-80000 -40000 0 40000 80000

42530 
57647 

-7058 
-40 

-513 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

266 
0 

-174 
-86 

-188 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

F

D2 D1

C2

B

A1

A2

C1

DO (ton/month)

第11層～第15層

1977年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

E1

E2

A0

B2

66 
-7 

-17 
-17 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-18134 
-2851 

-445 
-785 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2252 
-87 
-34 
-45 

-80000 -40000 0 40000 80000 

686 
-169 
-263 
-173 

-80000 -40000 0 40000 80000 

13917 
-15665 

-4105 
-2656 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-12054 
-815 

-57 
-257 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-56327 
-24623 

-302 
-1435 

-80000 -40000 0 40000 80000 

62501 
-41077 

-20 
-1446 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5500 
-315 
-12 

-137 

-80000 -40000 0 40000 80000

-57647 
-31702 

-165 
-2100 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

 

19
83

年
 

B2

(ton/month)

月1983年 8

F

C2

A2

A1

C1

A0

B

E2
E1

D1D2

鉛直輸送量・濃度変化量

第1層～第5層

DO

-2781 
8363 
7197 

-219 
-718 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-19048 
21602 

8694 
-412 
-448 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-3769 
13002 
11389 

-10 
-17 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-11058 
6375 
5915 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-9337 
5593 
7168 

-676 
-440 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-57785 
17779 
15210 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

1990 
13466 

9091 
-1330 

-602 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-27048 
20122 

15188 
-79 
-48 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-37386 
21847 

11958 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5039 
3853 
5570 

-1607 
-538 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-44952 
27794 

11624 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

-393 
381 
1596 

-141 
-429 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

B2

A2

B

A0

A1

C1

C2

D2

D1

E1
E2

(ton/month)DO

第6層～第10層

F

1983年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

2781 
0 

-4232 
-667 

-1661 

-80000 -40000 0 40000 80000 

19048 
-59 

-8632 
-3255 
-4147 

-80000 -40000 0 40000 80000 

3769 
14368 

-22822 
-391 

-1301 

-80000 -40000 0 40000 80000 

11058 
1906 

-6538 
-795 

-1665 

-80000 -40000 0 40000 80000 

9337 
-708 

-5490 
-1306 
-1009 

-80000 -40000 0 40000 80000 

57785 
-12642 

-20409 
-781 
-592 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1990 
11150 

-6348 
-2040 
-1861 

-80000 -40000 0 40000 80000 

27048 
54030 

-14848 
-342 
-317 

-80000 -40000 0 40000 80000 

37386 
-58483 

-14853 
0 

-31 

-80000 -40000 0 40000 80000 

5039 
5109 

-2067 
-1020 
-661 

-80000 -40000 0 40000 80000

44952 
57358 

-7573 
-39 

-530 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

393 
0 

-209 
-66 

-200 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

B2

A0

E1

E2

DO (ton/month)

第11層～第15層

1983年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

F

59 
-8 

-12 
-16 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-14368 
-3146 

-272 
-736 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1906 
-97 
-31 
-44 

-80000 -40000 0 40000 80000 

708 
-177 
-246 
-166 

-80000 -40000 0 40000 80000 

12642 
-16972 

-3885 
-2537 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-11150 
-866 

-58 
-270 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-54030 
-25928 

-309 
-1517 

-80000 -40000 0 40000 80000 

58483 
-42892 

-21 
-1538 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5109 
-331 
-13 

-144 

-80000 -40000 0 40000 80000

-57358 
-32609 

-158 
-2167 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

 
図 3.3-19(2) 溶存酸素の鉛直輸送量および濃度変化量（8 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
90

年
 

B2

(ton/month)

月1990年 8

F

C2

A2

A1

C1

A0

B

E2
E1

D1D2

鉛直輸送量・濃度変化量

第1層～第5層

DO

-3989 
8641 
7852 

-331 
-733 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-18917 
20211 

9685 
-204 
-395 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-4959 
12850 
11994 

-13 
-18 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-11047 
6293 
6070 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-10305 
6658 
6786 

-298 
-347 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-57290 
17543 
15985 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

1989 
14353 

7502 
-370 
-496 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-28001 
19950 

15930 
-18 
-31 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-38022 
20682 

12907 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-5745 
5876 
3617 

-427 
-478 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-41370 
24423 

12713 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

再ばっ気
底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

-484 
512 
1702 

-364 
-437 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

B2

A2

B

A0

A1

C1

C2

D2

D1

E1
E2

(ton/month)DO

第6層～第10層

F

1990年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

3989 
0 

-4471 
-1135 
-1701 

-80000 -40000 0 40000 80000 

18917 
-56 

-9685 
-1978 
-3905 

-80000 -40000 0 40000 80000 

4959 
12826 

-23709 
-377 

-1245 

-80000 -40000 0 40000 80000 

11047 
1739 

-6571 
-389 

-1671 

-80000 -40000 0 40000 80000 

10305 
-641 

-5708 
-765 
-887 

-80000 -40000 0 40000 80000 

57290 
-11649 

-21693 
-599 
-561 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1989 
10598 

-6696 
-863 

-1788 

-80000 -40000 0 40000 80000 

28001 
52051 

-15858 
-98 

-258 

-80000 -40000 0 40000 80000 

38022 
-57377 

-16245 
0 

-32 

-80000 -40000 0 40000 80000 

5745 
4814 

-2167 
-275 
-573 

-80000 -40000 0 40000 80000

41370 
62394 

-7681 
-6 

-532 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

484 
0 

-193 
-170 
-204 

-80000 -40000 0 40000 80000 

 

B2

A0

E1

E2

DO (ton/month)

第11層～第15層

1990年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

F

56 
-8 

-10 
-15 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-12826 
-3212 

-172 
-738 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1739 
-101 
-31 
-43 

-80000 -40000 0 40000 80000 

641 
-165 
-209 
-157 

-80000 -40000 0 40000 80000 

11649 
-17578 

-3790 
-2512 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-10598 
-923 

-60 
-281 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-52051 
-26339 

-317 
-1569 

-80000 -40000 0 40000 80000 

57377 
-42407 

-21 
-1593 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4814 
-354 
-14 

-152 

-80000 -40000 0 40000 80000

-62394 
-29570 

-23 
-2178 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

 

20
01

年
 

(ton/month)

月2001年 8

F

C2

A2

A1

C1

A0

B

E2
E1

D1D2

鉛直輸送量・濃度変化量

第1層～第5層

T-P

-4750 
6176 
9838 

-211 
-655 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-19049 
16589 

12878 
-140 
-359 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-9496 
13312 
13703 

-8 
-16 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-13692 
6811 
6525 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-11782 
6151 
7696 

-272 
-324 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-54625 
18130 
17745 

0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-2878 
16223 

8197 
-372 
-495 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-31116 
21164 
17610 

-18 
-32 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-42995 
25673 

13118 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4922 
7448 

3654 
-355 
-453 

0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-45266 
40579 

4024 
0 
0 
0 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

 

A2

B

A0

A1

C1

C2

D2

D1

E1
E2

(ton/month)DO

第6層～第10層

F

2001年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

4750 
0 

-4601 
-677 

-1515 

-80000 -40000 0 40000 80000 

19049 
-51 

-10092 
-1122 
-3470 

-80000 -40000 0 40000 80000 

9496 
9548 

-24127 
-118 

-1064 

-80000 -40000 0 40000 80000 

13692 
1026 

-7146 
-189 

-1708 

-80000 -40000 0 40000 80000 

11782 
-709 

-6116 
-629 
-804 

-80000 -40000 0 40000 80000 

54625 
-11511 

-23074 
-550 
-526 

-80000 -40000 0 40000 80000 

2878 
9229 

-8463 
-809 

-1755 

-80000 -40000 0 40000 80000 

31116 
46817 

-18691 
-101 
-265 

-80000 -40000 0 40000 80000 

42995 
-56497 

-20906 
0 

-39 

-80000 -40000 0 40000 80000 

4922 
4574 

-2854 
-127 
-552 

-80000 -40000 0 40000 80000

45266 
78602 

-11076 
-7 

-735 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

 

A0

E1

E2

DO (ton/month)

第11層～第15層

2001年 8 月

鉛直輸送量・濃度変化量

A1

A2

C1

C2

B

D2 D1

F

51 
-8 
-8 

-14 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-9548 
-2897 

-67 
-647 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-1026 
-104 
-29 
-39 

-80000 -40000 0 40000 80000 

709 
-160 
-192 
-143 

-80000 -40000 0 40000 80000 

11511 
-17866 

-3613 
-2285 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-9229 
-1029 

-62 
-291 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-46817 
-30394 

-325 
-1645 

-80000 -40000 0 40000 80000 

56497 
-55681 

-24 
-1940 

-80000 -40000 0 40000 80000 

-4574 
-417 
-14 

-164 

-80000 -40000 0 40000 80000

-78602 
-49222 

-27 
-3006 

-80000 -40000 0 40000 80000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での消費・生産

底生生物

底泥＋巻上げ

-6-336

 
 図 3.3-19(3) 溶存酸素の鉛直輸送量および濃度変化量（8 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
30

年
代

 

鉛直輸送量・濃度変化量

第1層～第5層

DO (ton/month)

月

E2
E1

D1D2

C1

A0

B

A1

C2

A2

1930年 2

B2

F

18794 
-152 

1790 
-56 

-105 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

18640 
-227 

3212 
-39 
-42 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

14828 
-84 

1909 
-1 
-1 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

20 
-11 

1428 
0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

10519 
-2 

1244 
-62 
-33 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-46412 
125 
2952 
0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

30921 
259 
3275 

-126 
-99 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-16674 
695 
3669 

-7 
-6 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-23831 
1798 
3843 

0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

5371 
126 
1714 

-157 
-80 

0 

-60000 -30000 0 30000 6000

-13660 
6018 

2722 
0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（下段）
水中での生産・消費

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

289 
-30 

415 
-40 
-42 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

A0

A1

A2

1930年

DO (ton/month)

月

F

2

第6層～第10層

E2
E1

D1

C1

鉛直輸送量・濃度変化量

B

D2

C2

B2

-18794 
0 

-115 
-123 
-145 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-18640 
-41 

-341 
-271 
-330 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-14828 
46449 

-726 
-86 

-148 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-20 
5095 

-233 
-76 

-146 

-60000 -30000 0 30000 60000 

46412 
-11175 

-1085 
-88 
-74 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-30921 
24268 

-753 
-206 
-295 

-60000 -30000 0 30000 60000 

16674 
55348 

-1481 
-29 
-46 

-60000 -30000 0 30000 60000 

23831 
-47995 

-2121 
0 

-10 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-5371 
11458 

-313 
-99 

-111 

-60000 -30000 0 30000 6000

13660 
44083 

-2214 
-11 

-264 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

-289 
-1 
-6 

-18 
-18 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-10519 
-217 
-280 
-137 
-104 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

1930年 2 月

鉛直輸送量・濃度変化量

DO (ton/month)

第11層～第15層

D2 D1

E1

C1

C2

E2

A0

A2

A1

F

B

B2

41 
0 

-2 
-2 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-46449 
-112 
-56 
-96 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-5095 
-5 
-5 
-6 

-60000 -30000 0 30000 60000 

11175 
-981 
-564 
-420 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-24268 
-86 
-10 
-49 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-55348 
-3015 

-53 
-290 

-60000 -30000 0 30000 60000 

47995 
-7341 

-5 
-480 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-11458 
-45 
-3 

-40 

-60000 -30000 0 30000 6000

-44083 
-10701 

-43 
-1080 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

217 
-9 

-29 
-21 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

19
50

年
代

 

鉛直輸送量・濃度変化量

第1層～第5層

DO (ton/month)

月

E2
E1

D1D2

C1

A0

B

A1

C2

A2

1950年 2

B2

F

18761 
-164 

1824 
-52 

-107 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

18540 
-250 

3318 
-38 
-43 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

14751 
-82 

1961 
-1 
-1 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-10 
-5 

1451 
0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

10470 
0 

1275 
-63 
-34 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-46462 
137 
3023 
0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

30816 
259 
3353 

-132 
-108 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-16741 
711 
3746 

-7 
-6 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-23896 
1823 
3911 

0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

5339 
125 
1752 

-162 
-87 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000

-13703 
6054 

2755 
0 
0 
0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（下段）
水中での生産・消費

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

289 
-31 

416 
-37 
-42 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

A0

A1

A2

1950年

DO (ton/month)

月

F

2

第6層～第10層

E2
E1

D1

C1

鉛直輸送量・濃度変化量

B

D2

C2

B2

-18761 
0 

-125 
-116 
-149 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-18540 
-41 

-377 
-275 
-353 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-14751 
46375 

-769 
-81 

-154 

-60000 -30000 0 30000 60000 

10 
5087 

-244 
-74 

-152 

-60000 -30000 0 30000 60000 

46462 
-11238 

-1129 
-91 
-78 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-30816 
24230 

-782 
-213 
-312 

-60000 -30000 0 30000 60000 

16741 
55242 

-1518 
-30 
-48 

-60000 -30000 0 30000 60000 

23896 
-47993 

-2155 
0 

-10 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-5339 
11441 

-322 
-101 
-117 

-60000 -30000 0 30000 6000

13703 
44094 

-2219 
-11 

-265 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

-289 
-1 
-6 

-16 
-18 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-10470 
-221 
-293 
-139 
-110 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

1950年 2 月

鉛直輸送量・濃度変化量

DO (ton/month)

第11層～第15層

D2 D1

E1

C1

C2

E2

A0

A2

A1

F

B

B2

41 
0 

-2 
-2 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-46375 
-119 
-54 

-100 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-5087 
-5 
-5 
-7 

-60000 -30000 0 30000 60000 

11238 
-1028 

-579 
-442 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-24230 
-88 
-10 
-51 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-55242 
-3072 

-54 
-298 

-60000 -30000 0 30000 60000 

47993 
-7425 

-5 
-488 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-11441 
-46 
-3 

-41 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-44094 
-10733 

-44 
-1085 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

221 
-10 
-30 
-22 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 
図 3.3-22(1) 溶存酸素の鉛直輸送量および濃度変化量（2 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
77

年
 

第1層～第5層

DO

E2
E1

D1D2

C1

A0

B

A1

C2

A2

B2

F

(ton/month)

月1977年 2

鉛直輸送量・濃度変化量

15676 
-185 

1430 
-33 
-83 

475 

-60000 -30000 0 30000 60000 

13127 
-350 

3068 
-32 
-32 

580 

-60000 -30000 0 30000 60000 

25905 
-193 

1779 
-1 
-1 

30 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-830 
-91 

1527 
0 
0 
1 

-60000 -30000 0 30000 60000 

5611 
-95 

1246 
-85 
-37 

65 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-43324 
-169 

3078 
0 
0 
13 

-60000 -30000 0 30000 60000 

32881 
-231 

3259 
-209 
-116 

272 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-21797 
2 
3905 

-10 
-6 

70 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-11517 
444 
4357 

0 
0 
30 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-88 
-151 

1895 
-297 
-104 

55 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-15027 
2475 
5094 

0 
0 
8 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（下段）
水中での生産・消費

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ
ノリ

222 
-41 

446 
-32 
-55 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

A0

A1

A2

1977年

DO (ton/month)

第6層～第10層

鉛直輸送量・濃度変化量

F

2 月

E2
E1

D1

C1

B

D2

C2

B2

-15676 
0 

-140 
-94 

-159 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-13127 
-41 

-437 
-344 
-397 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-25905 
46649 

-783 
-83 

-170 

-60000 -30000 0 30000 60000 

830 
5013 

-279 
-111 
-206 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-5611 
-409 
-291 
-172 
-123 

-60000 -30000 0 30000 60000 

43324 
-7682 

-1072 
-99 
-84 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-32881 
24196 

-765 
-296 
-304 

-60000 -30000 0 30000 60000 

21797 
41189 

-1347 
-43 
-45 

-60000 -30000 0 30000 60000 

11517 
-31782 

-1856 
0 

-7 

-60000 -30000 0 30000 60000 

88 
13420 

-312 
-158 
-114 

-60000 -30000 0 30000 60000

15027 
38723 

-2311 
-15 

-187 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

-222 
-1 
-8 

-15 
-26 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

1977年 2 月

DO (ton/month)

第11層～第15層

E1

E2

D2 D1

A0

A2

A1

B

F

B2

C2

鉛直輸送量・濃度変化量

C1

41 
0 

-2 
-2 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-46649 
-112 
-59 

-109 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-5013 
-4 
-4 
-6 

-60000 -30000 0 30000 60000 

409 
-11 
-31 
-23 

-60000 -30000 0 30000 60000 

7682 
-875 
-535 
-423 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-24196 
-66 
-8 

-40 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-41189 
-2257 

-44 
-236 

-60000 -30000 0 30000 60000 

31782 
-5276 

-4 
-340 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-13420 
-36 
-3 

-35 

-60000 -30000 0 30000 60000

-38723 
-7631 

-61 
-766 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

 

19
83

年
 

(ton/month)

月1983年 2

鉛直輸送量・濃度変化量

B2

F

A2

A1

C2

A0

B

E2
E1

D1D2

C1

第1層～第5層

DO

15394 
596 
818 

-34 
-109 

606 

-60000 -30000 0 30000 60000 

13115 
426 
2643 

-39 
-42 

740 

-60000 -30000 0 30000 60000 

25571 
1172 
1151 

-1 
-2 

39 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-1196 
1092 
778 
0 
0 
1 

-60000 -30000 0 30000 60000 

5288 
231 
1184 

-99 
-52 

84 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-44659 
1227 
2604 
0 
0 
17 

-60000 -30000 0 30000 60000 

31950 
68 
3260 

-208 
-121 

348 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-22166 
937 
3806 

-12 
-9 

90 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-11666 
1165 
4334 

0 
0 
38 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-87 
-68 

1914 
-291 
-109 

70 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-16507 
2852 
5135 

0 
0 
11 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

再ばっ気

底生生物

底泥＋巻上げ

ノリ

207 
302 
129 

-30 
-65 

0 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

B2

C1

B

D2

C2

E2
E1

D1

F

2 月1983年

DO (ton/month)

第6層～第10層

鉛直輸送量・濃度変化量

A1

A2

A0

-15394 
0 

-126 
-107 
-258 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-13115 
-42 

-462 
-416 
-576 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-25571 
46029 

-1025 
-90 

-322 

-60000 -30000 0 30000 60000 

1196 
4794 

-112 
-165 
-372 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-5288 
-402 
-355 
-219 
-197 

-60000 -30000 0 30000 60000 

44659 
-7823 

-1290 
-140 
-149 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-31950 
23699 

-863 
-321 
-375 

-60000 -30000 0 30000 60000 

22166 
41136 

-1571 
-55 
-66 

-60000 -30000 0 30000 60000 

11666 
-30717 

-2050 
0 

-8 

-60000 -30000 0 30000 60000 

87 
13004 

-343 
-161 
-133 

-60000 -30000 0 30000 60000

16507 
36311 

-2372 
-15 

-200 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

鉛直移流・拡散（下段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

-207 
-1 

10 
-14 
-30 

-60000 -30000 0 30000 60000 

 

鉛直輸送量・濃度変化量

B2

F

A2

A1

B

A0

C1

C2

D2 D1

E1

E2

1983年 2 月

DO (ton/month)

第11層～第15層

42 
0 

-2 
-3 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-46029 
-205 
-67 

-200 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-4794 
-8 
-7 

-11 

-60000 -30000 0 30000 60000 

402 
-16 
-44 
-40 

-60000 -30000 0 30000 60000 

7823 
-1398 

-759 
-742 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-23699 
-89 
-11 
-55 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-41136 
-3003 

-59 
-334 

-60000 -30000 0 30000 60000 

30717 
-6225 

-5 
-422 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-13004 
-43 
-3 

-42 

-60000 -30000 0 30000 60000

-36311 
-8001 

-60 
-819 

-60000 -30000 0 30000 60000 

鉛直移流・拡散（上段）

水中での生産・消費

底生生物

底泥＋巻上げ

 
 図 3.3-22(2) 溶存酸素の鉛直輸送量および濃度変化量（2 月平均値） 
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 第１段（海面～水深 3m） 第２段（水深 3～15m） 第 3 段（水深 15m～海底） 

19
90

年
 

第1層～第5層

DO

E2
E1

D1D2

C1

A0

B

A1

C2

A2

B2

F

(ton/month)

月1990年 2

鉛直輸送量・濃度変化量

15073 
1590 
107 

-62 
-123 

596 

-60000 -30000 0 30000 60000 

12767 
2612 
1067 

-33 
-54 

729 

-60000 -30000 0 30000 60000 

25373 
2642 
302 

-2 
-3 

38 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-1713 
1668 
378 
0 
0 
1 

-60000 -30000 0 30000 60000 

5275 
747 
857 

-57 
-50 

82 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-45154 
2545 
1905 
0 
0 
17 

-60000 -30000 0 30000 60000 

31772 
1092 
2416 

-70 
-117 

342 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-22774 
2021 
3323 

-4 
-6 

88 

-60000 -30000 0 30000 60000 

-12341 
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 図 3.3-22(3) 溶存酸素の鉛直輸送量および濃度変化量（2 月平均値） 
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(4)  A2 エリアと B エリアでの TOC・T-N・T-P の物質収支の変化について  
2001 年の計算結果において、貧酸素水塊の発生が顕著なエリアは、佐賀沖の A2 エリ

アと諌早湾の B エリアであった。この 2 つのエリアでの物質収支の変化に着目し、上

記の結果に基づき、計算を再整理した。それぞれ、TOC・T-N・T-P の存在量と物質収

支の変化について、2 月、5 月、8 月、11 月、年間平均値を調べた。 
 
1)  A2 エリア 

図 3.3-23 に、A2 エリアにおける TOC・T-N・T-P 存在量の変化を示す。 
 
 
■TOC 
・2 月、5 月、11 月と年間平均値では、2001 年の存在量が最も多かった。いずれ

も、他の年代は 2001 年比で 0.90 を下回り、2001 年とそれ以外の年代の差が大き

かった。 
・2 月、5 月は 1977 年が最も存在量が少なく、2001 年比でそれぞれ 0.60、0.53 で

あった。また、1977 年と 1983 年、1990 年と 2001 年の間の差が大きかった。 
・8 月は 1983 年の存在量が最も多く、2001 年比で 1.03 であった。1977 年以降は、

2001 年比±3%の変化で推移していた。 
・年間平均値では、存在量は年代とともに徐々に上昇しており、1930 年代は 0.57
であった。 

 
■T-N 
・2 月、5 月は 1977 年の存在量が最も多く、それぞれ 2001 年比 1.02、1.32 であ

った。1930 年代と 1950 年代の存在量は他の年代に比べて少なかった。 
・8 月は年代とともに存在量が増加し、1950 年代までは 2001 年比 0.54～0.62 で

あったのに対し、1977 年は 0.90 と増加した。 
・11 月は 1950 年代までが 2001 年比 0.8 程度、1977～1990 年が 0.9 程度で推移し

ていた。 
・年間平均値は 1930 年代・1950 年代は存在量が少なく 2001 年比 0.70・0.76、1977
年以降は 2001 年から±3%の変化であった。 

 
■T-P 
・2 月、5 月、11 月と年間平均値では、2001 年の存在量が最も多かった。 
・2 月、11 月は、1930 年代～1990 年では 2001 年比 0.76～0.88 で推移し、2001
年と他の年代との差が顕著であった。 

・8 月は年代とともに存在量が増加した。1930 年代・1950 年代（2001 年比 0.52、
0.61）と 1977 年（0.85）の差が大きかった。1983 年以降は 2001 年比 0.97～1.00
で推移していた。 
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図 3.3-24 に、A2 エリアにおける物質収支の変化を示す。なお、図中の内部生産は、

水中の DIC を取り込み、植物プランクトンが増殖する量を指すが、本調査では、(内部

生産量)＝（植物プランクトンの総生産量）－（植物プランクトンの呼吸による減耗量）

と定義した。 
 
 
■TOC 
・どの月も、内部生産は年代とともに顕著に増加する傾向にあった。特に 8 月は、

1930 年代から 2001 年にかけて 4700ton/月供給が増加した。 
・沈降量と巻上げ量を比較すると、全ての月、全ての年代で沈降量の方が多かった。

その量は 5 月を除き、1983 年・1990 年で最も多く、1930 年代・1950 年代で最

も少なかった。 
・水平移流・拡散フラックスは、8 月では 1930 年代・1950 年代が流入であったの

に対し、1977 年以降は流出に転じ、1983 年が流出最多となった。5 月、11 月は

1930 年代から 1983 年にかけて減少し、1983 年で流入が最少となった。 
・底生生物による除去量は他の項目に比べ変化量は小さいものの、年代とともに減

少する傾向にあった。 
・各年代において季節間の比較をすると、存在量は 8 月よりも 2 月、11 月の方が

多かった。1977 年以降は、8 月が最大であった。 
 
■T-N 
・沈降量、水平移流・拡散フラックス、底生生物は、TOC と同様の変化傾向であ

った。 
・底泥からの供給は、8 月を除き、年代とともに増加していた。8 月は 1977～1990
年が多く、2001 年比 1.13～1.14 であった。 

 
■T-P 
・いずれの項目も、T-N と同様の変化傾向であった。 
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2) B エリア 

図 3.3-25 に、B エリアにおける TOC・T-N・T-P 存在量の変化を示す。 
 
 
■TOC 
・2 月は 1930 年代～1977 年は 2001 年比 0.68～0.70 で、1983 年が 0.88、1990 年

が 0.92 で、2001 年の存在量が最大であった。 
・5 月、11 月は 1983 年の存在量が最も多く、それぞれ 2001 年比で 1.05、1.03 で

あった。1990 年は、5 月、11 月ともに 2001 年を下回っていた。 
・8 月は 1930 年代が最小で 2001 年比 0.66、1950 年代と 1977 年の差が大きく、

1983 年が最大で 1.07 であった。 
・2 月、5 月、11 月と年間平均値では、2001 年の存在量が最も多かった。いずれ

も、他の年代は 2001 年比で 0.90 を下回り、2001 年とそれ以外の年代の差が大き

かった。 
・年間平均値では、1983 年まで存在量は年代とともに増加し、1983 年以降は横ば

いであった。 
 
■T-N 
・存在量が最大だったのは、2 月と 5 月が 1977 年、8 月が 1990 年、11 月と年間

平均値が 1983 年であった。 
・どの月も、1930 年代と 1950 年代に対し、1977 年、1983 年、1990 年は存在量

が顕著に大きかった。 
・どの月も、2001 年は 1990 年に比べて小さく、5 月では 6 つの年代のうち存在量

が最少であった。 
・各年代において季節間の比較をすると、存在量は 8 月よりも 2 月、11 月の方が

多かった。1977 年以降は、8 月が最大であった。 
 
■T-P 
・存在量が最大だったのは、2 月と 5 月が 1977 年、8 月と 11 月、年間平均値が 1983
年であった。 

・2 月、5 月においては、6 年代のうち 2001 年の存在量が最少であった。 
・8 月では、1930 年代、1950 年代と 1977 年以降の差が大きかった。 
・年間平均値では、1977 年～1990 年の存在量は 2001 年より多かった。 
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図 3.3-26 に、B エリアにおける物質収支の変化を示す。なお、図中の内部生産は、

水中の DIC を取り込み、植物プランクトンが増殖する量を指すが、本調査では、(内部

生産量)＝（植物プランクトンの総生産量）－（植物プランクトンの呼吸による減耗量）

と定義した。 
 
■TOC 
・どの月も、内部生産は年代とともに顕著に増加する傾向にあった。特に 8 月は、

1930 年代から 2001 年にかけて 3500ton/月供給が増加した。 
・沈降量と巻上げ量を比較すると、全ての月、全ての年代で沈降量の方が多かった。

その量は 1930 年代から 1990 年にかけて増加したが、2001 年は 1990 年の 10～
40%に激減した。 

・水平移流・拡散フラックスは、1930 年代から 1990 年まではいずれも正味で流入

しており、その量は年代とともに減少する傾向にあったが、2001 年は正味で流出

に転じた。 
・底生生物による除去量は、2 月、5 月では 1983 年が最大、それ以外は 1977 年が

最大であった。また、いずれの月も 2001 年が最小であった。ただし、他の項目

に比べ変化量は小さかった。 
 
■T-N 
・沈降量、水平移流・拡散フラックス、底生生物は、TOC と同様の変化傾向であ

った。 
・底泥からの供給は、8 月を除き、年代とともに増加していた。8 月は 1977 年が最

大で、2001 年比 1.12 であった。なお、沈降量や水平移流・拡散フラックスにみ

られたような、1990 年－2001 年間の急激な変化はなかった。 
 
■T-P 
・いずれの項目も、T-N と同様の変化傾向であった。 
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3.3.3 計算結果の考察 
(1)  貧酸素水塊の発生要因の考察 

図 3.3-8(p.434)に示した貧酸素水塊の容積からわかるように、貧酸素水塊の発生規模は、

2001 年が最も大きいという計算結果であった。また、1930 年代・1950 年代には貧酸素水塊

の発生が認められない結果であり、1977～1983年は2001年比で8～33%の存在量であった。

本章では、この年代ごとに異なる貧酸素水塊の発生規模に着目して、その変化要因について

考察を行った。 
 

0

20

40

60

80

1930年代 1950年代 1977年 1983年 1990年 2001年

貧
酸

素
水

塊
(2

.1
m

g/
L以

下
)の

容
積
の

年
間

累
積

値
(k

m3 ×d
ay

)

1.00

0.24

0.08

0.33

0.000.00

 
※枠内の数値は、現況(2001 年)からの比    

図 3.3-8 (1) 溶存酸素濃度 2.1mg/L 以下の容積の年間累積値（再掲） 
 
 

1)  貧酸素水塊の発生メカニズム（一般論） 
一般に、海域の物質循環過程は、図 3.3-27 に示すとおりである。底層での酸素消費量が底

層に供給される供給量を上回ることにより、溶存酸素濃度の低下ひいては貧酸素水塊の発生

が生じる。この溶存酸素の供給面と消費面を担う現象としては、表 3.3-7 に示すものが挙げ

られる。これら供給面と消費面の変化に着目し、図 3.3-8 に示した貧酸素水塊の発生規模の変

化に対して考察を行った。 
 

表 3.3-7 溶存酸素の供給面と消費面を担う主な現象 
 現象 

供給面 水平移流、水平拡散による供給 
鉛直移流、鉛直拡散による供給 
植物プランクトンの光合成による供給 
再ばっ気による供給 
底生生物（付着珪藻）による光合成 

消費面 植物プランクトンの呼吸 
動物プランクトンの呼吸 
アンモニア態窒素の硝化 
懸濁態有機物の分解・無機化 
溶存態有機物の分解・無機化 
底泥間隙水との拡散 
底生生物（堆積物食者・ろ過食者）の呼吸 
還元物質の酸化による消費 
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図 3.3-27 海の環境構成図2 

 
2)  溶存酸素の供給量の変化について 
① 鉛直拡散係数と流入出流量の変化 
溶存酸素の供給量を支配する直接的な物理指標である鉛直拡散係数と水平方向の流入出流

量（エリアに流入する流量と流出する流量の合計値）を、Ａ2 とＢエリアにおいて各年代で比

較し、図 3.3-28 に示す。ここで、1950 年代の計算結果は、流動場に関しては 1930 年代と

1950 年代の計算条件・結果が同一であるため省略した。 
 

■A2 エリアでは、1977 年以降、両指標ともに数%の変化がみられる。一方で、B エリ

アでの 2001 年（現況）は、その他のケースと比較し、8 月平均値として鉛直拡散係数

で約 50%、流入出流量として約 20%、それぞれ低下していた。 
 
■A2 エリアを対象に、両指標の 2001 年対比と外海潮位振幅の自然変動を表す指標とし

て有明海でもっとも増幅率の大きい M2 分潮の F 値の関係を図 3.3-29 に示す。また図

中には 2001 年（現況）の計算ケースから、外海潮位振幅の境界条件のみを自然変動で

の最大時と最小時（M2 分潮の最大・最小時における各分潮の F 値を採用）に変更し

たケースの結果も併記している（図中の F 値最大・F 値最小に相当）。2001 年の地形

条件での M2 分潮の F 値の変化に対応する両指標の変化幅が、同一の F 値を想定した

場合における 1977～1990年の地形条件と 2001年での地形条件の違いによる両指標の

変化幅よりも大きいことがわかる。 
つまり、湾奥西部エリアでの 1977 年以降の両指標の変化は、地形改変等の影響より

も外海潮位振幅の自然変動の影響を強く受けていると推測された。 
 

                                                  
2 海の健康診断 考え方と方法、海洋政策研究財団（財団法人シップ・アンド・オーシャン財団、2006 年出版） 
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※図内の数値は 2001 年比を示す。 

図 3.3-28(1) 水柱で平均した鉛直拡散係数の変化 
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※図内の数値は 2001 年比を示す。 

図 3.3-28(2) 水柱での流入出流量の変化 
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図 3.3-29 A2 エリアにおける M2 分潮の F 値の変化と 

水柱での鉛直拡散係数および流入出流量の関係 
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② 鉛直拡散フラックスと移流フラックスの変化 
図 3.3-30 には、A2 エリアと B エリアにおける溶存酸素の移流拡散フラックスによる物質

変化量を示す。ここで示した変化量は 8 月平均値である。 
 

■ A2 エリアでは、下層から流入し、上層から流出するというエスチャリー循環に沿

った溶存酸素の循環となっているが、1930 年代から 2001 年にかけて底層から流入

する溶存酸素の量が減少していた。 
 

■ 上層～中層間の鉛直移流・拡散フラックスは、1930・1950 年代は中層から上層へ

向かう輸送（上向きの輸送）であったのに対して、1977 年から 1983 年にかけて、

上層から中層に向かう輸送（下向きの輸送）に変化していた。これは、1977 年以

降、下層の溶存酸素濃度が低下したことにより鉛直移流による上向きの輸送量が減

少し、さらに鉛直方向の濃度勾配が強くなり、表層の再ばっ気と光合成を起源とし

た溶存酸素の下向きの輸送が増加したことによるものと考えられる。 
 
■ 1977 年・1983 年・1990 年の 3 ケースに見られるフラックスの変化は、図 3.3-29

に示した外海の潮位振幅(F 値)の影響を受けているものと考えられる。 
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※ ＋：増加フラックス、－：減少フラックス。鉛直移流・拡散フラックスは上向きを正とする 
※左から順に 1930 年代、1950 年代、1977 年、1983 年、1990 年、2001 年、単位は(ton/month) 

図 3.3-30(1)  A2 エリアでの溶存酸素の移流・拡散フラックスの変化（8 月平均） 
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※ ＋：増加フラックス、－：減少フラックス。鉛直移流・拡散フラックスは上向きを正とする 
※左から順に 1930 年代、1950 年代、1977 年、1983 年、1990 年、2001 年、単位は(ton/month) 

図 3.3-30(2)  B エリアでの溶存酸素の移流・拡散フラックスの変化（8 月平均） 
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3)  溶存酸素の消費面の変化について 
各年代での水中における生化学的な効果が及ぼす溶存酸素の変化量（8 月平均値）を図 

3.3-31 に示す。またその変化量の内訳を図 3.3-32 に示す。 
 
■ 上層（水深 0-3m）での生化学的な効果による溶存酸素の変化量は、植物プラン

クトンの生産による供給量が、分解・無機化などによる酸素消費量を上回り、

各年代ともにプラス（供給されている）であった。 
 

■ この植物プランクトンの光合成による供給量は、1930 年代から 2001 年にかけ

て上昇する傾向にあった。 
 

■ 一方で、中層(3～15m)での生化学的な効果による溶存酸素の変化量はマイナス

（消費されている）であり、1930 年代から 2001 年にかけて、その消費量は上

昇する傾向にあった。 
 

■ 1930 年代から 2001 年にかけての下層での酸素消費量の上昇に寄与している現

象として、POC および DOC の分解・無機化量の増加、植物プランクトンの呼

吸量の増加が挙げられる。特に、1950 年代から 1977 年の間に、消費量の大き

な上昇がみられた。 
 

■ 1930 年代から 2001 年にかけて、底泥間隙水との拡散による消費は、他の項目

と比較すると、あまり変化していない結果であった。 
 

■ 底生生物の呼吸による消費は、2001 年よりもその他のケースの方が大きい結果

であったが、その変化量は分解・無機化などによる酸素消費量の変化量と比較

すると小さかった。 
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図 3.3-31 各年代でのエリア内における溶存酸素の変化量（8 月平均値） 
（正：生産、負：消費） 
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① TOC の存在量の変化 
図 3.3-32 に示した溶存酸素の消費量のうち、1930 年代から 2001 年にかけて、その変化量

が大きかった POC の分解・無機化に伴う消費、DOC の分解・無機化に伴う消費に着目し、

その変化要因について考察を行った。 
分解量は POC・DOC の濃度の上昇に伴って増加するため、まず TOC(=POC+DOC)の存在

量の変化について整理を行った。図 3.3-12 に示した A0・A1・A2 エリアを統合したエリアを

湾奥部と定義し、このエリアにおける水柱での TOCの存在量の変化を図 3.3-33に示す。1950
年代と 1977 年の間に大きく存在量が上昇しており、1977 年以降は 2001 年を基準として±

4%程度の変化であった。 
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15000
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湾
奥

部
に

お
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る
TO
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在
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0.96
1.02 1.03 1.00

 
※枠内の数値は、2001 年との比 

図 3.3-33 湾奥部における水柱での TOC の存在量（8 月平均値） 
 
 

つぎに、この TOC の発生要因について整理を行った。海域において水中の TOC 存在量は、

大きく区分すると図 3.3-34 に示す 5 つの項目により変化している。この 5 項目について、図 
3.3-35 に基づき考察を行い、表 3.3-8 に示す。 

 
 

TOC

移流・拡散

内部生産 

沈降・巻上げ 

底生生物による摂食

流入負荷 

 
図 3.3-34 TOC の存在量の変化要因 
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流入負荷
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※左から順に 1930 年代、1950 年代、1977 年、1983 年、1990 年、2001 年。 

※正がボックス内の物質の増加、負が減少を表す。以下の図も同様。 
図 3.3-35 湾奥部における TOC の物質収支の変化（8 月平均値） 

 
 
 

表 3.3-8 TOC の存在量に変化に関係する要因ごとの考察 
項目 変化 

水平移流・ 
拡散フラックス 

湾奥部から湾中央部へ流出する TOC の量は、1930 年か

ら 2001 年にかけて上昇する傾向にある。一方で、同時期

の内部生産の上昇量は 10000 ton/月以上であるのに対し

て、流出する TOC 量の上昇量は 5000 ton/月であった。 
内部生産 内部生産量の年代変化は、TOC の存在量の変化傾向と一

致している。さらに内部生産による TOC 生産量は、他の

要因と比較し、存在量の上昇要因としての寄与が最も大き

い。 
流入負荷量 TOC の河川からの流入負荷量は、内部生産量と比較する

と小さい。 
沈降・巻上げ 湾奥部にて 8 月平均値でみると、1930 年・1950 年・1977

年は、沈降・巻き上げの収支として、TOC は底泥から水

中へ供給される傾向にあり、1990 年・2001 年は、逆に水

中から底泥へ蓄積される傾向にある結果であった。 
底生生物による摂食 湾奥部での底生生物による TOC の除去量は、1977 年に

最大値をとり、その後 1983 年・1990 年・2001 年と除々

に減少していた。1977 年は内部生産量の約 5 分の 1 が底

生生物に除去される結果であったが、2001 年では約 10
分の 1 であった。 

 
表 3.3-8 より、図 3.3-33 に示した TOC の存在量の変動要因としては、内部生産量の増加

と底生生物による除去能の低下の影響が大きいものと推測された。 
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4)  溶存酸素の供給面と消費面の変化の量的関係 
① A2 エリア 
図 3.3-37 に、A2 エリアにおける溶存酸素の物質収支の変化（8 月平均値）を示す。また水

中での生産・消費について、項目ごとの物質収支の変化を図 3.3-38 に示す。 
 
貧酸素化が進行する密度躍層下の 3m 以深に着目し、1930 年代と 2001 年の比較を

以下に示す。（参照：図 3.3-36） 
 
■ 水中での酸素消費量は 1930 年代から 2001 年にかけて約 2.7 倍増加していた。 

 
■ 底泥による消費は 1930 年代から 2001 年にかけてあまり変化していなかった。

2001 年は貧酸素化が進行していたため、底泥による酸素消費量は 1930 年代と比

べて小さかったものと考えられる（消費されるべき酸素が欠乏しているため）。

その代わりに、底泥内で嫌気分解が進行することにより還元物質の生成量が増大

し、図中に示すように、水中での酸素消費のうち約 15％が還元物質の酸化に利

用されていた結果であった。 
 

■ 底泥による消費量は、水中での酸素消費量より 1 オーダー小さい。 
 
■ 底生生物の呼吸による消費は、1930 年代から 2001 年にかけて約 5 分の 1 となっ

ていたが、その消費量は水中での酸素消費量より 1 オーダー小さい。 
 
■ 水平方向の移流・拡散による供給量は、1930 年代から 2001 年にかけて 10%減

少しており、その減少量は 1930 年代から 2001 年にかけての水中での酸素消費

の増加量の約 2 分の 1 であった。 
 
■ 鉛直方向の移流・拡散による供給量は、1930 年代は中層以深から上層へ向かう

供給であったのに対して、2001 年は上層から中層以深へ向かう供給となってい

た。 
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図 3.3-36 水深 3m 以深での溶存酸素の変動量の 1930 年代と 2001 年での比較 

（A2 エリア、8 月平均値） 
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※底生生物、底泥とその他はスケールが異なることに注意。 
※グラフは全て左から 1930 年代、1950 年代、1977 年、1983 年、1990 年、2001 年である。 
図 3.3-37 A2 エリアにおける溶存酸素の物質収支の変化（8 月平均値） 
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※単位：ton/month。グラフは全て左から 1930 年代、1950 年代、1977 年、1983 年、1990 年、2001 年である。 

図 3.3-38 A2 エリアにおける溶存酸素の物質収支の変化 
（水中での生産・消費に関する項目、8 月平均値） 
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② B エリア 
図 3.3-40 に、B エリアにおける溶存酸素の物質収支の変化（8 月平均値）を示す。また水

中での生産・消費について、項目ごとの物質収支の変化を図 3.3-41 に示す。 
 

貧酸素化が進行する密度躍層下の 3m 以深に着目し、1930 年代と 2001 年の比較

以下に示す。(参照：図 3.3-39) 
 
■ 水中での酸素消費量は 1930 年代から 2001 年にかけて約 4.0 倍増加してい

た。 
 

■ 底泥による消費は 1930 年代から 2001 年にかけて約 1.5 倍増加していた。ま

た、2001 年において、底泥による消費量消費量は水中での酸素消費量の約 4
分の 1 であったが、1930 年代では約 2 分の 1 であった。 

 
■ 底生生物の呼吸による消費は、1930 年代から 2001 年にかけて約 3 分の 1 と

なっていたが、その消費量は水中での酸素消費量より 1 オーダー小さい。 
 
■ 水平方向の移流・拡散による供給量は、1930 年代から 2001 年にかけて約

4500ton/月減少しており、その減少量は 1930 年代から 2001 年にかけての

水中での酸素消費の増加量と同等であった。 
 
■ 鉛直方向の移流・拡散による供給量は、1930 年代と 2001 年ともに上層から

中層以深へ向かう供給となっていたが、その量は 1930 年代から 2001 年に

約 6 倍に増加している。これは 2001 年に貧酸素化の発生により鉛直方向の

濃度勾配が強くなったことに起因している。 
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図 3.3-39 水深 3m 以深での溶存酸素の変動量の 1930 年代と 2001 年での比較 

（B エリア、8 月平均値） 
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※底生生物、底泥とその他はスケールが異なることに注意。 
※グラフは全て左から 1930 年代、1950 年代、1977 年、1983 年、1990 年、2001 年である。 
図 3.3-40 B エリアにおける溶存酸素の物質収支の変化（8 月平均値） 
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※単位：ton/month。グラフは全て左から 1930 年代、1950 年代、1977 年、1983 年、1990 年、2001 年である。 

図 3.3-41 B エリアにおける溶存酸素の物質収支の変化 
（水中での生産・消費に関する項目、8 月平均値） 
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5)  貧酸素水塊の発生要因の考察に関するまとめ 
貧酸素水塊の発生が顕著な湾奥西部エリア（A2 エリア）と諫早湾エリア（B エリア）に着

目し、計算結果に基づき考察を行った。以下に主要な結果を記した。 
 

(1) 貧酸素化の発生に関して、1930 年代から 2001 年までのある単年を抽出した計 6 ケ

ース（1930 年代・1950 年代・1977 年・1983 年・1990 年・2001 年）の計算結果で

は、貧酸素化の発生は 1977 年以降に確認された。 
 

(2) 流れ場の変化を表す指標である流入出流量と鉛直拡散係数について、湾奥西部エリ

ア（A2 エリア）において、2001 年と 1930 年代・1950 年代を比較すると、湾奥部

の地形改変の影響を受けて、鉛直拡散係数（8 月平均値）は 13％、流入出流量（8
月平均値）は 6％それぞれ減少する傾向にあった。一方で、1977 年以降の両指標の

変化は地形改変の影響よりも自然変動である外海潮位振幅の影響を強く受けている

と推測された。すなわち、1977 年以降の湾奥西部エリア（A2 エリア）の貧酸素化

に対して、流れ場の変化の影響は地形改変等の影響よりも外海の潮位振幅の自然変

動の影響を受けていると考えられた。 
 

(3) 諌早湾エリア（B エリア）での、流れ場の変化を表す指標である流入出流量と鉛直

拡散係数は、1990 年と 2001 年のケース間に大きな変化（地形の変化によると考え

られる）があり、2001 年は 1990 年に比較して、鉛直拡散係数（8 月平均値）で 45％、

流入出流量（8 月平均値）で 20％減少したものと推測された。 
 

(4) 生化学的な要因による溶存酸素の水中での消費量は、1930 年代から 2001 年にかけ

て上昇する傾向にあった。3ｍ以深の水塊でみると、この消費量の増加の内訳として

寄与が大きかったのは水中での POC・DOC の分解・無機化に伴う消費、動植物プラ

ンクトンの呼吸による消費の増加であり、底生生物による消費・底泥による消費の

変動量は小さかった。 
 

(5) POC・DOC の分解・無機化に伴う消費、動植物プランクトンの呼吸による消費の増

加は、内部生産量の増加に依存したものと考えられた。 
 

(6) 1977 年・1983 年・1990 年では、湾奥部(A0・A1・A2 エリア)に発生する内部生産

量が、ろ過食者により、2001 年の 2～5 倍程度、系外に除去されており、この効果

が溶存酸素の消費量を変動させる一要因であると推測された。 
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※左から1930年代、1950年代、1977年、1983年、1990年、2001年
※単位はton
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(2)  1950 年代から 1977 年にかけての水質変化に関する考察 

1950 年代から 1977 年にかけての湾奥部で顕著な水質変化について、物質収支および流量の変

化の観点から考察を行った。 
 

1)  存在量の変化 
図 3.3-42 に、各エリアにおける TOC、T-N、T-P の存在量の変化（8 月平均値）を示す。

年代ごとの変化に着目すると、1950 年代から 1977 年にかけて各存在量が顕著に増加してい

るブロックがあり、特に湾奥部でその傾向が顕著であった。 
そこで、湾奥部における、1950 年代と 1977 年の物質収支の違いについて、考察を行った。

湾奥部の定義は、前節と同じく A0、A1、A2 エリアを統合したエリアとした。 
    

 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 3.3-42 各エリアにおける TOC、T-N、T-P の存在量の変化（8 月平均値） 
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2)  湾奥部における物質収支の変化 
湾奥部における、1950 年代と 1977 年の TOC・T-N・T-P の物質収支を図 3.3-43 に示す。

ここでは、夏季の状況の変化に着目し、計算結果を整理した。ただし、7 月に出水に伴う大き

な流入負荷量が存在し 8 月にはその影響が含まれるため、計算結果は 7、8 月の平均として整

理した。 
さらに、図 3.3-44に湾奥部と湾央部の境界（A1-A2エリアとC1-C2エリアの境界、図 3.3-42

の断面 1）における断面通過流量の変化を示す。 
 

1950 年代から 1977 年にかけてのケース間の変化として以下が挙げられる。 
 
■河川からの流入負荷は TOC で 33%、T-N と T-P では 110%増加した。 
 
■湾奥部から湾央部に向かう水平方向の移流・拡散フラックスは TOC で 70%、

120%増加した。 
 
■TOC の内部生産量は、68%増加した。増加量は約+15000 ton/月で、河川から

の流入負荷の増加量約+2500 ton/月の約 6 倍であった。 
 
■いずれの物質も、1950 年代の正味の沈降量は負（底泥がソース）、1977 年は正

（底泥にシンク）であった。ただし、沈降と巻上げの合計は河川からの流入負

荷や水平方向の移流・拡散に比べ１オーダー小さい。 
 
■底生生物による物質の除去量の変化は小さい。 
 
■図 3.3-44 において、1977 年～1990 年は同一の地形であること、1950 年代に

設定した F 値は、1983 年の F 値に最も近いことに留意して、1950 年代と 1983
年で比較すると、断面通過流量はおよそ 5%減少していた。すなわち、1950 年

代から 1977 年のケース間に生じた湾奥部の地形改変の影響により、この減少

が生じたものと推測された。 
 
■5％の断面通過流量の減少により、湾奥部では物質が滞留しやすくなったが、湾

奥部の物質の存在量が多いため、湾奥部から湾央部へ向かう TOC、T-N、T-P
の移流・拡散量は増加していた。 

 
以上の結果から、1950 年から 1977 年にかけての湾奥部における TOC・T-N・T-P の存在

量の増加は、主に流入負荷の増大、内部生産量の増大および湾奥部の地形改変の影響により

もたらされたと考えられる。 
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水平方向（湾口側）の移流・拡散 水平方向（湾口側）の移流・拡散
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図 3.3-43(1) 湾奥部における TOC の物質収支の変化（7、8 月平均値） 

河川からの流入負荷 河川からの流入負荷

底泥からの溶出 底泥からの溶出

T-N T-N
1950年代 1977年

底生生物による　 湾奥部（A0,A1,A2) 底生生物による　 湾奥部（A0,A1,A2)
生産・消費の合計 7、8月 生産・消費の合計 7、8月

沈降と巻上げの合計 沈降と巻上げの合計

水平方向（湾口側）の移流・拡散 水平方向（湾口側）の移流・拡散
単位：ton/month、赤：減少、青：増加
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図 3.3-43(2) 湾奥部における T-N の物質収支の変化（7、8 月平均値） 
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生産・消費の合計 7、8月 生産・消費の合計 7、8月

沈降と巻上げの合計 沈降と巻上げの合計

水平方向（湾口側）の移流・拡散 水平方向（湾口側）の移流・拡散
単位：ton/month、赤：減少、青：増加
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図 3.3-43(3) 湾奥部における T-P の物質収支の変化（7、8 月平均値） 
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図 3.3-44(1) 断面 1（A1-A2 エリアと C1-C2 エリアの境界断面）における流量の変化 
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3)  1950 年代から 1977 年にかけての水質変化の考察に関するまとめ 

1950 年代から 1977 年にかけての湾奥部で顕著な水質変化について、物質収支および流量

の変化の観点から考察を行った。以下に主要な結果を記した。 
 

(1) 1950 年代から 1977 年にかけて、F エリア、E2 エリアを除く全エリアで TOC、T-N、

T-P の存在量が増加した。特に、湾奥部での増加が顕著であった。 
 

(2) 河川からの流入負荷量、湾奥部から湾央部への移流・拡散量、底泥からの溶出量、底生

生物による物質除去量、いずれも 1950 年代から 1977 年にかけて増加した。 
 

(3) 1950 年代から 1977 年にかけて、TOC の内部生産量は 68%増加した。 
 

(4) 1970 年代の地形条件では、1950 年代の地形条件に比べ、湾奥部から湾央部へ向かう断

面通過流量が 5%減少した。 
 

(5) 移流・拡散による湾奥部から湾央部への流出が増加したのは、湾奥部の存在量（濃度）

が増加しているためと考えられる。 
 

(6) TOC・T－N・T－P の存在量の増加は、主に河川からの流入負荷量の増大および内部

生産量の増加、湾奥部の地形改変による海水交換量の減少の影響を受けていると考えら

れた。 
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(3)  底泥間の物質輸送の変遷（SS） 
次に、底泥との間の物質輸送の変遷を明らかにするために、SS の堆積、浸食傾向を調べた。

図 3.3-45 に、2 月、5 月、8 月、11 月、年間平均における SS のボックス別単位面積あたり

正味堆積量を示す。 
 

 
■各ボックスの堆積／浸食傾向は、各月で概ね一致していた。 

 
■ 湾奥の干潟を含むボックス（A0、A1、B2）、熊本沖（D1、E1）では正味で堆

積傾向を示し、過去の方が堆積量が多い傾向にあった。 
 

■ 干潟全面の水深の深いボックス（A2、D2、E2）では正味で浸食傾向を示し、

過去の方が浸食量が多い傾向にあった。 
 

■ 最も堆積傾向が大きいのは湾奥の A0 ボックスであった。 
 

 
このうち、A2、B ボックスの年代変化について注目した。図 3.3-46 に堆積量、浸食量およ

び正味の堆積量のフラックスの年代変化を示す。 
 

 
■A2、B ボックスともに、堆積、浸食の方向のフラックスの大きさは、年代とと

もに減少していた。すなわち、過去の方が底泥－水質間での SS のやりとりが過

去の方が大きかったことが伺える。 
 

■ A2 は、1977 年～1990 年は堆積傾向であったが、2001 年に再び浸食傾向を示

した。 
 

■ B では、諫早干潟（B2）存在時は浸食傾向であったが、2001 年は堆積傾向に

転じた。 
 

 
さらに、底泥へ沈降する物質における栄養塩と SS の含有状況を明らかにするため、A2、B

ボックスにおける、栄養塩と SS の年間平均沈降フラックスの比を求めた（図 3.3-47）。 
 

 
■A2、B ボックスともに、比が年代とともに増加している。したがって、底泥へ

沈降する物質の中の有機物含有量が増加傾向にあると言える。 
 

■ SS および栄養塩の沈降フラックスはともに減少傾向にあるが、その減少率は SS の

方が顕著であると解釈できる。 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

   
1983 年 1990 年 2001 年 

   
図 3.3-45(1) SS の正味堆積量（2 月平均値）※正が正味の堆積、負が正味の浸食を示す。 



 
 497

1930 年代 1950 年代 1977 年 

   
1983 年 1990 年 2001 年 

   
図 3.3-45(2) SS の正味堆積量（5 月平均値） ※正が正味の堆積、負が正味の浸食を示す。 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

   
1983 年 1990 年 2001 年 

   
図 3.3-45(3) SS の正味堆積量（8 月平均値） ※正が正味の堆積、負が正味の浸食を示す。 



 
 499

1930 年代 1950 年代 1977 年 

   
1983 年 1990 年 2001 年 

   
図 3.3-45(4) SS の正味堆積量（11 月平均値） ※正が正味の堆積、負が正味の浸食を示す。 
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1930 年代 1950 年代 1977 年 

   
1983 年 1990 年 2001 年 

   
図 3.3-45(5) SS の正味堆積量（年間平均値） ※正が正味の堆積、負が正味の浸食を示す。 
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図 3.3-46 A2、B ボックスにおける単位面積あたり年間堆積量、 
浸食量、正味堆積量の年代変化（単位：kg/m2/year） 
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図 3.3-47 A2、B ボックスにおける、栄養塩と SS の沈降フラックスの比（単位：mg/g） 
 




